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１ 計画策定の趣旨 
 
2005（平成 17）年 11 月 旧高岡市と福岡町が合併し､新「高岡市」が誕生しました。 

両市町では、それぞれ、「高岡市女性プラン(計画期間:平成 4年度～12 年度)」及び「高岡市男

女平等推進プラン (計画期間: 平成 13 年度～22 年度)」並びに「福岡町ヒューマンプラン (計画

期間: 平成 11 年度～20 年度)」を策定し、男女共同参画の実現と推進に取り組んできました。 

2003（平成 15）年 6 月には、旧高岡市において、「高岡市男女平等推進条例*」が制定（施行：

2004（平成 16）年 1 月）され、新市に引き継がれています。 

しかし、少子高齢化、核家族化、国際化など社会情勢の変化や市民のライフスタイル・価値観

が多様化する中で、性別による役割分担の意識は今なお残っています｡ 

政策・方針決定過程への参画や職場での登用及び賃金等の男女格差、配偶者からの暴力の存在

など、真の男女平等・共同参画*とは言えない社会制度や慣行の存在も否定できません｡ 

本市においては、これらの解消に努め、男女が、お互いを尊重し支え合うことによって、一人

ひとりが持つ個性と能力を充分に発揮し、自らの意思と責任において多様な活動を選択すること

ができるまちづくりをめざし、市、市民、事業者等(市内の法人､個人事業所及び民間団体。

以下同じ。)が一体となって、取り組む新しい行動計画として、このプランを策定します。 

プランの策定に当たっては、「高岡市男女平等推進条例」の理念を踏まえるとともに、旧市町の

プランの趣旨等を受け継ぎながら、国・県の「男女共同参画基本計画（第２次）*」、「配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ防止法*）」や「次世代育成支援対策推進法*」

などの最近の法整備や社会状況の変化に対応したものとします。 

また、プラン改定の基礎資料とすること等を目的に実施した「男女平等・共同参画に関する意

識・実態調査」（2005（平成 17）年３月・旧高岡市）等の結果を反映いたします。 
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旧高岡市・福岡町のプランにおける策定の趣旨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇「高岡市男女平等推進プラン」(平成 13 年３月策定 計画期間: 平成 13 年度～22 年度)

 
〇21 世紀の社会システム 

高岡市は 1993（平成５）年３月、固定的な男女の役割分担意識*を変革し、自立した

男女の共同参画による「はばたけ高岡 女と男の共立社会」の形成をめざし、市として

取り組む総合的な施策の基本方針を示した「高岡市女性プラン」を策定し推進してきま

した。 

この間、「第４回世界女性会議*」や「女性 2000 年会議」の開催等をとおして、女性

の地位の向上や人権擁護等の取組が国際的な協調のもと、様々に進められてきました。

国内においても、男女雇用機会均等法*や育児・介護休業法*の改正、施行等労働関係の

法制度等の充実や男女共同参画社会基本法の施行など、男女の共同参画を進める取組が

促進されてきています。21 世紀の社会において、男女が性別による差別をうけること

なく、その人権が尊重されること、少子高齢化による労働力人口の減少等の社会経済情

勢に対応するための有効な方策として、男女が家庭、仕事、地域活動等に共同で参画し、

責任も担う社会システムをつくることが緊急かつ重要な課題となっています。 

 

〇平等推進をめざす 

本市では、これまで高岡市女性プランを推進し、あらゆる分野における男女の共同参

画を進めてきました。 

しかし、いろいろな政策・方針決定の場や家庭・地域社会・職場等における共同参画

が十分ではなく、かつ、仕事と家庭生活・地域活動等の両立が難しいこと、また、セク

シュアル・ハラスメント*等の暴力や虐待の問題、リプロダクティブ・ヘルス／ライツ*

（女性の生涯にわたる健康と権利）等の人権問題があるなど、様々な課題が残ってい

ます。このように実質的な男女平等・共同参画が十分に進んでいないのは、制度・慣行・

意識等によって生じていると思われますが、これらを阻害している状況、課題等を明ら

かにし、改めていくことが重要です。 

このため、職業生活や家庭、地域活動等や政策・方針決定過程での共同参画を進め、

暴力等人権侵害をなくし、男女の平等を推進していくことが重要であると考えます。そ

こで、高岡市女性プランの成果と課題を踏まえ、男女共同参画社会基本法に規定する「市

町村男女共同参画計画」の性格をもち、さらに条例や拠点等の整備、推進体制の拡充等

基盤の整備の他、様々な場での参画のしくみをつくり、市民と行政との協働体制により、

男女の平等推進をめざす「高岡市男女平等推進プラン」を策定しました。 

行政、市民、事業者が総合的な推進体制により主体的に事業に取り組み、確実な目標

の実現をめざします。 
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◇「福岡町ヒューマンプラン」(平成 11 年３月策定 計画期間: 平成 11 年度～20 年度) 

 

我が国は、これまで科学技術の進歩や急激な情報化の進展に伴う産業構造の変化の中

で、物質的・経済的に豊かな社会を築いてきました。また、それに伴う生活水準の向上

や価値観の多様化によって、人々は生活の向上を求め、個性を生かした暮らし方を主体

的に選択するようになっています。 

このような経済・社会環境の変化の中で、女性と男性をめぐる状況は大きく変化して

おり、根強く残る「男性は仕事、女性は家庭」といった固定的な性別役割分担意識*が、

女性だけでなく男性の多様な活動を妨げ、家族のあり方や子育て、高齢期の生活といっ

た様々な場面で大きな歪みを生み出しています。 

今後のさらなる少子・高齢化、経済活動の成熟化と国際化、企業や国民生活の情報化

等の変化に対応していくためには、男女共同参画社会の実現が必要不可欠となってお

り、男女がそれぞれ個性をもった一人の人間としていきいきと生活でき、さらに育児・

介護、地域ボランティア活動などを対等に分かち合う、または社会全体で担う環境づく

りを進めていく必要があります。 

この計画は、個人の尊重、権利の平等を理念として、政治的、経済的、社会的及び文

化的利益を男女均等に享受し、かつ、共に責任を担うべき社会の実現を目指すものであ

ります。言い換えれば、地域社会・学校のあり方、労働環境の整備、高齢化社会の対応、

少子化現象などについて、町民一人ひとりが取り組むべき課題を明らかにしたものであ

ります。そして、福岡町が今後取り組む総合的施策の基本方針として「住みよい福岡町」

の実現に資することを目標とします。 
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２ 基本理念 

 

男女平等・共同参画*の施策を推進するにあたり、高岡市男女平等推進条例* 第３条 に掲げ

る次の６つのことを基本理念とし、「 認めあい 支えあい 共に輝く ひと と まち」を目指し

ます。 

 

(1) 男女の人権の尊重 

 

    男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が直接的であるか間接的であるかを

問わず性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人としての能力を発揮する機会が

確保されることその他の男女の人権が尊重されること。 

 

 

(2) 固定的な性別役割分担意識による慣行等の見直し 

 

   社会における制度又は慣行等が、固定的な性別役割分担意識*を反映して、男女の社会に

おける活動が制限されることのないよう見直し、家庭、職場、学校、地域その他の社会のあ

らゆる場において、自らの意志と責任において多様な活動が選択できるよう配慮されなけれ

ばならないこと。 

 

 

(3) 政策･方針の立案及び決定への平等な参画機会の確保 

 

   男女が社会の対等な構成員として、市及び事業者等における政策又は方針の立案及び決定

に平等に参画する機会が確保されるよう努めなければならないこと。 

 

 

(4) 家庭生活や仕事、地域活動等における平等な参画とそれらの両立 

 

  男女が固定的な性別役割分担意識にとらわれず、家庭生活においては家族の一員としての

役割を果たし、かつ、職場や地域等のあらゆる分野における活動に平等に参画し、両立でき

ること。 

 

 

(5) 男女の生涯にわたる健康の確保 

 

  女性の生涯にわたる健康を権利として保障する考え方を尊重し、男女が生涯を通じて身体

的、精神的及び社会的に良好な状態であるよう図られること。 

 

 

(6) 国際的協調 

 

   男女平等・共同参画の推進が国際社会における取組と密接な関係を有していること及び高

岡市の地域特性にかんがみ、地域の在住外国人と相互に理解と交流を深めつつ、その推進は

国際的協調の下に行われること。 
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３ 計画の基本目標 

 

「 認めあい 支えあい 共に輝く ひと と まち 」を目指して、次の５つのことを、このプ

ランの基本目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
４ 計画の性格と役割 
 

(1) 市の男女共同参画計画 

 

このプランは､男女共同参画社会基本法*第 14 条第３項に規定する、市における男

女共同参画社会形成の促進に関する施策についての基本的な計画です。 

 

(2) 市民行動計画 

 

このプランは、高岡市男女平等推進条例*第８条に基づく行動計画として、男女平

等・共同参画*の推進に関する施策の基本計画と具体的に取り組む事業計画を定める

ものであり、市､市民及び事業者等が共に取り組む市民行動計画です。 

 

 

(3) 市､市民及び事業者等の取組の指針 

 

このプランは、男女平等・共同参画を推進する市､市民及び事業者等の主体的な取

組や活動の指針となるものです。 

 

(4) 市の行政運営の基本方針 

 

このプランは、高岡市総合計画との整合を図りながら、行政各分野の計画の実施

段階において、男女平等・共同参画を推進していく指針とするものです｡ 

 

Ⅰ 男女があらゆる分野に平等に参画できる機会の確保 

 

Ⅱ 家庭生活や仕事、地域活動等における平等な参画とそれらが両立できる 

環境の整備 

 

Ⅲ 男女が個人として尊重され、能力が発揮できる環境の整備 

 

Ⅳ 男 女 の 健 康 の 確 保 

 

Ⅴ 計 画 の 総 合 的 な 推 進 
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５ 計画の期間  

このプランの基本計画（基本目標、施策の方向）は、2007（平成 19）年度から 2016（平

成 28）年度までの 10 年間とします。 

事業計画（具体的な施策）については、2007（平成 19）年度から 2011（平成 23）年度ま

での５年間を前期計画期間とし、前期計画期間終了時において､その成果、課題等も踏

まえ、次の５年間を後期計画と位置づけ､新たな事業計画を策定することとします。 

 

６ 計画策定の背景 
(1)  これまでの主な取組等 

 

ア 高岡市（旧高岡市、福岡町を含む)の取組 

○  1999(平成 11) 年４月 福岡町は、「ヒューマンプラン」を策定し、男女共同参画の視点を

あらゆる施策に生かし、男女共同参画社会の実現を目指してきました。 

 

○  2001(平成 13) 年３月 旧高岡市は、「男女平等推進プラン」を策定。その後、男女平等推

進条例の制定（平成 16 年１月施行）、男女平等推進センターを設置(平成 16 年４月)し、基

盤整備に努め、男女平等・共同参画*を推進してきました。 

 

○  2002(平成 14) 年５月 福岡町健康福祉センターを開設｡ 2004(平成 16) 年５月 高岡市

民病院に女性専門外来を設置。 2005(平成 17) 年７月 旧高岡市のファミリー・サポート・

センター*、福岡町子育て支援センターを設置しました。 

 

○  旧市町の連合婦人会、高岡女性の会連絡会、富山県男女共同参画推進員*高岡連絡会や福岡

町地域活動推進員連絡会等の各団体は、プランの学習や推進をはじめ、地域での啓発活動等

に取り組んできました。 

旧高岡市においては、市民グループの「たかおか男女平等推進センタープロジェクト」（略

称「e（いい）センタープロジェクト」）が、市と協働で、講演会・ワークショップ等の男女

平等推進センターのオープニング・イベントを企画・実施しました。 

 

○ 旧市町においては、市長（町長）と住民との「タウンミーティング（語る会）」を実施

するほか、2005（平成 17）年３月 旧高岡市においては、男女平等推進プラン改定の基礎資

料とすることと今後の男女平等・共同参画施策への反映を目的に、「男女平等・共同参画に

関する市民の意識・実態調査」を実施しました。 

 

○  2005(平成 17) 年 11 月１日 新「高岡市」が発足しました。新市においては、地域別やテ

ーマ・界層別等のタウンミーティングを行うほか、2006(平成 18) 年３月、市政各分野に対

する市民の関心、要望などを、合併後の新しい高岡市の総合計画策定の基礎資料とするため、

「総合計画市民アンケート調査」を実施しました。 

 

 

 

 

（※本記載以前の取組等については、「高岡市女性プラン (1993(平成５)年３月策定)」・「高岡市男女平等推進

プラン(2001(平成 13)年３月策定) 」及び「福岡町ヒューマンプラン(1999(平成 11) 年４月策定)」に記載が

あるほか、本プランの資料に記述があります。） 
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イ 富山県の動き 

○  2001(平成 13) 年４月 「富山県男女共同参画推進条例」が施行されました｡12 月、「富山

県男女共同参画計画」が策定され、男女共同参画社会をめざす取組が進められています。 

 

○  2002(平成 14) 年４月 男女共同参画チーフ・オフィサー*設置事業の実施、2003(平成 15) 

年４月 男女共同参画推進認証事業所の設置事業の実施による、企業内の男女共同参画への

取組が始まりました。 

 

○  2006(平成 18) 年３月 「富山県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本

計画*」が新たに策定されました｡また、2007(平成 19) 年２月、これまでの計画の内容を見

直した、新しい「男女共同参画計画（第２次）」が策定されました。 

 

ウ 国の動き 

○  1999(平成 11) 年６月 男女が、社会の対等な構成員として、その能力と個性を十分に発

揮できる男女共同参画社会の実現に関する基本的な方針・理念等を定めた「男女共同参画社

会基本法*」が施行されました。 

 

○  2000(平成 12) 年 12 月 男女共同参画審議会の基本的な考え方についての答申を受けて、

「政策、方針決定過程への女性の参画拡大」「夫婦別姓制度など社会制度、慣行の見直し」「女

性に対するあらゆる暴力の根絶」等を重点目標とする男女共同参画基本計画が策定されまし

た。 

 

○ 2003(平成 15)年５月 国民の健康づくり・疾病予防をさらに積極的に推進することを目的

に「健康増進法」が施行されました｡2005(平成 17) 年４月、次代の社会を担う子どもが健や

かに生まれ、かつ、育成される環境の整備を図ることを目的に「次世代育成支援対策推進法*」

が施行されました｡ 

 

○ 2003(平成 15) 年６月 男女共同参画推進本部において､国による女性へのチャレンジ支

援*関係施策の情報を総合的に提供すること等について決定されました。 

 

○ 2004(平成 16) 年 12 月 配偶者からの暴力の定義や保護命令*の対象範囲の拡大等を中心

とした「ＤＶ防止法*」が改正されました｡ 

 

○ 2005(平成 17) 年４月 「育児・介護休業法*」が改正され、12 月、「男女共同参画基本計

画（第２次）*」が策定されました。新重点分野として「新たな取組を必要とする分野におけ

る男女共同参画の推進」が加えられたほか､「政策・方針決定過程への女性の参画の拡大」や

｢女性に対するあらゆる暴力の根絶｣等 10 項目の重点事項が盛り込まれました。 

 

○ 2006(平成 18) 年６月 「男女雇用機会均等法*」が改正され、翌年４月施行されました。

男女双方に対する差別的取扱いの禁止、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等が

盛り込まれています｡ 

 

エ 世界の動き 

○ 2005(平成 17) 年２月 国連「北京＋１０」世界閣僚会議（第 49 回国連婦人の地位委員会）

が開催され、「第４回世界女性会議*の北京宣言及び行動綱領*」（1995(平成７) 年）及び「女

性 2000 年会議（2000(平成 12) 年）」成果文書*の再確認と完全実施に向けた一層の取組を国

際社会に求める内容の決議が採択されました。 
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(2) 社会状況の変化 

 
ア 人口の減少、少子高齢化の進展 

 

本市の人口は、平成 17 年 10 月 1 日現在、18 万 2,356 人(女性 94,836 人、男性 87,520 人)で

減少傾向が続いています。今後、少子高齢化の進展や、転出超過の状況で推計すれば、15 年後

の本市の人口は、16 万 5,000 人を割り込むと予測されます。 

  新たな総合計画では、交流人口の拡大に努めるとともに、安心して子どもを産み育てること

ができる環境の整備や、やすらぎある生活環境の整備、魅力ある雇用の場と就業機会の拡大な

ど、様々な施策に積極的に取り組むことによって、著しい人口の減少に歯止めをかけ、15 年後

の目標人口を 17 万人としています。 
  1992(平成 4)年に年少人口（0～14 歳）が老年人口(65 歳以上)を下回り、以後、少子高齢化

が進展しています。 

 

◆平成 27 年の推計値 総人口 170,774 人（女性 87,457 人、男性 83,317 人） 

◆平成 32 年の推計値 総人口 164,604 人（女性 83,958 人、男性 80,646 人） 

 

 

イ 出生率の低下、未婚率の上昇 

 

日本の出生率*（人口千人当たり出生数）は、1973(昭和 48)年(国 19.4 人・富山県 18.0 人・

高岡市 19.0 人)をピークに低下を続けています。富山県、高岡市とも全国平均を下回っており、

2005（平成 17）年の富山県の出生率は 8.1 人、高岡市 7.9 人（国 8.4 人）となっています。富

山県における男女の未婚率については、男性 27.4％、女性 18.1％（平成 17 年）であり、男性

については、昭和 50 年代から、女性は、昭和 60 年代から上昇が見られ、出生率の低下は、未

婚率の上昇によるものと考えられます。 

 また、未婚率の上昇は、進学率の伸びや男女の結婚観、ライフスタイルの変化等の影響が大

きいのではないかと推測されます。 

 

 

ウ 家族形態等の変化 

 

富山県における「家族と世帯等の状況」について、2000（平成 12）年と 2005（平成 17）年

とを比べると、一般世帯数は 13,869 世帯・3.9％増加しています｡一世帯当たり人員は 0.16 人

減少しており、小規模世帯が増える傾向にあります。また、65 歳以上の高齢親族のいる世帯数

は 8.4％増加する一方、富山県の特徴でもある三世代同居世帯は、減少傾向にあります。 

家族の形態が変化し、核家族化が進むと、家庭内での育児や介護等の力は弱まり、

意識の変化などもあって、社会や地域による支援等へのニーズがいっそう強まること

が予想されます。 

また、女性が結婚、出産、育児を経て仕事を続けようとするとき、家族や男性の充分な家

事負担が望めず、女性に負担がかかること、事業所等において、女性の結婚、出産等をマイ

ナス面でとらえられるなどの問題があります｡ 
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エ 在住外国人の増加 

 

高岡市の外国人登録者数は、2002(平成 14)年と 2006(平成 18)年を比較すると、約 25％増加

しています。 

平成 18 年 10 月 1 日現在 高岡市の人口 18 万 1,946 人（高岡市住民基本台帳）に占める外国

人登録者の割合は 1.7％となっています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成 17 年以前は、旧高岡市（各年 3月 31 日現在）と福岡町（各年 4 月 1日現在）の数値を合算したもの 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2 高岡市の外国人登録者数の推移】  

  平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 

 総 数 2,520 人 2,550 人 2,976 人 3,096 人 3,139 人

 ブラジル 1,577 人 1,614 人 1,799 人 1,965 人 1,984 人

 中 国 284 人 309 人 408 人 467 人 556 人

 フィリピン 321 人 299 人 421 人 319 人 250 人

 韓国・朝鮮 155 人 149 人 133 人 124 人 114 人

 パキスタン 9 人 13 人 23 人 35 人 48 人

 その他 174 人 166 人 192 人 186 人 187 人

    高岡市生活環境部市民課調べ（3月 31 日現在）

【図表 1 高岡市の推計人口】   (単位：人)

  
2005 年 

(平成 17 年) 

2010 年 

(平成 22 年) 

2015 年 

(平成 27 年) 

2020 年 

(平成 32 年) 

 総人口 182,356 (100.0%) 175,659 (100.0%) 170,774 (100.0%) 164,604 (100.0%)

年少人口 23,808 (13.1%) 22,484 (12.8%) 20,664 (12.1%) 19,091 (11.6%)

生産年齢人口 115,673 (63.4%) 109,260 (62.2%) 99,903 (58.5%) 94,813 (57.6%)

老年人口 42,875 (23.5%) 43,915 (25.0%) 50,207 (29.4%) 50,700 (30.8%)

世帯数 61,541 63,337 63,626 63,282 

 

 

 

 

 
1世帯当り人員 2.96 2.77 2.68 2.60 

資料：高岡市総合計画基本構想
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オ 働き方、職場での男女の状況 

 

・高い女性の労働力率 

 

富山県内の女性労働力率*は、2005(平成 17)年 52.6％（国 48.8％）で、全国第 5

位と高い状況です。高岡市の年齢別男女別労働力率を国と比較すると、とりわけ 30

歳代前半の結婚・出産・育児等に起因した離職による落ち込みが低く（Ｍ字の底が

浅い）、さらに 40～44 歳層から 45～49 歳層にかけての労働力率が、20～24 歳層よ

り高い傾向にあります。また、県内女性の家事専業者の割合（女性 15 歳以上人口に

占める割合）は、2005(平成 17)年で 25.2％と、国(29.6％)より低く、ここ 25 年間ほ

とんど変化していません。 

 

 

 

 

【図表 3 年齢別男女別労働力率】（高岡市・国） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

資料：平成 17 年国勢調査 
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・高い女性の就業率、共働き率 

 

富山県内の女性就業率*（15 歳以上人口に占める就業者の割合）は、2005(平成 17)

年、50.8％、高岡市は 50.4％で、1975(昭和 50)年頃から大きな変化はなく、全国平均(46.4％)

より高い状況です。 

また、2005(平成 17)年の県内女性就業者の有配偶者率は 67.8％ (国 59.3％)、共働

き率*は 56.8％ (国 45.2％)、平均勤続年数は 11.5 年 (国 8.7 年) と、いずれも国

より高い状況です。 

これらのことから、富山県では、男性はもとより女性も各年代を通して仕事を続

ける生活スタイルがうかがえます。 

また、県内女性全雇用者におけるパート、アルバイトの比率は、国に比べて低い

状況ですが、人数、比率とも増加傾向にあります。 

 

 

 

【図表 4 女性雇用形態別就業者数及び比率の推移】 （富山県・国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

富山県   単位：千人 

   平成 4年 9 年 14 年 

 女性雇用者 212 224 215 

 うちパート･アルバイト 53 64 70 

 構成比 25.0% 28.6% 32.6% 

 
 
 

    

国   単位：千人 

   平成 4年 9 年 14 年 

 女性雇用者 20,529 21,867 22,531 

 うちパート･アルバイト 6,871 8,254 9,337 

 構成比 33.5% 37.7% 41.4% 

  資料：総務省統計局「就業構造基本調査」 
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・差がある男女の所定内給与額 

 

平成 17 年の 10 人以上の常用労働者を雇用する民間事業所における労働者の所定

内給与額*をみると、国では男性を 100 とした場合、女性は 65.9 と低くなっていま

す。富山県の女性は 68.1 となっており、これは、富山県における女性労働者の平均

年齢が、41.4 歳(国 38.7 歳)、平均勤続年数 11.5 年(国 8.7 年)と高いため、給与差

が全国平均より小さくなっていると考えられます。また、男性労働者の平均年齢は、

41.7 歳(国 41.6 歳)、平均勤続年数 13.5 年(国 13.4 年)と、全国平均と比べて若干

高い状況です。 

 

 

【図表 5 男性を 100 とした場合の女性の所定内給与額の推移】（富山県・国） 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※常時雇用者が 10 人以上の民間事業所を対象    資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

 

 

・少ない女性管理職の割合 

 

企業規模 100 人以上の民間企業における管理職の女性割合は、1990 年代からやや

上昇していますが、男性に比べるとはるかに少数です。また、係長、課長、部長と、

職階が上がるにつれて割合は減少しています。 

 

【図表 6 役職別管理職に占める女性の割合の推移】 （国）     (単位：%) 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「労働力調査」  

                             厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

 管理職 部長職 課長職 係長職 

平成 7年 8.6 1.3 2.8 7.3 

平成 12 年 9.0 2.2 4.0 8.1 

平成 17 年 9.6 2.8 5.1 10.4 

68.1
65.9

66.8

63.2

68.268.4 67.6

65.4

64.6

67.666.8
65.3

66.5

65.5

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100

平成11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

富山県

国

（男性＝100）



第１章 基本的な考え方  
 

 

13

カ 配偶者等からの暴力(ドメスティック・バイオレンス)の相談件数等の増加 

 

ドメスティック・バイオレンス*（以下「ＤＶ*」といいます。）に関する相談件数は、

富山県女性相談センター、富山県民共生センター併せて、平成 12 年度は 488 件であ

ったのに対し、ＤＶ防止法*が全面施行された平成 14 年度には 1,000 件、平成 15

年度は 1,397 件、平成 16 年度は 2,431 件と著しく増加傾向にあります。増加の原因

としては、これまで夫婦間のプライベートな問題として潜在化していた被害が、Ｄ

Ｖ防止法の施行等により表面化したことが大きな要因ではないかと考えられます。

また、女性相談センターにおける一時保護*人数、保護命令*の発令件数とも、相談

件数と同様、増加傾向にあります。 

 

 

 

【図表 7 女性相談員が受け付けたＤＶに関する相談件数】（富山県・高岡市）      

（単位：件） 

 H12 年度 H13 年度 H14 年度 H15 年度 H16 年度 H17 年度 H18 年度 

県民共生センター 30 54 39 31 31 39 49

女性相談センター 458 749 961 1,366 2,400 1,454 2,264

計 488 803 1,000 1,397 2,431 1,493 2,313

高岡市男女平等推進センター 90 213 373

※女性相談センターの件数は、女性相談センター、富山市及び高岡市の各女性相談員が受付・処理した件数 

 

 

 

【図表 8-1 ＤＶ被害者の一時保護件数】 （富山県・国）  

                                                        (単位：人) 

 H12 年度 H13 年度 H14 年度 H15 年度 H16 年度 H17 年度 H18 年度

富山県 

（女性相談センター）
15 25 33 32 47 29 43

国 458 2,680 3,974 4,296 4,535 4,438 － 

 

 

 

【図表 8-2 保護命令の発令状況】 （富山県・国） 

                                   (単位：件) 

 H13 年度 H14 年度 H15 年度 H16 年度 H17 年度 H18 年度

富山県 *9 16 12 24 14 20

国 *289 1,282 1,498 1,874 2,149 2,180

*平成 13 年度は、6カ月間の件数 

資料：富山県 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」 

                  高岡市 ｢男女平等･共同参画推進状況等(年次報告)｣ 
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キ 児童、高齢者に対する虐待の増加 

 

児童虐待相談件数は、近年、急激に増加しています。 

富山県においても、平成 15 年度 116 件から平成 17 年度 251 件と約 2 倍になって

います。 

子どもや高齢者への虐待は、大きな社会的問題として周囲の人たちへの理解が進

んだこと等により、市の相談窓口に寄せられる児童虐待や高齢者虐待の相談件数（実

件数）についても、増加傾向にあります。相談件数は少数ですが、これ以外にも虐

待が行われているケースはかなり潜在しているものと推定されます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成 17 年度以降の数値は、児童福祉法の一部改正（平成 16 年 12 月施行）により、児童虐待に係る通告先に市

町村が拡大されたため、市の相談窓口に寄せられる相談件数が増加したもの。 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成 18 年度の数値は、高齢者虐待防止法の施行（平成 18 年 4月施行）により、高齢者虐待に係る市町村の相談、

指導及び助言が義務付けられたため、市の相談窓口に寄せられる相談件数が増加したもの。 
 
 

ク ひとり親世帯の増加 

 

高岡市におけるひとり親世帯数は増加傾向にあり、平成 13 年と 18 年を比較する

と 14.3％増加しています。 

父子世帯数については 27.9％増加しており、特に離婚を原因とした世帯が大幅に

増加しています。 

 

 

 

【図表 9 児童虐待相談件数】（富山県・国） 

  H12 年度 H13 年度 H14 年度 H15 年度 H16 年度 H17 年度 H18 年度

富山県 101 件 87 件 93 件 116 件 192 件 251 件 260 件 

国 17,725 件 23,274 件 23,738 件 26,569 件 33,408 件 34,451 件 37,343 件

   富山県厚生部児童青年家庭課調べ

【図表 10-2 高岡市の相談窓口によせられた高齢者虐待相談件数】 

平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 

2 件 2 件 7 件 6 件 21 件 

  高岡市福祉保健部高齢介護課調べ

【図表 10-1 高岡市の相談窓口によせられた児童虐待相談件数】 

平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 

4 件 2 件 15 件 19 件 

 高岡市福祉保健部児童育成課調べ 
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【図表 11 高岡市の原因別ひとり親世帯数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 市民等の意識調査結果 

 

 

ア 結婚観 

 

男性では、「結婚するのがあたりまえ」と考える人が男性全体のほぼ半数であるの

に対し、女性では約 3 割にとどまっています。「結婚するのがあたりまえ」と「しな

いよりした方がよい」という結婚に対する考え方については、男女とも高くなって

います。 

また、年代別にみると、若い世代ほど、「結婚するのがあたりまえ」と考える人が

減少する傾向にあります。（20 歳代 15.0％、30 歳代 21.6％、40 歳代 23.5％、50 歳

代 36.2％、60 歳代 55.0％、70 歳代 60.5％） 

 

【図表 12 結婚観】 （高岡市） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：高岡市男女平等・共同参画に関する意識・実態調査報告書（平成 17 年 3月実施） 

 

    単位：世帯、各年 4月 1日現在

 H13 年 H14 年 H15 年 H16 年 H17 年 H18 年 H19 年 

死  別 201 201 205 211 227 162 135 

(うち父子世帯） (31) (24) (31) (30) (35) (30) (29) 

離  婚 1,030 1,108 1,178 1,245 1,360 1,258 1,274 

(うち父子世帯） (97) (97) (109) (129) (139) (133) (133) 

未  婚 71 63 71 73 67 87 68 

(うち父子世帯) (1) (0) (0) (0) (0) (2) (0) 

そ の 他 23 20 20 18 16 7 25 

 計 1,325 1,392 1,474 1,547 1,670 1,514 1,502 

(うち父子世帯） (129) (121) (140) (159) (174) (165) (162) 

※数値は、児童扶養手当受給者及びひとり親医療受給者の数をもとに算出。 

   高岡市福祉保健部児童育成課調べ

39.1

32.1

48.2

33.2

38.2

27.6

13.8

16.4

10.0

10.2

9.5

11.1

0.8

0.6

0.8 0.3

0.6

0.0

2.4

2.5

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

女性

男性

結婚するのが
あたりまえ

しないより
した方がよい

してもしなくても
どちらでもよい

パートナーは
必要である

そ
の
他

無
回
答

独身の方がよい
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イ 男女の地位の平等感 

 

「男女は平等である」という意識は､｢学校教育の場｣や｢法律や制度上｣でやや浸透

していますが、｢社会通念・慣習｣等においては､まだまだ低い傾向にあります。 

 
 
 
【図表 13 男女の平等感の概況】 （高岡市） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 14 男性の方が女性より「非常に優遇されている」又は「どちらかといえば 

優遇されている」と感じている人の合計の割合】 （富山県・国） 

 

資料：富山県   「男女共同参画社会に関する意識調査報告書」（平成 16 年 12 月実施） 

             国（内閣府）「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成 16 年 11 月実施） 

 

 

 
社会通念 

・慣習 
政治の場 家庭生活 職場 

法律や 

制度上 

学校教育

の場 

富山県 74.0% 62.5% 63.1% 69.1% 40.7% 18.3%

国 74.7% 71.9% 49.3% 59.4% 46.1% 13.7%

22.4

27.6

13.9

13.1

12.3

10.3

3.4

48.8

40.0

49.6

42.9

40.5

29.3

19.3

10.8

8.9

8.9

18.6

16.5

20.9

29.6

29.3

48.9

2.6

5.8

4.5

5.2

4.4

10.1

5.1

7.9

4.3

10.8

15.0

23.2

19.5

8.8

10.5

6.5

11.6

9.9

10.2

13.0

13.9
1.0

1.5

1.7

0.7

1.2

0.3

1.0

1.3

0.3

0.6

11.1

10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社会通念・慣習

政治の場

家庭生活

職     場

自治会、町内会

法律や制度上

ＰＴＡ、保護者会

学校教育の場

男性が非常

に優遇

どちらかといえば

男性優遇

男女平等 どちらかとい

えば女性優遇

女性が非常

に優遇

わから

ない

無

回

答

資料：高岡市男女平等・共同参画に関する意識・実態調査報告書（平成 17 年 3月実施）
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ウ 仕事と家庭生活への関わり方に対する意識 

 

男性は「仕事を優先」、女性は「家庭生活を優先」とする意識が半数近くある一方、

「家庭と仕事を両立する」という意識は、男性・女性とも共通してあることがうか

がえます。 

 
 
【図表 15-1 仕事と家庭生活の望ましい在り方】 （高岡市） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：高岡市男女平等・共同参画に関する意識・実態調査報告書（平成 17 年 3月実施） 

 
 
 

【図表 15-2 実際の｢仕事と家庭生活の在り方｣ （高岡市） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：高岡市男女平等・共同参画に関する意識・実態調査報告書（平成 17 年 3月実施） 

 
 

【図表 16 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方に賛成・反対等の人

の割合】 （富山県・国） 

 性別 賛成・どちらかといえば賛成 反対・どちらかといえば反対 

女性 36.2% 48.1% 
富山県 

男性 
40.0% 

44.5% 
43.8% 

38.7% 

女性 41.2% 53.7% 
国 

男性 
45.2% 

49.7% 
48.9% 

43.3% 

資料： 富山県   「男女共同参画社会に関する意識調査報告書」（平成 16 年 12 月実施） 

            国（内閣府）「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成 16 年 11 月実施） 

46.8

1.8

18.2

21.0

2.9

44.5

32.1

32.6

男性について
望ましい姿

女性について
望ましい姿

仕事を中心
・優先

家庭と仕事
を両立

家庭生活を
中心・優先

無回答

29.3

4.4

43.4

13.4

18.0

29.2

7.0

32.7 20.4

2.3

男性

女性

仕事中心 仕事優先 両立 家庭生活

優先

家庭生活

中心
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エ 子育てと仕事の両立に対する意識 

 

子育ては､「女性中心で男性はできるだけ協力する」｢女性が優先する｣｢子どもが

３歳まで女性は子育て､その後両立する｣｢女性が専念する｣といった意識が､男女と

も大きく､「男女同じ時間関わる」意識は､女性にやや強い傾向があります。 

 

 

【図表 17 子育てと仕事の在り方】 （高岡市） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

資料：高岡市男女平等・共同参画に関する意識・実態調査報告書（平成 17 年 3 月実施） 

 

 

【図表 18 「男性も家事･育児をすべきである」という考え方に賛成・反対等の人の割合】 

（富山県） 

性別 賛成 
どちらかといえば

賛成 

どちらかといえば 

反対 
反対 

女性 40.7% 39.4% 5.5% 1.9% 

 

富山県 

男性 
29.9 

17.2% 
45.4%

52.6% 
9.3%

13.7% 
2.8% 

3.8% 

資料：富山県男女共同参画社会に関する意識調査報告書（平成 16 年 12 月実施） 

 
 

オ 家庭における役割分担の状況 

 

家事、育児、介護とも妻の分担が高く、次いで夫婦同等となっています。 

 

【図表 19 家庭における家事等の役割分担の状況】（富山県） 

 役割 妻 夫 夫婦同等

富山県 家事 78.6%  0.8% 8.8% 

 育児 62.8 1.1% 17.6% 

 介護 47.7% 1.3% 25.2% 

資料：富山県男女共同参画社会に関する意識調査報告書（平成 16 年 12 月実施） 

20.8

14.6

18.1

19.7

27.9

23.2

13.2

12.5

12.9

38.7

35.2

36.9

2.7

3.8

3.4

2.1

3.3

2.6

2.7

2.7

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

女性

全体

女性は子育てに
専念

子どもが３歳まで
女性は子育て、そ
の後両立

女性は子育て優先 男女同じ時間関わ
る

女性中心で、男性は
できるだけ協力

わ
か
ら

な
い

無
回
答
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カ ＤＶに関する状況 

 

市が実施した意識・実態調査では、女性の 35.9％、男性の 20.8％がＤＶ*被害の

経験があると答えています。 

 
 
 
 
  【図表 20 配偶者・パートナー等から何度もされた暴力行為（複数回答）】（高岡市） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

資料：高岡市男女平等・共同参画に関する意識・実態調査（平成 17 年 3月実施） 
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0.3

1.1
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3.8
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2.5
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3.4

3.8
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0.6

0.6

1.6
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2.0

2.1

2.1

2.6

2.7

3.3

3.4

8.4
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見たくもないのに

ポルノビデオやポルノ雑誌を見せる

刃物などを突きつけたり、

体を傷つけるおそれのある物で殴る

足でける

物を投げつける

殴る振りをしておどす

嫌がっているのに

性的な行為を強要する

平手で打つ

交友関係や電話を細かく監視する

ドアをけったり、壁に物を

ぶつけたりしておどす

「誰のおかげで生活できるんだ」

とか「甲斐性なし」とか言う

何を言っても長期間無視し続ける

大声で怒鳴る

全体

女性

男性
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キ 男女平等・共同参画推進のために必要な課題 

 

「女性を取り巻く様々な偏見・固定的な社会通念、慣習やしきたりを改めること」

が最も高く､「女性自身が経済力をつけたり、知識・技術を習得するなど、積極的に

力の向上を図ること」「女性の就業、社会参加を支援する施設やサービスの充実を図

ること」など女性の自立に関する項目も上位になっています。 

 
 
 
 

【図表 21 男女平等・共同参画推進のために必要だと思う課題等（複数回答）】（高岡市） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

資料：高岡市男女平等・共同参画に関する意識・実態調査報告書（平成 17 年 3月実施） 
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11.7

16.5

25.2

20.6

30.1

45.3 

5.0
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無回答
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その他

男女平等に関する講座などの啓発活動を充実

し、平等・共同参画意識の定着を図ること 

市や企業などの重要な役職に、一定割合で

女性を登用する制度を採用・充実すること

法律や制度の上での見直しを行い、男女差別

につながるものを改めること 

女性の就業、社会参加を支援する施設や

サービスの充実を図ること 

女性自身が経済力をつけたり、知識・技術を

習得する等、積極的に力の向上を図ること

女性を取り巻く様々な偏見、固定的な社会

通念、慣習やしきたりを改めること 

女性 

男性 

全体 
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ク 男女平等・共同参画社会実現のための施策 

 

「高齢者や病人のための施設や介護サービスの充実」が最も高く､次いで､「保育

施設や保育サービスの充実」｢学校教育や社会教育･生涯学習の場での男女の平等な

取扱いの周知徹底｣｢法律や制度の面での男女平等を目指した見直し｣等が上位を占

めています。 

 
 
 
 

【図表 22 男女共同参画社会実現のために推進すべき施策等（３つまで回答可）】（富山県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

資料：富山県男女共同参画社会に関する意識調査報告書（平成 16 年 12 月実施） 
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各国の女性との交流や情報提供などの
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７ 計画の体系表（基本目標・重点課題・施策の方向） 

 基本目標 重点課題  施策の方向 

(1) 市の施策・方針決定過程への共同参画の促進 

(2) 事業者の方針決定過程への共同参画の促進 
１ 

政策･方針決定過程への男女

平等・共同参画の推進 
(3)

地域活動組織等の方針決定過程への共同参画の促

進 

(1)
あらゆる場における男女平等・共同参画の視点・

気運の醸成や配慮 
２ 

固定的な性別役割分担意識等

による慣行等の解消 (2) 多様な選択を可能にする教育、学習等の充実 

(1) 市民の参画への支援 

Ⅰ 

男女があらゆる分

野に平等に参画で

きる機会の確保 

３ 

地域活動の場での協働や男女

平等・共同参画の推進 (2) 参画とまちづくりとの有機的な連携の促進 

(1) 子育て支援の整備・充実 

(2) ひとり親家庭等への自立支援の整備・充実 

４ 

仕事と育児・介護等とを両立

するための環境の整備 
(3) 高齢者、障害者への介護・自立支援の整備・充実

５ 

家庭・地域活動における男女

の相互協力の推進 

・ 男女の共同意識の促進 

(1) 地域における在住外国人との共生 

Ⅱ 

家庭生活や仕事、

地域活動等におけ

る平等な参画とそ

れらが両立できる

環境の整備 
６ 

国際化社会における理解と

交流 (2) 国際的な女性問題等への理解と国際交流等の推進

(1) 雇用の場における男女平等の視点の促進 ７ 

仕事の場における男女の共同

参画の推進 (2) 女性の能力開発・育成の促進 

(1) 学校教育等での人権尊重を進める学習の推進 

(2) 生涯学習での人権尊重を進める学習の推進 
８ 

人権尊重の意識の醸成 

(3) 人権擁護体制の推進 

(1)
配偶者等からの暴力(ドメスティック・バイオレン

ス)の防止 

Ⅲ 

男女が個人として

尊重され、能力が

発揮できる環境の

整備 

９ 

あらゆる暴力的行為や虐待の

根絶 (2) 子どもや高齢者等の虐待の防止 

(1) 健康管理・保持増進のための支援 

(2) 妊娠・出産等に関する健康支援 
Ⅳ 

男女の健康の確保 

10 

男女の生涯を通じた健康支援

(3) 健康をおびやかす問題についての対策の推進 

(1) 男女平等・共同参画の理解・促進 Ⅴ 

計画の総合的な 

推進 

11 

プランの有機的な推進 (2) 推進体制の充実・強化 

 



 
 
 

第２章 

 
 
 

 
基本目標、重点課題及び施策の方向 

 
 
 
 
 
 
 
                          

    基本目標Ⅰ 男女があらゆる分野に平等に参画できる機会の確保 
（重点課題１～３・現状と課題・施策の方向） 

 
    基本目標Ⅱ 家庭生活や仕事、地域活動等における平等な参画と 

それらが両立できる環境の整備 
（重点課題４～６・現状と課題・施策の方向） 

 
    基本目標Ⅲ 男女が個人として尊重され、能力が発揮できる環境の整備 

           （重点課題７～９・現状と課題・施策の方向） 
 

    基本目標Ⅳ 男女の健康の確保 
           （重点課題 10・現状と課題・施策の方向） 

 

    基本目標Ⅴ 計画の総合的な推進 

           （重点課題 11・現状と課題・施策の方向） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

*は､「プランの用語解説」を参照 



 

 

23

 

 

多様な意見や意思を反映するため、男女が性別による固定的な役割分担意識にしばら

れず、政策や方針等の決定の場に対等に参画し、十分に能力を発揮しあいながら活動し、

共に責任を担うしくみのあるまちをめざします。  
 これを実現していくために、平等を推進するしくみをつくり、いろいろな分野におい

て男女の平等や共同参画を阻んでいる制度・慣行等の見直しを進めていくこととします。 
 さらに、男女平等・共同参画*の視点や気運の醸成に努め、様々な分野への市民の参画

を促進するとともに、依然として残る性別による固定的な役割分担意識の払拭を図って

いきます。  
 
 

重点課題１  政策･方針決定過程への男女平等・共同参画の推進  
 
＜現状と課題＞ 
 
・市の各種審議会・委員会の共同参画 

 

これまで、各種審議会・委員会*における女性委員比率の目標を旧プラン(「高岡市男女平等推

進プラン（平成 13 年 3 月策定）及び福岡町ヒューマンプラン（平成 11 年 3 月策定）」以下同じ。)

に掲げるなどして、女性の登用に取り組んできました。また、委員の公募や市民からの意見募集

を行うとともに､会議資料や審議概要をホームページに公開し､市民が共同参画しやすい環境整備

に努めてきました。 

委員には、官公庁機関の一定の職務にある人を充てる委員（いわゆる充て職）や、農

業委員などの選挙による委員など、市が自ら選考することができない委員が含まれるこ

とがあります。平成 19 年 3 月 31 日現在の各種審議会・委員会の女性委員比率は 25.6％（いわゆ

る充て職者を除いた場合は29.8％）、平成19年4月1日現在の行政委員会*の女性委員比率18.0％ 

（選挙選出者を除いた場合は 34.6％）となっています｡ 

これらの現状を踏まえ、女性の比率を上げていくためには、委員の参画方法、委員会の運営方

法等の検討が必要です。 
 
・市役所等の共同参画 
 

これまで、市職員や市立小・中・特別支援学校教職員の管理・監督者への女性の登用等につい

ては、市の政策決定の場への共同参画として旧プランに掲げて進めてきました。(教職員の登用に

ついては県教育委員会の所管となっています。) 

女性参画等の割合を、平成 12 年度（旧高岡市）と平成 19 年度(新高岡市)を比較してみると、

市職員の副主幹以上は 7.4％増、市立小・中・特別支援学校長は 3.3％増、同教頭は 12.2％減と

なっています。 

 

◆高岡市の一般行政職職員（一般行政職職員とは、消防・水道・医療・技能労務職を除い

た職員）の登用状況（H19.4.1 現在）  

基本目標Ⅰ 男女があらゆる分野に平等に参画できる機会の確保 
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 ・副主幹（係長相当職）以上の職員  女性 22.4％、男性 77.6％  
（・高岡市の一般職職員の男女比   女性 48.3％、男性 51.7％） 

 
◆市立小・中・特別支援学校教職員の管理監督者（H19.4.1 現在）  

   ・校長 女性 37.5％、男性 62.5％ 

・教頭 女性 37.8％、男性 62.2％ 

 

これらの現状を踏まえ、市の政策・方針決定過程への共同参画のさらなる促進が課題です。 

 
・企業、個人事業所等の共同参画 

 
これまで、企業における女性管理職の登用や農林水産業・商工業等の個人事業所における女性

の経営への参画を旧プランに掲げ促進を図ってきました。 

しかし、民間事業所における女性管理職の割合は、まだまだ少ない状況です｡（12Ｐ図表６参照） 

また、個人事業所等においては、実質的に女性が経営を担っている場合であっても代表者が男

性になることや家族従業者としての女性の位置づけが曖昧なことなど、労働の公私の別が不透明

な部分もあると考えられます。 

これらのことから、企業における女性管理職の積極的登用が望まれるとともに、個人事業所に

おいても、慣習等にとらわれず、代表者としての位置づけも含め、男女が共同参画をすること

によって経営の向上をめざすことが重要です。 

 
・地域活動組織等の共同参画 
 
これまで、地域活動組織*への女性リーダー（会長等）については、参画拡大を旧プランに掲げ

て進めてきました。しかし、地域活動組織の中の自治会やＰＴＡにおいて、女性リーダーは、依

然として少ない状況にあります。 

 

◆高岡市内の自治会における女性会長の比率（H19.5 現在、市民協働課調べ） 

・自治会長          女性 1.8％（11/602 名）、男性 98.2％ 

・校下（地区）連合自治会長  女性  0％（ 0/ 36 名）、男性 100％ 

 

◆高岡市立小・中・特別支援学校における女性ＰＴＡ会長の比率（H19.4.1 現在） 

0％（0/40 名） 

 

◆高岡市における地域活動者等の比率（H19.4.1 現在） 

・福祉活動員（H18.5.1 現在）女性 73.6％、男性 26.4％ 

・高齢福祉推進員      女性 64.8％、男性 35.2％ 

・健康づくり推進員     女性 66.6％、男性 33.4％ 

・ヘルスボランティア    女性 99.6％、男性 0.4 ％ 

・生涯スポーツ指導員    女性 60.4％、男性 39.6％ 

・体育指導委員       女性 30.9％、男性 69.1％ 

・富山県男女共同参画推進員*  女性 54.7％、男性 45.3％ 

 

また、自治会、町内会の分野においては、男性が優遇されていると感じる人が多いという調査

結果があります｡（16Ｐ図表 13 参照） 
地域組織活動において、多様な意見等を反映するため、組織の構成員に、女性リーダーの登用

や男女の共同参画への拡大を図ることが望まれます。 
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＜施策の方向＞ 
 
(1) 市の施策・方針決定過程への共同参画の促進 
 
・ 市の審議会・委員会*等の女性委員比率については、目標値を設定し、公募制の活用

など、委員の選出方法、運営方法等を見直しながら課題解決に努め、女性の参画を促し

目標の達成を図ります。  
 
・ 行政委員会*の女性委員比率については、目標値を設定し、これを達成していく中で、

農業委員への女性の参画について、農業団体等に働きかけていきます。  
 
・ 審議会等の女性委員の参画状況についての調査を継続し、問題点等を明確にし、解決を図り

ながら、女性の参画度が低い審議会の解消に努めるなど、男女の共同参画を進めていきます。 
 

・ 人権擁護委員*等国・県の委員への推薦については、女性の参画に配慮していきます。  
 
・ 政策の立案、決定の場に男女が共同で参画することや、政治への参加の重要性、選挙

権行使の大切さについて、様々な機会をとらえ啓発していきます。  
 
・ 広く市民に計画案等を公表し、意見を募集するパブリック・コメント*の活用を図る

など、いろいろな形で政策決定に対する関心を広めていきます。  
 
・ より広く市民の参画を得るよう、いろいろな活動経験者等の情報を収集するとともに、

登録など参画の方法を検討し実施していきます。  
 
・ 市職員の登用については、個人の能力、意欲、適性等に十分配慮し、共同参画を進め

る市民のモデルとして男女平等に行っていきます。  
 
・ 市立小・中・特別支援学校の管理監督にかかる教職員については、性別によることな

く、学校の管理・運営について見識と指導、統率力を有する人の登用を図るよう努めて

いきます。  
 
(2) 事業者の方針決定過程への共同参画の促進 
 
・ 市は、国・県・関係機関等と連携して、セミナーや情報誌など、事業者に対し様々な

機会をとらえ、ポジティブ・アクション*等適切な情報の提供に努めます｡ 
 また、事業活動において女性の意見や意思を反映することの重要性・必要性並びに女性の管

理職登用等について事業者に対し働きかける等の普及・啓発に努めます｡ 
 
・ 国の農山漁村男女共同参画推進指針や県等の方針並びに県内における農協個人正組合

員への女性の加入促進や女性の経営参画の動きが進み始めてきていることを踏まえ、

参画促進のための取組を更に働きかけていきます。  
 
・ 自営の農林水産業・商工業者における女性の経営への参画については、関係団体等を

通して理解が得られるよう努めていきます。  
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(3) 地域活動組織等の方針決定過程への共同参画の促進 
 
・ 市は、自治会やＰＴＡ  、農林水産業、商工業、福祉、教育等の各団体が、活動への

男女平等・共同参画*や女性の役員への参画が、積極的、主体的に進むよう、ポジティ

ブ・アクション*等実効ある方策について適切な情報を提供するなど、積極的に支援し

ます。  
 
・ 女性の意見を施策に、より反映させていくためには、いろいろな方針決定の場へ女性

の参画を進めるとともに、女性のより積極的な姿勢も重要と考えられます｡ 
 女性自身や男性も意識を変えていくことが重要であり、市は、講座や情報誌でこの

ことを啓発していきます。  
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重点課題２  固定的な性別役割分担意識等による慣行等の解消 
 
＜現状と課題＞ 
  

・性別による役割分担意識の払拭と男女平等・共同参画の学習等の充実 

 
これまで、性別による役割分担意識*の払拭、制度・慣行等の見直しにつながる講座の開催や情

報誌の発行等に取り組んできました。 

いろいろな機会に、生涯学習や男女平等・共同参画*等の視点に立った講座・講演会を行うとと

もに、男女平等教育については、個に応じた進路指導や学習指導、生徒指導など学校教育全体を

通して推進してきています｡ 

保育所、幼稚園等の幼児教育や介護・看護等の従事者については、女性が多いなどの偏りが見

られます。 

◆男性職員数(H18.3.31 現在)  

  保育士 ７人（私立５人・市立２人）、市栄養士１人、市看護師 11 人、 市介護士 １人 

 
市の広報やいろいろな刊行物等においては、性別による固定的な役割分担意識を助長する表現

等がないよう、十分留意をしてきています。 

また、条例に基づき、職場や学校、団体などでの性差別や人権侵害、市の男女平等・共同参画

の推進施策等への苦情等の申出を公平・中立的な立場で処理する第三者処理機関として、「高岡市

男女平等問題処理委員会*」を設置しています。 

 市の男女平等・共同参画に関する意識・実態調査（平成 17 年 3 月実施）等においては、男性

は「仕事を優先」、女性は「家庭生活を優先」とする意識が半数近くある一方、「家庭と

仕事を両立する」という意識は、男性・女性ともあることがうかがえます。（17Ｐ図表 15-1、

16 参照） 

あらゆる場への参画機会が公平に開かれ、男女が、固定観念にしばられることなく、個人とし

て尊重され、自らの人生を主体的に選択して互いに支え合って、社会を築いていけるようにして

いくことが重要です。 
 
 
＜施策の方向＞ 
 
(1) あらゆる場における男女平等・共同参画の視点・気運の醸成や配慮 
 
・ 福祉や保健、スポーツ・文化活動等を地域で行うボランティアグループ、市民活動団

体等について、活動内容や担い手を性による固定的な見方でとらえていないか検討し、

男女で担うようにしていきます。  
 
・ 福祉、健康、消費生活等は女性向きといった考え方や、会長は男性で働き手は女性と

いった考え方など、地域活動の中に残る固定的な性別による役割分担意識について、

活動に関わる様々な機会を通して解決を図っていきます。  
 
・ 職場、家庭、地域等様々な場における、性別による偏りにつながると考えられる慣行

等について、見直しが図られるよう努めます。  
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・ 国における制度等の検討や施策の男女平等・共同参画社会*の形成に及ぼす影響調査

等の動きを踏まえるとともに、事業や制度等において、男女に平等に作用していない

（実質的に共同参画を妨げている）課題等を明らかにし、その解消に努めます｡ 
 
・ 性別による固定的な役割分担意識*を払拭していくために、講座や生涯学習等、様々

な機会をとらえて啓発を行い、意識改革を働きかけ、あらゆる分野での共同参画を進

めていきます。  
 
・ 国の税制や社会保障制度等の見直しの動きを見据え、講座やセミナー等に反映させる

とともに、様々な機会を通して、未だに残る男女の性別による役割分担意識の解消を

図っていきます。  
 
・ 政策・方針決定過程への参画に資するよう、現代的課題も含めた幅広い内容、テーマ

を盛り込み、役割分担意識にとらわれない視点等について認識を深める学習機会を提

供していきます。  
 
・ 市職員や市民が、人権や性別による固定的な役割分担意識等に敏感な視点を持つよう

情報誌等で啓発していきます。  
 
・ 全市職員が、性別による役割分担の意識にとらわれずに業務を遂行するよう、各階層

での研修等を行っていきます。  
 
・ 市など公的機関は、発行する印刷物やインターネットなど様々な媒体による情報等を

発信する上で、男女の人権の尊重に十分配慮するとともに、市民など受け手に対し固

定的な性別による役割分担意識を助長する表現のないよう、さらに周知、徹底させて

いきます。  
 また関係団体や市民にも啓発していきます。  

 
・ 市民及び事業者等からの男女平等・共同参画に係る施策の苦情等の申出に対応し処理

する「男女平等問題処理委員会*」を設置・運営することにより、男女平等・共同参画

の公平な推進体制を確保します。  
 
(2) 多様な選択を可能にする教育、学習等の充実  
 
・ 幼児及び小・中学校教育において､固定的な性別役割分担の意識によらない職業観と

主体的に多様な選択ができる能力を身に付けることができるよう、育成・指導に努め

ます。  
 
・ 学校教育において、自立や男女共同参画の意識を形成する教育等を様々な形で取り組

んでいきます。  
 
・ 教職員について、男女共同参画の理念や意識を高めるための研修を充実していきます。 
 
・ 乳幼児期から、男女共同参画の意識を育てるため、保育士等職員の研修を充実してい

きます。  
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・ 社会教育等に携わる人たちについて、様々な機会をとらえて、男女共同参画について

の学習機会を提供していきます。  
 
・ 就業体験を通して性別にとらわれない職業観を養う等のために、インターンシップ*
の普及を図るとともに、市においても多様な就業体験の場の一つとして、大学生等を

積極的に受け入れていきます。  
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重点課題３  地域活動の場での協働や男女平等・共同参画の推進 
 
＜現状と課題＞ 
 
・市民のまちづくりへの参画と男女平等・共同参画の推進 

 

これまで、地域活動、ボランティア活動などの推進を旧プランに掲げ、多様な市民活動への理

解を深め、市民のまちづくりへの参画を促すため、講座やフォーラム等の開催、市民活動団体へ

の支援に努めてきました。さらに、市民と行政がこれまで以上に連携を深めながら市民参画によ

るまちづくりに取り組む指針として「市民と行政の協働のルール*」を策定しました。 
また、生涯学習センター､男女平等推進センターを設置し、市民自らの企画立案能力や男女共同

参画意識を高めるための活動拠点の基盤整備等を行ってきました。 
近年、地域が安全で快適な生活環境を維持するため、市民が地域に関わり、地域のニーズに対

応した活動を展開していくことが求められています。 
また、様々な人たちの多様な意見や意思が、男女平等・共同参画*の推進やまちづくりに反映さ

れるために、男女が一緒になって、防災や環境保全、観光などあらゆる分野の地域活動の場へ参

画することが重要であり、特に、女性の視点や知識・経験などをより広く生かしていくことが大

切です。 
これらのことから、男女平等・共同参画の意識や市民のまちづくりへの参画について､講座や研

修会､フォーラム等による啓発を行うとともに､市民及び事業者等と行政が協働して、地域活動の

場での男女平等・共同参画をこれまで以上に進めていくことが重要です。 
 
 
＜施策の方向＞ 
 
(1) 市民の参画への支援 
 
・ 女性団体・グループなどの男女共同参画をめざす学習活動を支援し、リーダーの養成

を図るなど女性の社会参画の促進に努めます。  
 
・ 市民協働のまちづくりを推進する市民活動団体等の自立・連携と組織化に関する相談

や情報提供等を行い支援していきます。  
 
(2) 参画とまちづくりとの有機的な連携の促進 
 
・ 市は、県男女共同参画推進員（経験者も含む）や関係する団体等と、地域でのいろい

ろな男女平等・共同参画を阻む問題等について情報交換を行うなど、市民との緊密な

連携体制を作っていくことにします。  
 
・ 防災、災害復興、地域おこし、まちづくり、観光、環境保全等の分野に、女性や新た

な市民の参画を得るため、行政課題等も取り入れた講座や活動等を実施します。  
 
・ ボランティアグループ、市民活動団体、ＮＰＯ*法人及び事業者等が、協働してまち

づくりを行うため、情報の共有化とネットワークづくりに努めます。  
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女性も男性も、大人も子どもも高齢者も、障害を持つ人も持たない人も、外国籍の人も、だれ

もが、自分らしく参画し、個性と能力を十分に発揮し、共に責任を担いつつ、家庭生活

や仕事、地域活動等が両立できるまちをめざします。  
仕事と家庭生活、地域活動等との両立は、それぞれの分野の男女の共同参画の上に成り立

ち、その実現は、各分野で同時に進めてこそ可能となります。 
現状では、家庭生活や地域活動においては男性に、仕事の場においては女性に多くの課題が

あります｡それらを解消していくために制度・慣行の見直しをはじめとする各分野における男

女の共同参画へのしくみを整備し、環境を整えていくことが必要です。 
また、年齢や障害の有無等にかかわらず、安全・安心して暮らすことができ、一人ひとりが

個性を生かし、快適に社会活動に参加できる社会の実現をめざし、ノーマライゼーション*の

理念の一層の定着・推進を図っていきます。 

 
 

重点課題４ 仕事と育児・介護等とを両立するための環境の整備 
 
＜現状と課題＞ 
 
・男女が安心して子育てと仕事等ができる環境の整備 

 
これまで、延長保育､休日保育､一時的保育等の保育サービスの拡充を図るとともに､子育て支

援センター､ファミリー・サポート・センター*の設置や子育てサロン､放課後児童育成クラブ

（学童保育）*の整備、母子自立支援員*による一人親家庭に対する相談等に取り組んできまし

た。 
しかし、女性が、結婚、出産、育児を経て仕事を続けようとするとき、男性の充分な家事負

担が望めず、女性に負担がかかる上に、事業所においては、女性の結婚、出産等をマイナス面

でとらえることもあるなど、仕事と家庭生活が両立しにくい現状があります。 
また、市の男女平等・共同参画に関する意識・実態調査（平成 17 年 3 月実施）等においては、

子育てを女性中心と考える意識が男女ともにあります｡（18Ｐ図表 17、18、19 参照） 
市では、「高岡市次世代育成支援行動計画*(計画期間:平成 17～26 年度)」を策定し、家族､学校

のみならず各関係機関や地域の人々の理解と協働を得て､子育てを社会全体で支えていく子育て

環境づくりめざしていきます。 
また、市は、「高岡市職員子育て支援プログラム*(計画期間:平成 17～21 年度)」を策定し、職

員が仕事と両立して子育てを行うことができるよう、達成目標を定めて、職場全体で子育て支援

に取り組み、子育て中の職員だけでなく、すべての職員にとって働きやすい職場となるよう努め

ています。 
仕事、家庭生活、地域活動に男女がともに参画していくことの重要性を認識し、上記の計画

に基づき、子育てに伴う負担感を社会全体で緩和していく環境を整備していくとともに、長時間

労働の是正など仕事中心の働き方を見直して、男女が共に仕事と家庭生活等を両立できる社会

づくりが求められています。 
 

基本目標Ⅱ 家庭生活や仕事、地域活動等における平等な参画と 

それらが両立できる環境の整備 



第２章 基本目標、重点課題及び施策の方向 基本目標Ⅱ  
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・男女が安心して介護と仕事等ができる環境、高齢期を安心して暮らせる条件の整備 
 
これまで、老人保健施設等の施設建設を始め､介護予防・生活支援事業を実施し、介護休業に

関するセミナーの開催や介護相談窓口の設置等､介護を支える体制の整備を図ってきました。 

また、高齢福祉推進員の配置により、ひとり暮らし高齢者の不安解消を行うほか､在宅介護家

族支援サービス、生活支援サービスの実施により、介護者の負担感の解消、虚弱高齢者の自立に

努めるなど安心して暮らせる条件の整備に取り組んできました。 

一方、本市においても少子高齢化や核家族化等の進展が見られます。(９Ｐ図表１参照) 

市では、｢高岡市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画(計画期間:平成 18 年度～20 年度)｣を
策定し､行政・市民・事業者が連携を密にするとともに､地域の人々がお互いに協力し､支え合い

ながら高齢者が生きがいを持って安心して暮らせるまちづくりをめざしています。 
上記の計画に基づき、高齢期の男女の社会参加の機会を提供するとともに、要介護・要援護高

齢者への支援や介護保険制度の着実な運用、介護予防など介護体制の充実を図ることが求められ

ています｡ 
 

・ノーマライゼーションの定着・推進 
 
市では、「高岡市福祉のまちづくり条例*」に基づき、障害のある人もない人も共に生活し活動

できるノーマライゼーション*の理念のもとに、福祉施策を推進してきています。 
子どもも高齢者も障害のある人も外国籍の人も、すべての人が人権を尊重され、社会活動に参

画して、自信と誇りと喜びを持って生活を送ることができる社会の実現に向け努めていくことが

必要です。 
 
 
＜施策の方向＞ 
 
(1)  子育て支援の整備・充実 

 
・ 夜間保育、一時的保育等の保育サービスや放課後児童育成クラブ（学童保育）*、子育て相

談など子育て支援体制について、内容の充実を図りながら、病後児保育*や病児保育*の方法

等について検討していきます。 
 
・ ファミリー・サポート・センター*の運営など、多様化する子育てニーズに対応したサービ

スの提供に取り組んでいきます。 
 
・ 子育てに悩む親のために、親子交流の場の提供や、相談事業の推進を図ります。 
 
・ 子育てへの支援施策を総合的に推進する体制の整備を図ります。 
 
・ 小・中学生の健やかな成長をサポートする地域の活動を支援し充実を図ります。 
 
・ 小・中学生等青少年が抱える悩みや生活上の諸問題について対応する「少年なんでも相談

所」等の相談事業の充実を図るとともに、「高岡市青少年相談機関連絡会」を設置し、県等

の相談機関との連携体制を整備します。 
 
・ 市職員の子育てと仕事の両立を支援するため、育児休業取得及び年次有給休暇取得の促進、

超過勤務の縮減について数値目標を定め、子育て環境の整備に努めるとともに、短時間勤務



第２章 基本目標、重点課題及び施策の方向 基本目標Ⅱ  
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制度等についても検討していきます。 
・ 国・県・関係機関等と連携しながら、育児・介護休業法*等に定められている育児休業制度

や育児のための勤務時間短縮の措置等、子育て支援策の普及に努めます｡ 
 また、男性の利用が進まない課題を検討して、男性も利用しやすい職場の環境づくりを、

事業者等に対して働きかけていきます。 
 
・ 国・県・関係機関等と連携しながら、男性の家庭生活への参画や男女が共に地域活動等に

関わる時間の確保のために、長時間労働の解消を事業者等に働きかけていきます。 
 
(2)  ひとり親家庭等への自立支援の整備・充実 
 
・ ひとり親家庭への経済的支援、就労支援の充実を図ります。 
 
・ 母子家庭、父子家庭の抱える問題に対処していくために、相談体制の充実を図ります｡ 
 
(3)  高齢者、障害者への介護・自立支援の整備・充実 
 
・ 介護需要の動向を見極め、介護保険の充実に努めます。 
 
・ 高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、高齢者同士の訪問等、地域の人達で

支えあう体制づくりを進めます。 
 
・ 高齢者の住環境の整備や就業機会の確保のほか、介護サービスや日常生活に関する支援等

の公的サービスの充実を図ります。 
 
・ 高齢者が培った豊かな経験と知識・技能を、家庭、地域、社会等の分野に活かし、高齢者

の生きがいの創出、社会参画を促進する施策を進めます。 
 
・ 「高岡市福祉のまちづくり条例*」に基づき、生活・都市施設のバリアフリー化*等の推進

に努めます｡ 
 また、条例の基本理念であるノーマライゼーション*の実現をめざして、障害者や高齢者

の自立と社会参加を進める事業や在宅福祉施策等の充実を図るなど様々な福祉施策を総合的

に推進していきます。 
 
・ 事業者等に対し、国・県・関係機関等と連携しながら、育児・介護休業法等に定められて

いる介護休業制度や介護のための勤務時間短縮の措置等支援策の充実とともに、これらの諸

制度を利用しやすい職場の環境づくりを働きかけていきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第２章 基本目標、重点課題及び施策の方向 基本目標Ⅱ  
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重点課題５ 家庭・地域活動における男女の相互協力の推進 
 
＜現状と課題＞ 
 
・男女で担う家庭生活の推進や地域活動・ボランティア活動の推進 
 

これまで、男女で担う家庭生活の推進を旧プランに掲げ、男性を対象とした育児講座や介護

家族健康教室等に取り組んできました。 
なお、本市の女性の就業率は、全国平均より高い状況にあります。(10Ｐオ参照) 
また、「男女は平等である」という意識は､｢家庭生活｣においてまだまだ低い傾向にあ

ります。（16Ｐ～18Ｐ図表 13、14、15-1、15-2、17、18、19 参照） 
家事、育児、介護等については、男女のどちらか一方が性別による固定的な役割を担うので

はなく、家族みんなで分担しながら支え合う家庭のあり方が求められています。 
これらのことから、家庭生活や地域活動へ参画する選択肢が、男女ともに同じように確保され

支援されることが大切です。 
 

 

＜施策の方向＞ 
 

・男女の共同意識の促進 

 

・ 育児や介護は家族や地域、社会で担うという意識の一層の浸透を図ります。 
 
・ 家庭生活に関する講座の開催など、男性の育児、介護、家事への参加を促す機会の充実に

努めます。 
 
・ 定年後の新たな生き方を、固定的な性別による役割分担意識*にとらわれず、男女が自主的

に、家庭生活や地域活動等に共に関わり、責任も共に担う男女共同参画の視点で考えていく

ことの重要性を啓発していきます。 
 
・ 様々な地域活動、ボランティア活動等に関する学習機会や情報の提供等を通して、活動に

対する理解と参加意識の高揚を図ります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第２章 基本目標、重点課題及び施策の方向 基本目標Ⅱ  
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重点課題６ 国際化社会における理解と交流 
 
＜現状と課題＞ 
 
・地域における在住外国人との共生、国際的な女性問題等への理解 
 

これまで、地域における在住外国人との共生及び国際的な女性問題等への理解と協力を旧プ

ランに掲げ、小・中学校での外国人講師による英語指導を行い､英語コミュニケーション能力

の向上を図るとともに英語以外の外国語による相談業務の実施など、国際理解教育の推進に取

り組んできました。 
なお、高岡市では在住外国人が増加しており、国際化社会における理解と協調が進められて

います。(９Ｐ図表２参照) 
国際交流の更なる推進と国際理解を深め､在住外国人にとっても快適で安心して暮らせる地

域社会の実現に向けた取組が必要です｡ 
また、国内の女性問題と国際社会の女性問題は密接に関連し、共通の基盤を有しており、国

際的に繰り広げられる開発、経済活動等が及ぼす地球環境への影響や、世界各国の女性の置か

れている状況について、男女平等・開発・平和の視点を持って理解を深めていくことが大切で

す。 

 

 

＜施策の方向＞ 

 

(1)  地域における在住外国人との共生 

 
・ 在住外国人との相互理解を深める施策の一層の推進を図ります。 
 
・ 地域における在住外国人との交流等共生に向けての取組を支援していきます。 
 
・ 在住外国人を支援しているグループ等とのネットワーク化を図ります。 
 
(2)  国際的な女性問題等への理解と国際交流等の推進 
 
・ 国際的な女性問題について、「男女平等・開発・平和」の視点を持って、理解を深める機会

の充実を図るとともに、様々な課題の解決をめざす国際的な活動に協力していきます。 
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家庭、職場、地域などあらゆる場において人権の軽視・侵害や、性別による差別がなく、人

権が尊重され、男女が対等にいきいきと豊かに生活できるまちをめざします。 
これを実現していくために、仕事の場等において男女の区別なく、均等な機会の下で活躍

できるような環境整備に努めるとともに、セクシュアル・ハラスメント* やＤＶ*など女性

等に対する暴力や人権侵害防止の取組に合わせ、社会的な意識形成等を図っていくこととしま

す。 
 
 
重点課題７  仕事の場における男女の共同参画の推進 
 
＜現状と課題＞ 
 
・雇用の場における男女平等・共同参画の推進 

 
これまで、雇用の場における男女平等推進を旧プランに掲げ、国・県・関係機関等と連携

し、雇用関連セミナーの開催や労働相談等に取り組んできました。 

中心市街地の活性化や農産物等の特産品の開発研究・販売等に、女性の参画も進んできていま

す。 
市職員研修においては、専門・実務研修に女性職員の積極的な参加を促し、政策形成能力の開

発・向上に努めるとともに、性別にとらわれず､個人の能力や意欲等に配慮した職務分担を進めて

きています。 

 民間事業所では、男女の所定内給与額に隔たりが見られるとともに、女性管理職の割合もまだ

まだ少ない状況です。（12Ｐ図表５、６参照） 

また、「男女は平等である」という意識は､｢職場｣においてまだまだ低い傾向にありま

す。（16Ｐ図表 13、14 参照） 
国においては、男女雇用機会均等法を改正し、性別による差別禁止の範囲の拡大や妊娠・出産

等を理由とする不利益取扱いの禁止、母性健康管理措置等の法整備が図られてきました。 
性別による不合理な格差の是正や労働諸問題の相談体制の充実が求められています｡ 

また、農林水産業や商工業等自営業における女性の労働条件や処遇の適正化、女性の経営能力

の育成や経営への共同参画の促進等に努める必要があります。 
さらに、女性の活力を社会において活かすために、育児や介護等で離職した人が再度働くため

の再就職支援や起業支援をはじめ、性別にとらわれない職域の拡大や能力開発・人材育成の機会

の平等な提供等、誰もが意欲と能力を発揮して様々な分野にチャレンジすることができるよう支

援することが重要です。 
 

 

 

 

 

 

 

基本目標Ⅲ 男女が個人として尊重され、能力が発揮できる環境の整備 



第２章 基本目標、重点課題及び施策の方向 基本目標Ⅲ  
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＜施策の方向＞ 
 

(1)  雇用の場における男女平等の視点の促進 

 
・ 採用・配置・昇進・退職、教育等の男女の均等な機会及び待遇の確保のために、国・県・関

係機関等と連携しながら、事業者等に対し、労働基準法、男女雇用機会均等法等の周知に努

めるとともに、男女平等・共同参画*の推進に向け指導・啓発していきます。 
 
・ 給与額や昇進等にみられる男女差の要因を探り、解消するための積極的な取組 (ポジティ

ブ・アクション*等)を事業者等に働きかけていきます。 
 
・ 国・県・関係機関等と連携しながら、事業者等に対し、パートタイム労働法*や同法に基づ

く指針等の周知を図り、正規雇用者との均衡を働きかけるとともに、パートタイム労働者が

抱える問題について相談業務の充実を図ります｡ 
 
・ 自営農業において、働く女性の位置づけを明確にするために、家族経営協定*の締結を働き

かけていきます。 
 
・ 経営者団体や商店街振興組合等において、女性の参画促進への取組を働きかけていきます。 
 
・ 農林水産業・商工業等自営業者において、労働に対する適正な評価を確立するため、家族従

業者としての位置づけを明確にしていくことや家計と経営との分離等の必要性について、関

係団体等を通して理解が得られるよう努めていきます。 
 
・ 幼児保育や介護・看護等の職場への男性の参入を図ります。 
 
(2)  女性の能力開発・育成の促進 

 

・ 国・県・関係機関等と連携しながら、男女の職域拡大や結婚・出産・育児・介護等でいった

ん仕事を中断した女性の再チャレンジ*（再就職）のために、職務能力の向上、就職に関する

情報提供の機会の充実を図ります。 
 
・ 講座等、起業に関する学習機会を国・県・関係機関等とも連携しながら提供していきます。 
 
・ 起業の機会が男女に均等になるよう、相談、情報提供等の支援を図っていきます。 
 
・ 女性農業者の育成や農産特産品・農産加工品開発事業への女性の参加促進のための能力開発

を一層進めるとともに、起業等を支援していきます。 
 
・ 市職員の研修等能力開発や職務分担は、性別にとらわれず個人の能力、意欲、適性等に基づ

き男女均等に行い、活用を図っていきます。 
 
・ 国・県・関係機関等と連携して、事業者等に対し様々な機会をとらえて、女性の能力活用に

ついて、ポジティブ・アクション等適切な情報を提供するなど、啓発に努めます。 
 
・ 講座やセミナー等の開催にあたっては、子育て中の市民等が参加できるよう､託児機能付の

配慮に努めます。 
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重点課題８ 人権尊重の意識の醸成 
 
＜現状と課題＞ 
 
・人権尊重教育・学習の推進等と人権擁護体制づくり 

 
これまで、研修会や講座を開催し、人権尊重の普及・啓発に取り組んできました。 
また、人権に係わる問題等について、市民生活相談の他、男女平等推進センター相談室を設置

して女性相談員による相談、弁護士による法律相談等や人権擁護委員*、行政相談委員*による相

談を実施してきています。 
さらに、市民、事業者等からの男女平等を阻害する人権問題の苦情等の申出に対し「男女平等

問題処理委員会*」を設置し、 公正・中立的な立場で、迅速な処理を行うための体制の確立を図

ってきました。 
男女がお互いに思いやりを持ち､助け合いながら､個性と能力を発揮していく男女平等・共同参

画社会*の実現には､人権尊重を基盤とした男女平等教育を進めることが求められています。 
幼少期から成長段階に応じて、家庭、地域、保育所・幼稚園、学校、生涯学習の場などで、人

権尊重の意識の醸成に努めるとともに､苦情や相談等に適切に対応できる体制の確立が必要です。 

 

 

＜施策の方向＞ 

 

(1)  学校教育等での人権尊重を進める学習の推進 

 

・ 障害者や高齢者等に対する正しい理解を深めるなど、人権の尊重に根ざした福祉教育の充実

を図ります。 
 
・ 学校教育において、人権尊重を進める学習を様々な形で取り組んでいきます。 
 
・ 教職員に対して、人権尊重の理念や意識を高めるための研修を実施していきます。 
 
・ 保育士等職員に対して、乳幼児期からの人権尊重意識を育てるための研修を実施していきま

す。 
 

(2)  生涯学習での人権尊重を進める学習の推進 
 
・ 研修会等においては、幅広い内容、テーマを盛り込み、人権尊重について認識を深める学習

機会を提供していきます。 
 
・ 女性の権利に関係の深い法令、条約等について、わかりやすく市民に周知を図り、理解を深

めていきます。 
 
・ マス・メディア等の情報を的確に読み取る力を養うための講座等を充実し、女性問題等につ

いて主体的に情報を発信する力の向上に努めます。 
 
・ 社会教育等に携わる人たちについて、様々な機会をとらえて、人権尊重についての学習機会

を提供していきます。 
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(3)  人権擁護体制の推進 
 
・ 人権に係る相談への対応と処理等について、人権擁護委員*や関係機関等も含めた行政にお

ける連携体制の充実を図ります。 
 
・ 人権を侵害された場合の相談窓口、機関等の情報を適切に市民に提供するよう努めます。 
 
・ 人権等に係る苦情等の申出を処理する男女平等問題処理委員会*の機能の充実に努めます。 
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重点課題９ あらゆる暴力的行為や虐待の根絶 
 
＜現状と課題＞ 
 
・配偶者等からの暴力(ドメスティック・バイオレンス) と子ども・高齢者に対する虐待等の

対応と防止 

 
これまで、女性に対する暴力、セクシュアル・ハラスメント*、児童虐待の対応や防止について

旧プランに掲げるとともに、男女平等推進センターに相談室を設け、ＤＶ*やセクシュアル・ハラ

スメントの相談体制の充実と関係機関との連携の強化に取り組んできました。 
また、「高岡市次世代育成支援行動計画*」においては児童虐待防止を、｢高岡市高齢者保健福祉

計画・介護保険事業計画*｣においては、高齢者の虐待防止を掲げ、取組を進めています。 
しかし、近年、児童や高齢者に対する虐待、ＤＶに関する相談件数は、著しく増加しています。

（14Ｐ図表９、10-1、10-2）(13Ｐ図表７、８-1、８-2 参照） 
ＤＶや児童、高齢者に対する虐待は、犯罪となる重大な人権侵害ですが、家族間、家庭内の問

題として潜在化されたり、個人的問題として矮小化されることもあり、社会の認識がまだ十分と

は言えません。 

セクシュアル・ハラスメントは、職場での雇用関係等が背景にあることが多く、表面化しにく

い性格を持っています。 

これらの暴力的行為を社会全体の問題として、容認せず、人権の軽視、侵害であるという認識を

持って防止し、根絶していくことが必要です。 

 
 
＜施策の方向＞ 
 
(1)  配偶者等からの暴力(ドメスティック・バイオレンス) の防止 
 
・ 市役所内においては、配偶者等からの暴力*について関係する部署の連携を強化するなど、

相談体制の充実を図ります。  
 
・ 配偶者等からの暴力を扱う関係機関、相談窓口等においては、情報を適切に市民に提供する

とともに、市民が利用しやすい環境を整えていきます。 
 
・ 配偶者等からの暴力への対策については、国の動向に注視するとともに、潜在化している問

題の実態（問題点、当事者の状況、ニーズ等）を把握し、加害者となった男性への対応も含

めた様々な視点から関係機関と連携し、対応策を検討します。  
 
・ 配偶者等に対するあらゆる暴力は、人権の軽視、侵害であるとの認識を皆がもつよう、情報

誌や講座等様々な機会をとおして啓発していきます。 
 
・ 高校生等を対象に、DV に関する知識の普及・啓発に努めます。 
 

・ 相談窓口機能の充実のため、国、県等の関係機関と連携を密にして情報交換を行うとともに、

研修等により相談員の資質向上に努めます。 
 
・ 事業者等に対し、セクシュアル・ハラスメント*は人権の侵害であり、労働の場では、労働
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権の侵害になることを周知し、その防止体制の整備を国・県・関係機関等と連携しながら働

きかけていきます。 
 
・ 地域等雇用以外の場でのセクシュアル・ハラスメント*についても、防止に向けて啓発を行

っていきます。  
 
・ 市では、職員研修を通じてセクシュアル・ハラスメントの防止徹底を図るとともに、関係機

関と連携を図りながら、相談しやすい環境づくりと、相談に対して適切で速やかに対処でき

る体制の整備に努めます。  
 
(2)  子どもや高齢者等の虐待の防止 
 
・ 児童への虐待については、児童相談所や市児童育成課等のネットワークを核に、早期発見、

対応、防止を図ります。 
 
・ 高齢者の虐待については、地域包括支援センターや民生委員･児童委員*等と連携をとり、

早期発見、対応、防止を図ります。 
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男女が、生涯を通じて心身ともに健康で、お互いに身体的特徴を十分に理解し合い、相手

に対する思いやりを持って、自立した生活を営むことができるまちをめざします。 
 これを実現していくために、市民一人ひとりが「自分の健康は自分でつくり、守る」

という自覚を持ち、正確な知識・情報を得て、健康的な生活習慣を身につけ、健康を享受で

きるようにしていきます。 
特に、女性については、妊娠や出産等、ライフサイクルを通じて男性と異なる健康上の問題に

直面することに留意して、総合的な対策の推進を図ることが必要です。 
また、リプロダクティブ・ヘルス／ライツ *等の新たな人権の概念や正しい性知識に根ざし

た性を尊重する教育や学習を進めていきます。 
 
 

重点課題１0  男女の生涯を通じた健康支援 
 
＜現状と課題＞ 
 
・男女の生涯にわたる心と体と性の健康の促進 

 
これまで、男女の生涯にわたる心と体と性の健康の促進を旧プランに掲げ、母子保健に関する

各種の保健教育や、小中学校での児童生徒の成長に合わせた性に関する学習に努めてきています。 

また、健康づくりのための市民行動計画「高岡いきいき健康プラン２１*(計画期間:平成 15～24

年度)」においては、健康寿命の延伸を基本目標とし、市民一人ひとりが取り組む健康づくり、地

域ぐるみで取り組む健康づくり、健康を支援する体制づくりの三つを基本的行動に掲げ、生活習

慣の改善と疾病予防の推進に取り組んでいます。 

特に、子どもと母親の健康確保については「高岡市次世代育成支援行動計画」に掲げて、また、

壮年期からの健康づくりについては｢高岡市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画*｣に掲げ、そ

の実現に向け取り組んできました。 

これらの計画に基づき、自らの健康観による積極的な健康づくりの実践を基本とし、企業・団

体・学校や地域等社会全体の力を合わせて、すべての市民が、人生の各ステージに応じた、健康

の保持増進に努めることができるようにしていくことが必要です。 

さらに、性差に応じた的確な医療の知識の普及を図ること、不妊対策について支援していくこ

とが重要です｡ 

 また、学校教育における発達段階に応じた適切な性教育の推進、ＨＩＶ/エイズ*や性感染症*、

喫煙や過度の飲酒及び受動喫煙*防止対策など健康に悪影響を及ぼす問題についての対策を推進

していくことが求められます。 

 
 
 
 
 
 
 

基本目標Ⅳ 男女の健康の確保 
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＜施策の方向＞ 
 
(1)  健康管理・保持増進のための支援 

 

・ 男女の各ライフステージ*や職場における健康保持・増進について、関係機関等と連携をと

りながら施策の充実に努めます。 
 
・ 健康保持・増進のために成人期、高齢期における保健指導（健康教育・相談・訪問）、がん検

診等により生活習慣病の予防対策の充実に努めます。 

 

・ 生涯にわたる健康づくりのために、日常的なスポーツ活動に親しめる機会の提供等の支援を

図ります。 

 
・ 自殺については、防止の観点から、男女の心の健康についての相談等の対応に努めます。 

 

(2)  妊娠・出産等に関する健康支援 

 

・ 女性の生涯にわたる心と体と性の尊重についての考え方を浸透させるため、県厚生センター

等と連携をとりながら、講座の開催や研修等を通じて周知、啓発していきます。 
 
・ 安全な妊娠・出産や避妊・不妊等の様々な問題や母性保護・母子保健について、関係機関等

と連携をとりながら支援等適切に対応していきます。 
 
・ 性別による特有の性差医療*に関する知識の普及について、関係機関等と連携をとりながら適

切な対応に努めます。 
 
・ 母と子に対する健診、保健指導（健康教育・相談・訪問）等の母子保健サービスの充実に努

めます。 
 
・ 学校における適切な性教育の他、思春期や更年期の女性、男性を含む大人に対する「性」に

関する学習機会の充実を図っていきます。 
 
(3)  健康をおびやかす問題についての対策の推進 
 
・ ＨＩＶ/エイズ*、性感染症*に関する正しい知識、患者・感染者に対する正しい理解について

、国・県・関係機関等と連携をとり啓発に努めます。 

 

・ 喫煙、飲酒、薬物乱用が、胎児や女性の生殖機能に影響を及ぼす等健康被害に関する正しい

知識について、国・県・関係機関等と連携をとり啓発に努めます。 

 

・ 職場や公共の場における受動喫煙*対策の推進に努めます。 
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基本目標Ⅰ～Ⅳの施策を推進しつつ、市の各個別計画との整合を図りながら、男女平等推進

センターを拠点に、国・県、関係団体、市民及び事業者等との連携強化を図り、計画を総合的

に推進していきます。 

 
 
重点課題 11  プランの有機的な推進 
 
＜現状と課題＞ 
 
・男女平等・共同参画の重要性についての社会的な意識形成  
 
男女平等推進条例の制定や男女平等推進センターの開設・運営など、市民活動を支援する施策

を進めてきました。 

また、市の内部組織及び市民による外部組織など、体制の整備を図り、共同参画を推進してき

ました。 

本プランは、広範な行政分野にかかわる計画であり、市、市民、事業者等の一層の連携を図り

進めていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

＜施策の方向＞ 

 

(1)  男女平等・共同参画の理解・促進 

 

・ 男女平等・共同参画*の推進の拠点施設である男女平等推進センターが、その機能を十分発

揮して、市民の活動を支援するとともに、情報誌の配布や講座、研修等をとおして、男女

平等・共同参画の重要性を様々な視点、テーマで広く啓発していきます。  
 
・ 男女平等・共同参画を推進する拠点施設である男女平等推進センターで把握した地域課題等

について、施策への反映を検討するなど有効な活用を図ります｡ 
 
・ 労働に関する調査や統計などにより、パートタイム労働者等に関する実態の把握や、参画に

ついての問題点を明確にし、課題を解決していきます。 
 
・ プランの推進を図るため、機会を捉え、市内外に市の姿勢を発信するとともに、プランの進

捗状況について、毎年調査を実施し、年次報告により市民等に公表し、問題点等を明確に

して解決を図りながら、目標達成に努めていきます。 

 
 

基本目標Ⅴ 計画の総合的な推進 
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(2)  推進体制の充実・強化 
 
・ 市職員にプランの趣旨、内容等の周知を徹底するとともに、プランが総合的に推進される体

制の充実を図ります。 

 

・ 共同参画行政担当課の調整機能を充実し、より強力に推進する体制をつくります。 
 
・ 男女平等推進センターでの事業展開にあたって、事業内容や実施方法などについて、利用者

等の様々な視点から検討するしくみをつくり、事業の充実を図ります。 
 
・ 市民、事業者、行政等がそれぞれの責務を果たしつつ、緊密な連携のもと男女平等・共同参

画*を総合的、計画的に推進していく体制の整備に努めます。 
 
・ プランの推進状況、新たな施策上の課題への対応等を審議する委員会を設置します。また、

市民、事業者など市全体で推進していくことが重要であることから、プランの内容やねらい

等を地域で広く普及、啓発する体制の整備に努めるとともに、委員会等との連携を図りなが

らプランを推進していきます。 
 
 
 
 



 
 
 

第３章 

 
 
 

 
具体的施策（事業計画） 

 
 
 
 
 
 
 

重点課題 1  施策の方向（１）（２）（３） 
重点課題 2  施策の方向（１）（２） 
重点課題 3  施策の方向（１）（２） 
重点課題 4  施策の方向（１）（２）（３） 
重点課題 5  施策の方向 
重点課題 6  施策の方向（１）（２） 
重点課題 7  施策の方向（１）（２） 
重点課題 8  施策の方向（１）（２）（３） 
重点課題 9  施策の方向（１）（２） 
重点課題 10 施策の方向（１）（２）（３） 
重点課題 11 施策の方向（１）（２） 
目標とする指標一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

*は､「プランの用語解説」を参照 
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基本目標Ⅰ 男女があらゆる分野に平等に参画できる機会の確保 
 
 
重点課題１ 政策･方針決定過程への男女平等・共同参画の推進 

施策の方向  具体的施策 担当課 
(1)市の施策・方針決定過

程への共同参画の促進 
1 「高岡市の委員会等の設置及び運営に関する

基本方針」や｢高岡市農林水産業振興プラン｣

等に基づき、審議会・委員会*及び行政委員会*

における女性登用に努めるとともに、女性の参

画が少ない委員会等に対して、女性の参画を働

きかける｡ また、女性委員比率の調査・把握

に努める｡ 

 

2 行政相談委員*、人権擁護委員*などの国・県

へ推薦する委員について、女性の推薦に配慮す

る｡ 

 

3  市の施策・立案の決定の場に参画していくこ

との大切さや政治に関する意識の高揚につい

て、男女平等推進センター講座を始め、ニュー

リーダーアカデミー等の青年教育等で啓発す

る｡また、新成人のつどいにおいて、選挙権を

行使することの重要性にかかるパンフレット

を配布し、意識啓発を図る｡ 

 

4 市の施策・事業に対して、市民が関心を広げ、

参画していくため、市の計画策定等において、

パブリック・コメント*の活用を図る｡ 

 

5 市一般行政職の副主幹職以上職員(係長相当

職以上)の登用について、性別にかかわらず、

職員個々の能力や意欲等により行う｡ 

副主幹職以上職員及び校長、教頭等（管理監

督教職員）の女性登用率について、継続して調

査・把握に努める｡ 

都市経営課 
農業水産課  
男女平等・共

同参画課 
 
 
 
 
市民協働課  
 
 
 
男女平等・共

同参画課  
生涯学習課  
総務課  
 
 
 
 
全課  
 
 
 
人事課 
学校教育課 

(2)事業者の方針決定過程

への共同参画の促進 
6 企業や個人事業者を対象にした女性登用促進等

にかかるセミナーを、財団法人 21 世紀職業財団等

と共に開催し、周知に努める｡ 

また、企業や個人事業者へポジティブ・アクショ

ン*等の情報提供を行い、女性登用促進等について

理解を求める｡ 

工業振興課 
男女平等・共同

参画課 

(3)地域活動組織等の方針

決定過程への共同参画

の促進 

7  自治会・ＰＴＡ・地区社会福祉協議等の団体

の方針決定の場への女性の参画について、理解

や周知を図っていく｡ 

全課  
(市民協働課  
生涯学習課  
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団体の会長職等に携わる女性の比率についての

把握に努める｡ 

社会福祉課) 

 
 

重点課題２ 固定的な性別役割分担意識等による慣行等の解消 

施策の方向 具体的施策 担当課 
(1)あらゆる場における男

女平等・共同参画の視

点・気運の醸成や配慮 

8  福祉活動員・高齢福祉推進員・健康づくり推

進員・ヘルスボランティア・生涯スポーツ指導

員・体育指導委員・富山県男女共同参画推進員

等団体活動が、男女の共同参画の視点で取り組

まれるよう、研修機会等を通じ、理解や周知を

図っていく｡ 

  

 

9  職場、家庭、地域活動、教育等の様々な場に

おいて、女性がいきいきと参画と活躍ができる

まちづくりに積極的に取り組む。性別の偏りに

起因する慣行・慣習について、意識しかつ見直

していく視点の大切さを、男女平等推進センタ

ー等の情報誌や講座で啓発する｡ 

 

10 実施事業に、男女平等・共同参画*を妨げる

状況がないかについて、常に検討・配慮を行う｡ 

市の広報紙・情報誌、パンフレット・リーフ

レット及びインターネットのホームページ等

における表現が、人権の軽視や性別による役割

分担意識*につながることのないよう、留意す

る。    

 

11 職員研修所において、男女平等・共同参画につ

いての市職員研修を行う｡ 

保育士及び公民館や放課後児童育成クラブ（学童

保育）*、放課後子ども教室の指導員等への男女平

等・共同参画についての研修・学習機会の充実を

図る｡   

 

12 男女平等問題処理委員会*の運営に努め、市

の男女平等・共同参画施策に関する市民等の申

出に対し、公正な対応・処理を行う。 

全課 
(社会福祉課  
高齢介護課  
健康増進課  
体育保健課  
男女平等・共

同参画課) 
 
全課  
(男女平等・共

同参画課 ) 
 
 
 
 
全課 
(広報統計課  
男女平等・共

同参画課 ) 
 
 
 
 
人事課 
児童育成課 
生涯学習課 
 
 
 
 
男女平等・共同

参画課 

(2)多様な選択を可能にす

る教育、学習等の充実 
13 幼稚園・学校教育の場において、児童の個に

応じた、一人ひとりの適性を生かす指導を行

う｡ 

 

14 小・中・特別支援学校で、｢ものづくり・デ

ザイン科｣の授業を実施し、市の優れた伝統工

芸や産業について、体験学習を行う｡ 

学校教育課 
 
 
 
学校教育課 
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15 幼稚園・小・中・特別支援学校の教諭の男女

平等・共同参画意識の向上を図る研修や学習会

への参加に配慮する｡ 

  

16 市は、インターンシップ*制度等の普及に努

める｡ 

職場訪問・就業体験の事業所として、児童・生

徒や大学生を受け入れていく｡ 

 

学校教育課 
 
 
 
工業振興課 
人事課 
学校教育課 
健康増進課 
市民病院 
消防本部総務

課 
水道局総務課 

 
 

重点課題３ 地域活動の場での協働や男女平等・共同参画の推進 

施策の方向 具体的施策 担当課 
(1)市民の参画への支援 17 男女平等・共同参画*の推進のために、地域

女性ネット高岡、高岡女性の会連絡会、Ｅネッ

ト（男女平等推進センター登録活動団体ネット

ワーク）等のグループや市民が自主的に企画・

実施する事業に対して支援するとともに、芸術

・文化・スポーツ及び伝統産業の振興や育成に

携わる団体等が実施する事業に対し支援する｡ 

  また、地域で活躍する女性リーダー育成の研

修を行う。 

 

18 市民活動に関する相談や情報提供及び活動

団体等の自立・連携や協働意識の啓発を図る講

座・フォーラムを実施する｡   

生涯学習課 
男女平等・共

同参画課 
体育保健課  
工業振興課  
 
 
 
 
 
市民協働課 

(2)参画とまちづくりとの

有機的な連携の促進 
19 行政と市民・事業者等が、防災・災害復興・

観光・環境保全等の様々な分野における協働の

まちづくりを進める。新たな市民の参画の促進と

女性の視点や感性等を活かした地域課題の発見・

解決に努める｡ 

 

 

 

 

20 市民活動団体が、組織の概要や活動情報等をイ

ンターネットで発信し、地域社会との連携をより

深めていけるよう支援する｡ 

  

21 市民の意見や要望を、市政やまちづくりに反映

していくため、タウンミーティングの開催や市政モ

ニター事業を実施する｡ 

全課 
(市民協働課 
環境サービス

課 
消防本部総務

課 
男女平等・共

同参画課) 
 
市民協働課 
 
 
 
広報統計課 
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基本目標Ⅱ 家庭生活や仕事、地域活動等における平等な参画とそれらが両立

できる環境の整備 
 
 
重点課題４ 仕事と育児・介護等とを両立するための環境の整備 

施策の方向 具体的施策 担当課 
(1)子育て支援の整備・充

実 
22 保育所における通常保育及び特別保育（延長保

育、休日保育、一時保育、夜間保育等）の拡充に

努める｡ 

保育所などでの子育てサロンや公民館での赤ち

ゃんの部屋、ファミリーポケット等情報交換の場

の提供に努める｡   

   

23 ファミリー・サポート・センター*や放課後児童

育成クラブ（学童保育）*、放課後子ども教室など

地域住民の参加・協力による児童の健全育成活動

の充実に努める｡ 

 

24 子育て家庭における育児不安及び児童の育成に

関する電話相談や青少年の悩みや生活上の諸問題

に対する相談を行う｡ 

小・中学校におけるカウンセリング相談員・ス

クールカウンセラーの配置に努める｡ 

    

25 乳児家庭の様々な不安や悩みを聞くとともに、

子育て支援に関する情報提供等を行うため、生後

４か月までの乳児のいる家庭を保健師が訪問す

る｡ 

 

26 市職員子育て支援プログラム*によるリフレッ

シュデーの実施を始めとした職員の子育てと仕事

の両立支援の取組及び多様な働き方についての研

究等に努める｡   

 

27 企業に対して、次世代育成支援対策推進法*に基

づく一般事業主行動計画の策定を啓発する｡ 

市内の企業等の労務管理関係者や就業者を

対象にした妊娠・出産・子育て等の制度にかか

るセミナーを、財団法人 21 世紀職業財団等と

共に開催し、周知に努める｡ 

児童育成課 
生涯学習課 
 
 
 
 
 
児童育成課 
工業振興課 
生涯学習課 
 
 
児童育成課 
健康増進課 
学校教育課 
少年育成セン

ター 
 
健康増進課 
 
 
 
 
全課 
(人事課) 
 
 
 
工業振興課 
男女平等・共

同参画課 

(2)ひとり親家庭等への自

立支援の整備・充実 
28 ひとり親家庭の母子への住居の提供や自立のた

めの生活資金貸付等を行う｡また、ひとり親家庭の

親等に対し、医療費の一部助成や就労支援を行う

とともに児童扶養手当、遺児愛育手当を支給する｡ 

児童育成課 
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29 経済上の問題や子どもの養育問題など、ひと

り親家庭に対する相談体制の充実に努める｡ 

児童育成課 

(3)高齢者、障害者への介

護・自立支援の整備・

充実 

30 高齢者の介護保険施設を整備し、施設サービス

及び地域密着型サービスの充実を図る｡ 

また、高齢者、障害者が生活しやすい住宅改善・

整備費助成等の支援をするとともに、「高岡市福祉

のまちづくり条例*」に基づき、生活・都市施設の

バリアフリー化*を推進する｡ 

     

31 高齢者や障害者の訪問介護や訪問入浴等自宅で

の家事・介護等の支援サービスの充実に努める｡ 

ひとり暮らし高齢者が住み慣れた地域で安心し

て生活することができるよう、高齢福祉推進員の

配置や相談窓口体制の充実を図る｡    

 

32 介護を必要としない高齢者の能力を活かし、生

きがいと社会参加をすすめる事業の充実を図る｡ 

 

33 障害者が、自立した日常生活や社会生活を営む

ことができるよう、身体機能・生活能力向上や就

労機会の提供等の障害福祉サービスの充実に努め

る｡また、障害者のスポーツ・リクリエーション・

文化活動を通じた社会参加を支援する｡  

     

34 企業の労務管理関係者や就業者等に対する介護

休業法に基づく制度や労働基準法等のセミナーを、

財団法人 21 世紀職業財団等と共に開催し、周知に

努める｡ 

高齢介護課 
社会福祉課 
 
 
 
 
 
高齢介護課 
社会福祉課 
 
 
 
 
高齢介護課 
 
 
社会福祉課 
 
 
 
 
 
工業振興課 
男女平等・共

同参画課 

 
 

重点課題５ 家庭・地域活動における男女の相互協力の推進 
施策の方向 具体的施策 担当課 

・男女の共同意識の促進 35 要介護高齢者を抱える家族を対象に、介護の方

法や予防等の知識・技術を習得する家族介護教室

を実施する｡   

 

36 男性が、育児や介護、家事に対する知識や参加

する意識を高めるための育児講座や家庭教育講座

等を実施する｡ 

 

 

37 高齢者や障害者を支援するボランティアの

養成・育成講座の開催や、ボランティア情報紙

の発行を支援する｡ 

高齢介護課 
 
 
 
健康増進課 
生涯学習課 
男女平等・共

同参画課 
 
社会福祉課 
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重点課題６ 国際化社会における理解と交流 
施策の方向 具体的施策 担当課 

(1)地域における在住外国

人との共生 
38 小・中・特別支援学校に、英語活動講師や外国

語指導助手を配置する｡ 

市内在住外国人児童・生徒に対して日本語指導

及び生活適応指導を行う｡   

 

39 外国人の生活相談の実施や、外国語版の母子健

康手帳、予防接種問診票及び市民病院における共

通問診票や入院案内、受付時間一覧などの帳票を

充実する｡ 

 

 

40 市内在住外国人と市民との交流イベントを開催

する｡ 

外国語の通訳・翻訳、日本語指導などのボラ

ンティア登録や制度の充実に努める。 

学校教育課 
 
 
 
 
全課 
(都市経営課国

際交流室 
健康増進課 
市民病院) 
 
都市経営課国

際交流室 

(2)国際的な女性問題等へ

の理解と国際交流等の

推進 

41 国際情勢における政治、経済、開発、環境等分

野の女性の活動状況についての情報提供等を行

う｡ 

 

 

42 姉妹都市・友好都市(ブラジル・ミランドポリス

市、アメリカ・フォートウェーン市、中国錦州市)

などとの親善交流等を実施する｡ 

交流都市（ドイツ・ブレーメン市、フィンラ

ンド・ラハティ市、イギリス・ベバリー町、中

国遼陽県）などとの交流活動を促進する｡ 

男女平等・共

同参画課 
都市経営課国

際交流室 
 
都市経営課国

際交流室 
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基本目標Ⅲ 男女が個人として尊重され、能力が発揮できる環境の整備 
 
 
重点課題７ 仕事の場における男女の共同参画の推進 

施策の方向 具体的施策 担当課 
(1)雇用の場における男女

平等の視点の促進 
43 企業の労務管理関係者や就業者等を対象にした

男女雇用機会均等法*をはじめ、労働関係法等のセ

ミナーを財団法人 21 世紀職業財団等と共に開催

し、周知に努める｡ 

農林水産業・商工業等自営業における家族従事

者の位置づけや適正な評価、必要な改善等に関し

て、情報提供等により啓発・普及を行う｡ 

 

44 農家における家族労働者の労働時間や報酬、休

日などについて取り決める家族経営協定*の締結

を促進する｡ 

     

45 県が行う就業者のための労働相談や弁護士相談

の開催について、広く周知に努める｡ 

 

46 一般行政職・専門職にかかわらず、市職員(非正

規を含む)の採用や配属、職場での配置については、

性別にとらわれることなく行う。また、働きやすい

就業環境に配慮する。 

工業振興課 
商業観光課 
農業水産課 
男女平等・共

同参画 
 
 
 
農業水産課 
 
 
 
工業振興課 
 
 
全課 
（人事課 
児童育成課 
市民病院 
教育委員会総

務課 
消防本部総務

課 
水 道 局 総 務

課） 
(2)女性の能力開発・育成

の促進 
47 出産、育児、介護等により離職した女性を対象

にした再就職支援のセミナーや就職を支援する面

接・相談を財団法人 21 世紀職業財団等と共に開催

し、周知に努める｡ 

 

48 市内で営業する中小企業創業者に、市内金融機

関からの融資のあっ旋等の支援を行い、健全な育

成と発展を図る｡ 

商店街で新たに開業する者への家賃及び改装等

に対して支援を行う｡    

 

49 市役所各部署における、職場研修や事務の分掌

は、性別にこだわることなく行い、人材の育成に

努める｡ 

工業振興課 
男女平等・共

同参画課 
 
 
工業振興課 
商業観光課 
 
 
 
 
全課 
（人事課） 
 



第３章 具体的施策（事業計画）  
 

 
53

職員研修所等における市職員の能力の開発や向

上のための研修は、性別にこだわることなく均等に

行う。 

 

50 企業の中堅女性社員対象のキャリア・アップセ

ミナーや起業等のための能力開発セミナーを、財

団法人 21 世紀職業財団等と共に開催し、周知に努

める｡ 

女性農業者の育成や起業、農産品の開発研究、

販売等の取組を支援する｡ 

 

51 男女平等推進センターをはじめ、市が行う女性

の能力開発等講座やセミナーは、乳幼児等の託児を

実施して行うよう努める｡ 

 
 
 
 
工業振興課 
男女平等・共

同参画課 
農業水産課 
 
 
 
全課 
（男女平等・

共同参画課 
生涯学習課） 

 
 

重点課題８ 人権尊重の意識の醸成 

施策の方向 具体的施策 担当課 
(1)学校教育等での人権尊

重を進める学習の推進 
52 小・中学校等において、人権意識チェック表や

人権教育事例等の活用による人権教育を推進す

る｡ 

小学校児童の友愛訪問活動や地域福祉活動への

参加・協力の促進を支援する｡ 

 

53 保育士及び幼稚園・小・中・特別支援学校の

教諭の人権尊重意識の向上を図る研修や学習会

への参加に配慮する｡ 

介護保険サービス事業者が行う従事者の人権尊

重意識の向上を図る研修や学習に対し支援を行

う｡ 

 

学校教育課 
社会福祉課 
 
 
 
 
児童育成課 
学校教育課 
高齢介護課 

(2)生涯学習での人権尊重

を進める学習の推進 
54 市民等を対象にした人権に関する研修会・講演

会・講座等を実施する｡ 

   

55 人権尊重意識について、チラシ・パンフレット

配布等により、啓発・普及を行う｡ 

 

56 公民館指導員や社会教育に携わる指導者等

の人権尊重意識の向上を図る研修や学習会へ

の参加に配慮する｡ 

市民協働課 
 
 
市民協働課 
 
 
生涯学習課 

(3)人権擁護体制の推進 57 人権教育推進事業協力者会議、人権擁護連絡

会議を開催し、庁内及び関係機関との連携の強

化を図る｡   

 

58 市役所や男女平等推進センターにおいて、人権

市民協働課  
 
 
 
市民協働課  
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にかかる市民相談や弁護士による法律相談を実施

する｡ 

 

59 男女平等問題処理委員会*の運営に努め、人

権侵害にかかる苦情の申出を公正に処理する｡ 

男女平等・共

同参画課  
 
男女平等・共同

参画課 
 
 

重点課題９ あらゆる暴力的行為や虐待の根絶 

施策の方向 具体的施策 担当課 
(1)配偶者等からの暴力

(ドメスティック・バイ

オレンス)の防止 

60 男女平等推進センターは、県及び市役所内のＤ

Ｖ*担当部署やＤＶ支援団体等との連携体制の

構築に努める｡ 

男女平等推進センター等の相談員の専門研修

への参加により、相談機能の向上に努める｡ 

 

61  ＤＶ被害者の市営住宅への入居の取扱等につい

て､その困窮する実情等に配慮して行う｡ 

 

62  男女平等推進センターにおいて、ＤＶやセクシ

ュアル・ハラスメント*の相談や女性弁護士によ

る法律相談を実施するとともに、相談室を広く周

知する｡   

 

63 ＤＶやセクシュアル・ハラスメントの防止に

ついて、チラシ、パンフレットによる啓発を行う｡ 

 

64 市役所職員に対して、職員研修等を通じ、セ

クシュアル・ハラスメント防止について周知す

るとともに、職員の相談対応に努める｡ 

男女平等・共

同参画課  
 
 
 
 
高岡建設管理

センター  
 
男女平等・共

同参画課 
 
 
 
男女平等・共

同参画課 
 
人事課 

(2)子どもや高齢者等の虐

待の防止 
65 市役所における児童虐待の相談及び市役所や市

内の地域包括支援センターにおける高齢者の虐待

相談を実施する｡ 

県及び庁内関係部署の連携円滑な情報交換を

行い、虐待の未然防止と啓発に努める｡ 

   

(再掲)25 乳児家庭の様々な不安や悩みを聞くとと

もに、子育て支援に関する情報提供等を行うため、

生後４か月までの乳児のいる家庭を保健師が訪問

する｡ 

児童育成課 
高齢介護課 
 
 
 
 
健康増進課 
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基本目標Ⅳ 男女の健康の確保 
 
 
重点課題 10 男女の生涯を通じた健康支援 

施策の方向 具体的施策 担当課 
(1)健康管理・保持増進の

ための支援 
66 特定健診、がん検診を実施する｡ 

また、市民が、安心して健やかに暮らせるよう、

健康相談・訪問等の保健指導や特定高齢者介護予防

教室等を行うほか、高岡市民病院において、乳がん

のマンモグラフィー検診の実施や「女性のがん・放

射線治療」分野等の指定病院としての医療機能の充

実に努める。 

 

67 学校体育施設の開放や地域におけるスポーツク

ラブの設置など、市民の健康増進、体力向上のた

めの場と機会の提供等の支援をする｡ 

   

68 市民の心身の健康に関する個別相談を実施し、

健康管理の支援に努める｡ 

特に、心の相談については、県の心の相談センタ

ーや厚生センターとの密接な連携を図る｡  

健康増進課 
保険年金課 
高齢介護課 
市民病院 
 
 
 
 
体育保健課 
 
 
 
健康増進課 
高齢介護課 
社会福祉課 

(2)妊娠・出産等に関する

健康支援 
69 保健センター等において、安全な妊娠、出産、

育児に関する正しい知識の普及を図るため、マタ

ニティーセミナー等の講座を開催する｡ 

妊産婦の一部対象疾病に医療費の助成を行う｡ 

 

70 高岡市民病院において、思春期外来や不妊外来、

さらには女性専門外来などの女性を生涯にわたっ

て診療する体制の一層の充実に努める｡ 

不妊治療に要する経費の一部助成を行う｡ 

女性が自分の健康状態について気軽に相談でき

る個別相談を実施する｡ 

 

71 乳幼児の発育・発達疾病の健康診査、妊産婦及

び乳児の健康診査、保健指導及び母子保健にかか

る健康教室を開催する｡ 

予防接種法に基づく予防接種を実施する｡未就学

児童の医療費の一部を助成する｡ 

 

72 小・中・特別支援学校の児童に対して、性に関

する科学的知識、生命を尊重する態度及び行動な

ど発達段階に応じた性教育を実施する｡ 

 

 

健康増進課 
児童育成課 
市民病院 
 
 
市民病院 
児童育成課 
健康増進課 
 
 
 
 
健康増進課 
児童育成課 
 
 
 
 
学校教育課 
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73 男女平等推進センター等において、リプロダク

ティブ・ヘルス／ライツ*の概念や男女の性に関す

る図書等の整備の充実を図る｡ 

男女平等・共

同参画課 

(3)健康をおびやかす問題

についての対策の推進 
74 小・中・特別支援学校において、ＨＩＶ/エイズ

*、薬物乱用等に関する知識を、発達段階に応じ

指導する｡ 

 

75 国・県の発行するＨＩＶ/エイズや薬物乱用予防

等にかかるポスターの掲示やチラシの設置等によ

る啓発・普及を行う｡ 

 

76 たばこと健康にかかわる正しい知識の普及と禁

煙の取組についての情報提供等により、市民の健

康支援に努める｡ 

市役所や高岡市民病院等公共機関において、

分煙・禁煙等対策を行う｡ 

学校教育課 
 
 
 
健康増進課 
 
 
 
健康増進課 
管財用地課 
人事課 
市民病院 
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基本目標Ⅴ 計画の総合的な推進 
 
 
重点課題 11 プランの有機的な推進 

施策の方向 具体的施策 担当課 
(1)男女平等・共同参画の

理解・促進 
77 男女平等推進センターにおいて、社会の変化や

市民ニーズ等を把握した男女平等・共同参画*にか

かる講座開催や情報誌の制作、図書類の整備など、

的確な情報発信・提供に努める｡ 

男女平等推進センターの事業等に、男女平等・

共同参画を推進するグループや市民の能力の活用

を得ていく｡ 

   

78 男女平等推進センター活動登録団体数や男女平

等推進センター施設の利用者数の拡大に努める｡ 

   

79 市の行政運営や事業について、市職員と市民

が、相互理解・協力により、まちづくりや男女

平等・共同参画の促進を図るための出前講座を

実施する｡ 

    

80 国や県等の各種統計情報を収集し、市民に提供

していくとともに、その中にある男女平等・共同

参画にかかる課題の分析に努める｡ 

男女平等推進プランの見直しに当たって、男女

平等・共同参画の施策の浸透状況や市民ニーズ等

を把握するため、市民意識実態調査を実施する｡ 

   

81 男女平等推進プランに掲げる施策の推進状

況の調査を毎年行い、ホームページ等で公表し

ていく。 

男女平等・共

同参画課 
 
 
 
 
 
 
男女平等・共

同参画課 
 
全課  
(広報統計課 )
 
 
 
全課 
(広報統計課 
男女平等・共

同参画課) 
 
 
 
男女平等・共

同参画課 

(2)推進体制の充実・強化 82 市役所各部署の連携を図り、男女平等・共同参

画にかかる施策・事業を一体となって展開してい

くため、「高岡市男女平等推進庁内連絡会議(幹事

会・主任会議)」を開催する｡ 

 

83 市の男女平等・共同参画の推進や諸施策につい

て、有識者や市民等の幅広い意見を反映していく

ため、「高岡市男女平等推進市民委員会」を開催す

る｡   

 

84 男女平等推進センターの運営や事業に、市民等

の視点や意見を反映するため、市内の各界各層の

委員で構成する「高岡市男女平等推進センター運

男女平等・共

同参画課 
 
 
 
男女平等・共

同参画課 
 
 
 
男女平等・共

同参画課 
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営協議会」を開催する｡ 

 

85 男女平等推進センターにおける男女平等・共同

参画啓発・普及事業を、市、市民、事業者等が意

見を出し合い実施していくため、市内の各界各層

の委員で構成する「高岡市男女平等推進ネットワ

ーク会議」を開催する｡ 

 

 
 
男女平等・共

同参画課 

 



基本目標Ⅰ　男女があらゆる分野に平等に参画できる機会の確保

重点課題 指標名 指標の説明
基準数値

（年度等）
目標数値
(年度)

目標設定の
考え方

担当課

1
審議会・委員
会への女性登
用率

市の審議会・
委員会の女性
委員の比率

25.6%
（H19.3）

30%以上
(H23年度)

「高岡市の委員
会等の設置及び
運営に関する基
本方針」に基づ
きこの指標の数
値目標の達成を
目指す。

男女平等・共
同参画課

1
行政委員会へ
の女性登用率

行政委員会の
女性委員の比
率

18.0%
（H19.4）

20%以上
(H23年度)

「高岡市の委員
会等の設置及び
運営に関する基
本方針」に基づ
きこの指標の数
値目標の達成を
目指す。

男女平等・共
同参画課

(1)市民の
参 画 へ の
支援

18 ＮＰＯ法人数
認証されたＮ
ＰＯ法人の数

23法人
(H19.3末)

50法人
(H23年度)

毎年５法人程度
の増を目指す。

市民協働課

(2)参画と
ま ち づ く
り と の 有
機 的 な 連
携の促進

19 協働事業数
市が市民と協
働で行ってい
る事業の数

79事業
(H19.4)

100事業
(H23年度)

今後協働の領域
が増えることに
より５年間で約
２０％の増を目
指す。

市民協働課

重点課題 指標名 指標の説明
基準数値

（年度等）
目標数値
(年度)

目標設定の
考え方

担当課

22
特別保育の実
施保育所数

延長保育、休
日保育、一時
保育、病後児
保育を実施す
る延保育所数

59箇所
(H18年度)

64箇所
(H23年度)

多様化する保育
ニーズに対応す
るため、特別保
育を実施する保
育所の増加を目
指す。

児童育成課

22
子育て支援セ
ンターの年間
利用者数

子育て支援セ
ンターを利用
する親子の年
間延べ組数

29,540組
(H18年度)

30,000組
(H23年度)

子育て家庭への
支援として、年
間500人強の増加
を目指す。

児童育成課

24
心の教室相談
員の人数

児童生徒の不
登校、いじめ
等問題行動防
止のための心
の教室相談員
の配置人数

5人
(H19.4)

27人
(H23年度)

児童生徒の不登
校、いじめ等問
題行動を生まな
い環境の整備を
目指す。

学校教育課

１
政 策 ･ 方
針決定過
程への男
女平等・
共同参画
の推進

(1)市の施
策 ・ 方 針
決 定 過 程
へ の 共 同
参 画 の 促
進

３
地域活動
の場での
協働や男
女平等・
共同参画
の 推 進

■　目標とする指標一覧

基本目標Ⅱ　家庭生活や仕事、地域活動等における平等な参画とそれらが両立でき
　　　　　　る環境の整備

４
仕事と育
児・介護
等とを両
立するた
めの環境
の整備

(1)子育て
支 援 の 整
備・充実

施策の方向・
具体的施策番号

施策の方向・
具体的施策番号

59



25

育児に自信が
もてなくなる
ことがあると
感じる母親の
割合

3か月児健診時
調査の結果、
「はい」「や
やはい」と回
答した母親の
割合

33.9％
(H18年度)

30％未満
(H23年度)

0～３ヶ月乳児家
庭を訪問し、育
児に自信がもて
なくなると感じ
る母親を30％未
満に減らす。

健康増進課

26
市男性職員の
育児休業取得
率

市の男性職員
の育児休業取
得者の割合

12.5%
(H18年度)

15.0%
（H21年度）

「高岡市職員子
育て支援プログ
ラム」に掲げて
いるこの指標の
数値目標の達成
を目指す。

人事課

26
市女性職員の
育児休業取得
率

市の女性職員
の育児休業取
得者の割合

100%
(H18年度)

100%
（H21年度）

「高岡市職員子
育て支援プログ
ラム」に掲げて
いるこの指標の
数値目標の達成
を目指す。

人事課

26

年間超過勤務
時間が 360 時
間以上の市職
員数

市の職員の年
間360時間以上
の超過勤務者
数

67人
(H18年度)

0人
（H21年度）

「高岡市職員子
育て支援プログ
ラム」に掲げて
いるこの指標の
数値目標の達成
を目指す。

人事課

26

市の職員1人
当たりの年次
有給休暇取得
日数

市の職員の年
次有給休暇平
均取得日数

8.0日
(H18年度)

9.6日
（H21年度）

「高岡市職員子
育て支援プログ
ラム」に掲げて
いるこの指標の
数値目標の達成
を目指す。

人事課

30
介護サービス
拠点の充実

要支援・要介
護者に対する
介護サービス
を提供する拠
点事業所の充
実

0箇所
(H18年度)

10箇所
(H23年度)

要支援・要介護
者を24時間体制
で在宅生活を支
援する小規模多
機能型居宅介護
サービス事業所
を、日常生活圏
域(10圏域)すべ
てに１箇所以上
整備することを
目指す。

高齢介護課

33

居 宅 介 護
（ホームヘル
プ）サービス
等の利用者数

障害者の地域
生活を援助す
る 居 宅 介 護
（ホームヘル
プ）サービス
等の月当たり
利用者数

53人/月
(H18年度)

100人/月
(H23年度)

現在のサービス
利用者に加え、
在宅で暮らす新
規 利 用 者 や 施
設・病院から地
域生活に移行す
る障害者の利用
増加を見込む。

社会福祉課

33
グループホー
ムの利用者数

障害者に住ま
いの場を提供
するグループ
ホーム・ケア
ホームの月当
たり利用者数

42人/月
(H18年度)

68人/月
(H23年度)

施設・病院から
地域生活に移行
する知的・精神
障害者の利用増
加を見込む。

社会福祉課

(3) 高 齢
者 、 障 害
者 へ の 介
護 ・ 自 立
支 援 の 整
備・充実
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５
家庭・地
域活動に
おける男
女の相互
協力の推
進

・ 男 女 の
共 同 意 識
の促進

37
ボランティア
センター登録
団体数・人数

高岡市ボラン
テ ィ ア セ ン
ターに登録し
ている団体数
とその構成人
数

176団体
6,745人

(H18年度)

185団体
7,000人

（H23年度）

福祉活動に対す
る意識を高め、
今後増加する定
年退職者等の参
加を促進する。 社会福祉課

38
外国人教育指
導講師人数

外国人児童生
徒に対する日
本語指導及び
生活適応指導
の講師の充実
度を図る。

4人
(H19.4)

6人
（H23年度）

外国人児童生徒
に対する日本語
指導及び生活適
応指導の充実を
目指す。

学校教育課

39
市 HP の 英 語
ページへのア
クセス件数

ポ ル ト ガ ル
語、中国語、
英語の外国語
版ページへの
アクセス件数

ポルトガル
語版
(5月～2月)
1,854件
中国語版
(6月～2月)
1,465件
英語版
(5月～2月)
2,259件
(H18年度)

ポルトガル
語版
　11,000件
中国語版
　10,000件
英語版
　14,000件
　(H23年度)

年々増加してい
く外国人と共生
するまちづくり
を目指し、市Ｈ
Ｐ の 外 国 語 版
ページの充実を
図り、アスセス
件数の増加を目
指す。

都市経営課国
際交流室

重点課題 指標名 指標の説明
基準数値

（年度等）
目標数値
(年度)

目標設定の
考え方

担当課

９
あらゆる
暴力的行
為や虐待
の根絶

(2)子ども
や 高 齢 者
等 の 虐 待
の防止

25
(再
掲)

育児に自信が
もてなくなる
ことがあると
感じる母親の
割合

3か月児健診時
調査の結果、
「はい」「や
やはい」と回
答した母親の
割合

33.9％
(H18年度)

30％未満
(H23年度)

0～３ヶ月乳児家
庭を訪問し、育
児に自信がもて
なくなると感じ
る母親を30％未
満に減らす。

健康増進課

重点課題 指標名 指標の説明
基準数値

（年度等）
目標数値
(年度)

目標設定の
考え方

担当課

65

自分が健康で
あると感じて
いる市民の割
合

市民の健康行
動 調 査 の 結
果、「健康で
ある」「どち
らかといえば
健康である」
と回答した人
の割合

85%
(H18年度)

90%
（H23年度）

地域ぐるみの健
康づくりに取組
み、「高岡いき
い き 健 康 ﾌ ﾟ ﾗ ﾝ
21」の総合目標
に掲げているこ
の指標の数値目
標の達成を目指
す。

健康増進課

65
がんによる死
亡率

がんで死亡す
る 人 の 割 合
（人口１０万
人当たり）

313.1
（H17年人口
動態統計）

300.0
(H23年度)

がん検診の充実
を図り、13（人
口１０万人当た
り）の減を目指
す。

健康増進課

10
男女の生
涯を通じ
た健康支
援

６
国際化社
会におけ
る理解と
交流

(1)健康管
理 ・ 保 持
増 進 の た
めの支援

(1)地域に
お け る 在
住 外 国 人
との共生

施策の方向・
具体的施策番号

基本目標Ⅲ　男女が個人として尊重され、能力が発揮できる環境の整備

基本目標Ⅳ　男女の健康の確保

施策の方向・
具体的施策番号
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65
要支援・要介
護認定者数の
割合

65歳以上の高
齢者で、介護
保 険 の 要 支
援・要介護認
定を受けてい
る人の割合

18.4%
(H18年度)

18.8%
（H23年度）

要支援・要介護
認定者の割合が
20%と見込まれる
中、介護予防事
業等の推進によ
り、要支援・要
介護高齢者数の
抑制を目指す。

高齢介護課

65
通所型介護予
防教室の参加
率

特定高齢者の
内、通所型介
護予防教室に
参加する割合

29.6%
(H18年度)

40%
(H23年度)

特定高齢者の生
活機能向上を目
的とした通所型
介護予防教室へ
の参加者の増加
を 図 り 、 要 支
援、要介護状態
になる者の減少
を目指す。

高齢介護課

65
特定健康診査
の実施率

国民健康保険
40歳～74歳の
健診実施率

60.4%
（18年度基
本健診受診

率）

64%
(H23年度)

国保加入者の生
活習慣病の予防
を目的として、
特定健康診等に
関する国の基本
指標の達成を目
指す。

保険年金課

66
総合型地域ス
ポーツクラブ
数

スポーツ活動
の充実度を測
る

4箇所
(H18年度)

6箇所
(H23年度)

地域における生
涯スポーツを推
進するため、2年
間に1クラブの設
立を目指す。

体育保健課

66
スポーツ施設
利用者数

スポーツ施設
の活用度を測
る

633,868人
(H18年度)

720,000人
（H23年度）

多 様 な 生 涯 ス
ポーツなどの機
会を提供し、年
2,000人の利用者
増を目指す。

体育保健課

基本目標Ⅴ　計画の総合的な推進

重点課題 指標名 指標の説明
基準数値

（年度等）
目標数値
(年度)

目標設定の
考え方

担当課

11
プランの
有機的な
推進

77
男女平等推進
センターの利
用者数

男女平等推進
センターの年
間延べ利用者
数

9,863人
(H18年度)

10,200人
（H23年度）

センター企画講
座やフェスタ事
業参加者の拡大
を年間180人増を
目指す。また、
交流室等の利用
市民等の拡大を
年間170人を目指
す。

男女平等・共
同参画課

78
まちづくり出
前講座の年間
利用者数

まちづくり出
前講座の年間
利用者数

3,055人
(H18年度)

3,300人
(H23年度)

市政に対する理
解 を 深 め る た
め、まちづくり
出前講座の普及
を図り、利用者
数を10％程度の
増を目指す。

広報統計課

(1)男女平
等 ・ 共 同
参 画 の 理
解・促進

施策の方向・
具体的施策番号
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[あ行]

育児・介護休業法 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に
関する法律｣｡育児や介護を行う労働者の仕事と家庭との両立が図
られるよう支援することを目的に1992(平成4)年4月施行｡休業制
度の設置、子の養育と家族介護を行う労働者の勤務時間などの措
置等を定めている。

インターンシップ 学生が在学中に一定の期間、企業で就業体験をする制度のこと。
制度そのものは就職活動とは直接関係ないが、学生にとっては職
業適性をつかむ機会となる。

ＨＩＶ/エイズ ＨＩＶ（human immunodeficiency virus） は、ヒト免疫不全ウ
イルス のこと。エイズは、後天性免疫不全症候群のこと。エイ
ズは、ＨＩＶに感染することによって、健康な人では発症しない
病原体に対して、抵抗力が働かなくなることによって発症する
様々な病気の総称。

ＮＰＯ ｢Nonprofit Organization｣又は｢Not-for-Profit Organization」
の略で、広義では非営利団体のこと。
狭義では、非営利での社会貢献活動や慈善活動を行う市民団体の
こと。最狭義では、特定非営利活動促進法（1998(平成10)年3月
成立）により法人格を得た団体（NO法人）のことを指す。

[か行]

家族経営協定 農業経営を発展させていくために、農家世帯の家族が、家庭内で
話し合いを行い、農業経営における一人ひとりの役割や労働時
間、給料、休日の取り方、生活面における諸事項等について文書
で取り決めたもの。

行政委員会 地方自治法180条の5第1項及び第3項に基づき設置するもの。高岡
市においては、教育委員会・選挙管理委員会・監査委員・公平委
員会・農業委員会・固定資産評価審査委員会｡

行政相談委員 総務大臣から委嘱され各市町村に配置されている｡国の行政機関
や特殊法人などの仕事への、市民からの苦情や要望を聴き、公
平・中立な立場から相談者への助言や関係行政機関への通知など
の行政相談を行う｡

[さ行]

次世代育成支援対
策推進法

次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される社
会の形成を目的として、2003(平成15)年7月に制定された｡
2015(平成27)年までの時限立法｡地方公共団体及び事業主に対
し、国の指針に基づく行動計画の策定を義務づけている｡

児童相談所 児童の福祉に関する事項について、相談や調査・判定に基づく必
要な指導や児童の一時保護などを行う都道府県等の機関。

(高岡市)市民と行
政の協働のルール

高岡市における、市民と行政が、連携を深めながら、「まちづく
り｣に取り組むための指針であり、｢協働｣についての基本的な考
え方と方向を示したもの｡2006(平成18)年12月策定｡

■　プランの用語解説
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就業率 労働統計に用いる用語としては、15歳以上人口に占める就業者の
割合。

※就業者とは、従業者(調査期間中に収入を伴う仕事を１時間以
上した者｡学生のアルバイト、パートタイム、家族従業者で収入
を伴わない者も含める｡）と休業者(仕事を持ちながら、調査週間
中は病気や休暇などで仕事をしなかった者。)を合わせた者。

出生率 厚生統計に用いる用語としては、10月1日現在日本人人口に占め
る年間出生数（出生数と死産数の合計)の割合｡

受動喫煙 健康増進法第25条において、「室内又はこれに準ずる環境におい
て、他人のたばこの煙を吸わされること」と定義。

女子差別撤廃条約 あらゆる分野の性差別の撤廃をめざし、1979(昭和54)年12月、国
連総会で採択。日本は1985(昭和60)年に批准。

女性2000年会議成
果文書

2000(平成12)年に、ニューヨークで開催された国連特別総会で採
択された「政治宣言」及び「北京宣言及び行動綱領実施のための
更なる行動とイニシアティブ」のこと｡

女性へのチャレン
ジ支援

雇用、起業、ＮＰＯ、農業、研究、各種団体、地域、行政、国際
などの様々な分野において、意欲と能力のある女性が活躍できる
よう、積極的改善措置の推進、身近なチャレンジ事例の提示、
チャレンジ支援のためのネットワーク形成、女子学生・女子生徒
へのチャレンジ支援等を行うもの｡①政策・方針決定過程に参画
し、活躍することを目指す「上」へのチャレンジ ②起業家、研
究者・技術者など従来女性の少なかった分野に新たな活躍の場を
広げる「横」へのチャレンジ ③子育てや介護などでいったん仕
事を中断した女性の「再チャレンジ」がある｡

女性の再チャレン
ジ

「女性へのチャレンジ支援｣を参照。

所定内給与額 労働統計に用いる用語としては、労働契約や事業所の給与規則等
によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって
「きまって支給する給与｣（定期給与）のうち、時間外手当、早
朝出勤手当、休日出勤手当、深夜手当等の所定の労働時間を超え
る労働に対して支給される給与や、休日労働、深夜労働に対して
支給される「所定外給与」（超過労働給与）以外のもの。

(市の・各種)審議
会・委員会

地方自治法202条の3に基づき、法律、条例に定めにより設置して
いる付属機関及び市の要綱に基づき設置している委員会｡

人権擁護委員 法務大臣から委嘱され各市町村に配置されている｡地域の中で人
権思想を広め、人権侵害が起きないように見守り、市民からの相
談を行う｡

性感染症 性行為又は性行為に類似する行為によって人から人へ感染する病
気のこと｡従来は梅毒，淋病などが主なものであったが、新しい
病気も増えてきている｡その代表的な性感染症には、ＨＩＶ感染
症（エイズ）、性器ヘルペス、クラミジア感染症、尖形コンジ
ローム、膣トリコモナス症、Ｂ型肝炎などがある｡
ＳＴＤ（Sexually Transmitted Diseases)とも言う｡
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性差医療 米国において1980年代以降、様々な疾患の原因、治療法が男女で
異なることが分かってきたことから始まったもの。病気によって
は男女で発生頻度が異なったり、体の状態を示す検査値が男女に
よって差が出たりする場合があり、こうした男女の差に適切な配
慮のもとに行う医療のこと。

世界女性会議 女性の地位向上を目的として、国連主催のもとに開かれてきた会
議。1975(昭和50)年にメキシコシティ（メキシコ）において第1
回世界女性会議を開催。以後、5～10年ごとに開催。第2回は、
1980(昭和55)年にコペンハーゲン（デンマーク）、第3回は、
1985(昭和60)年ナイロビ（ケニア）、第4回は、1995(平成7)年北
京（中国）で開催。

セクシュアル・ハ
ラスメント

性的嫌がらせ。男女を問わず、相手の意に反する性的な性質の言
動で、身体への不必要な接触、性的関係の強要、性的なうわさの
流布等、様々な態様のものが含まれる。

[た行]

高岡いきいき健康
プラン２１

高齢化の進行や、高脂血症や糖尿病等の生活習慣病に起因する寝
たきりや痴呆の問題が深刻化しつつあるため、若い頃から健康を
増進することで生活の質を高めるために、健康課題を明確にし、
市民と協働で健康づくりを推進するための本市の健康プラン。
2003(平成15)年3月、健康増進法等に基づき策定。（計画の期間
は、2003(平成15)年度から2012(平成24)年度までの10年間）

高岡市高齢者保健
福祉計画・介護保
険事業計画

高齢者保健福祉計画は、高岡市の保健福祉サービス等について基
本的な政策目標を設定し、その実現のために取り組むべき施策を
定める計画｡介護保険事業計画は介護保険の適正な給付を目指
し、介護保険サービスの見込量等を定める計画｡平成18年3月策
定｡（計画の期間は、2006(平成18)年度から2008(平成20)年度ま
での3年間）

高岡市次世代育成
支援行動計画

子どもが尊重され子育てが大切にされる社会を構築するための本
市の計画。平成17年3月、次世代育成支援対策推進法に基づき策
定。（計画の期間は、2005(平成17)年度から2014(平成26)年度ま
での10年間）

高岡市職員子育て
支援プログラム

市職員が仕事と両立して子育てを行うことができるよう、職場全
体で子育て支援に取り組み、子育て中の職員だけでなく、すべて
の職員にとって働きやすい職場とするための特定事業主としての
計画。2005(平成17)年3月、次世代育成支援対策推進法に基づき
策定。（計画の期間は、2005(平成17)年度から2009(平成21)年度
までの5年間）

高岡市福祉のまち
づくり条例

高岡市の福祉のまちづくりに関する基本理念及び基本的方向を定
め、市及び事業者それぞれの責務並びに市民の役割を明らかにす
るとともに、福祉に関する施策の推進及び生活・都市施設の整備
に関し必要な事項を定めたもの｡施行は新市発足日の2005(平成
17)年11月1日｡

男女共同参画基本
計画(第2次・国)

政府の定める男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計
画。男女共同参画社会基本法により、男女共同参画社会の形成の
促進に関する施策の総台的な推進を図るために政府が定めなけれ
ばならないとされており、現有の計画は2005(平成17)年12月に策
定。
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男女共同参画基本
計画(第2次・富山
県)

富山県の定める男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な
計画。男女共同参画社会基本法により、男女共同参画社会の形成
の促進に関する施策の総台的な推進を図るために国の計画を勘案
して都道府県が定めなければならないとされており、現有の計画
は2007(平成19)年2月に策定。

男女共同参画社会
基本法

男女共同参画社会の形成に関し、基本理念、国・地方公共団体・
国民の責務を明らかにするとともに、施策の基本となる事項を定
めたもの。1999(平成11)年6月公布、施行。

(富山県)男女共同
参画チーフ・オ
フィサー

富山県が企業の役員クラス等を対象に、企業における男女共同参
画の推進責任者として委嘱した者｡企業の女性人材の活用や仕事
と家庭の両立支援などの取組を進めてもらう｡

男女雇用機会均等
法

「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関す
る法律｣。雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保を
目的として、労働者の募集や採用、配置、昇進などにおいて男女
間の差別の禁止などが規定されている｡1986(昭和61)年４月施行｡

(高岡市)男女平等
推進条例

高岡市の男女平等・共同参画の推進について、基本理念を定め、
市、市民及び事業者等の責務を明らかにするとともに、施策の基
本的な事項を定めたもの｡施行は新市発足日の2005(平成17)年11
月1日｡

男女平等・共同参
画（社会)

男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別に
かかわりなく、その個性と能力を十分に発揮すること｡（ができ
る社会。)

高岡市男女平等問
題処理委員会

高岡市男女平等推進条例に基づき、市民からの男女平等・共同参
画にかかる市の施策や人権侵害の苦情に対して、第三者的立場の
機関として簡易迅速に救済する目的で設置する委員会｡

地域活動組織 このプランで用いる用語としては、自治会、ＰＴＡなど各地域や
福祉、教育、スポーツ等の各分野においてボランティア活動を行
う団体・グループのこと｡

(ＤＶ被害者の)一
時保護

配偶者暴力相談支援センターが、婦人相談所等の生活支援施設
に、ＤＶ被害者及びその同伴家族を入所させ一時的に避難させる
こと。

共働き率 国勢調査に用いる用語としては、夫婦のいる一般世帯数に占める
共働き世帯数の割合。

富山県男女共同参
画推進員

富山県男女共同参画推進条例第15条に基づき、地域における男女
共同参画の推進を図るため、県内各地域に男女共同参画推進員を
設置している。男女共同参画推進員は各地域において、県の男女
共同参画計画の普及啓発などの様々な活動を展開している。

富山県配偶者から
の暴力の防止及び
被害者の保護に関
する基本計画

富山県における、男女が互いの人権を尊重し、配偶者からの暴力
のない社会の実現を目指すＤＶ対策基本計画。平成18年3月策
定。（計画期間は2006(平成18)年度から2008(平成20)年度。)配
偶者からの暴力の防止及ぴ被害者の保護に関する法律第2条の3の
規定に基づく｡

ＤＶ 「ドメスティック・バイオレンス」を参照。
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ドメスティック・
バイオレンス

一般的には、夫婦や恋人など親密な関係にある男女間の身体的・
心理的暴力などをいう。略してＤＶとも言われている。ＤＶ防止
法の定義は、配偶者には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻
関係と同様の事情にある者を含み、元配偶者から引き続き受ける
場合も含むと定義している｡

ＤＶ防止法 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」。配
偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制の整
備について定めている｡2001(平成13)年10月施行｡以降、法改正に
より被害者保護対策が強化されている｡

[な行]

ノーマライゼー
ション

障害者や高齢者も社会の中で他の人々と同じように共に暮らし、
すべての住民が同等の権利を享受できる社会こそがノーマル（普
通）であるという福祉の考え方。

[は行]

パートタイム労働
法

「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」。1週間の所
定労働時間が通常の労働者の労働時間に比べて短い労働者の有す
る能力を有効に発揮できるようにして、短時間労働者の福祉増進
を図ることを目的とする。雇用管理の改善の促進、職業能力の開
発・向上等に関する施策の基本方針を定めている。1993(平成5)
年12月施行。

配偶者等からの暴
力

「ドメスティック・バイオレンス」を参照。

パブリック・コメ
ント

計画などの策定過程の公正の確保と透明性の向上を図ることを目
的に、計画などの策定段階において、広く市民に対して計画案な
どを公表し、それに対して提出された意見・情報を考慮して行政
の意思決定を行う方法。

バリアフリー化 高齢者や障害者が日常生活を送るうえで不便な障害となっている
段差や仕切り(バリア)を除去(フリー)するほか、精神的な障壁
(バリア)を取り除き、障害者などが安心して暮らせる環境をつく
ること。

病後児保育 保育所に通所中の児童が、病気の回復期であり、かつ、集団保育
が困難な期間に、保護者が勤務等の都合により育児をできない場
合、当該児童を保育所、病院等に付設された専用スペース等にお
いて一時的に預かるもの。

病児保育 保育所に通所中の児童が、病気の回復期に至らない場合であり、
かつ、当面症状の急変が認められない場合に、保育所、病院等に
付設された専用スペース等において一時的に預かるもの。

ファミリー・サ
ポート・センター

育児の援助を受けたい人と行いたい人が会員となり、地域におい
て会員同士が育児に関する相互援助を行うことを支援する会員組
織。

北京宣言及び行動
綱領

1995(平成7)年、北京（中国）で開催された第4回世界女性会議で
採択された。行動綱領は12の重大問題領域にそって女性のエンパ
ワーメント(女性が自らの意識と能力を高め、 政治的、 経済
的、 社会的、 文化的に力を持った存在になること)のためのア
ジェンダ(予定表)を記している｡
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放課後児童育成ク
ラブ(学童保育)

保護者が勤労等により昼間家庭にいない、小学校に修学している
おおむね10歳未満の児童に対し、授業の終了後に学校の空き教室
等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成
を図るもの。

保護命令 裁判所が、配偶者からの暴力の被害にあった人からの申し立てに
よって、加害者に対して発する命令｡身辺へのつきまといなどを
禁止する接近禁止命令や住居からの退去命令等がある｡

母子自立支援員 ひとり親家庭の親等の職業能力の開発、就職活動などの総合窓口
として相談を行う｡

ポジティブ・アク
ション

積極的改善措置のこと。様々な分野において、活動に参画する機
会の男女間の格差を改善するため、必要な範囲内において、男女
のいずれか一方に対し、活動に参画する機会を積極的に提供する
こと。

[ま行]

民生委員･児童委員 厚生労働大臣から委嘱され、各市町村に配置されている｡社会奉
仕の精神をもつて、常に住民の立場に立つて相談に応じ、必要な
援助を行う｡すべての民生委員は法律に基づき児童委員を兼ね、
児童及び妊産婦の福祉の増進を図る活動等を行う｡

[や行]

（固定的な・性
別・性別による・
男女の)役割分担意
識

男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適
当であるにもかかわらず、男性、女性という性別を理由として、
役割を固定的に分けること。（「男は仕事・女は家庭」、「男性
は主要な業務・女性は補助的業務」等は固定的な考え方により、
男性・女性の役割を決めている例。)

[ら行]

ライフステージ 人の一生を少年期・青年期・壮年期・老年期などと分けた、それ
ぞれの段階。

リプロダクティ
ブ・ヘルス／ライ
ツ

「性と生殖に関する女性の健康/権利」のこと｡「女性の人権｣に
「健康に関する自己決定権｣を取り入れた概念。中心課題には、
いつ何人子どもを産むか産まないかを選ぶ自由、安全で満足のい
く性生活、安全な妊娠・出産、子どもが健康に生まれ育つことな
どが含まれている｡また、思春期や更年期における健康上の問題
等生涯を通じての性と生殖に関する課題が幅広く議論されてい
る｡1994（平成6）年にカイロで開催された国際人口・開発会議に
おいて提唱された｡

労働力率
(労働力人口比率)

労働統計に用いる用語としては、15歳以上人口に占める労働力人
口（就業者と完全失業者の合計）の割合。
　
※完全失業者とは次の３つの条件を満たす者｡
「仕事がなくて調査期間中に少しも仕事をしなかった｡｣「仕事が
あればすぐ就くことができる｡｣｢調査期間中に仕事を探す活動や
事業を始める準備をしていた｡｣
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■ 高岡市・県・国・世界の動き 

 

(1) 高岡市（旧高岡市・福岡町を含む）の動き 

年 月 主 な 動 き 等 

1993(平成5)年 ・女性プラン策定（3月）（旧高岡市） 

・企画調整部に「女性・国際室」設置 （4月）（旧高岡市） 

・女性プラン推進市民委員会、同庁内連絡会議設置 （7月）（旧高岡市） 

1994(平成6)年 ・女性行政室設置（女性・国際室を改組）（4月）（旧高岡市） 

1996(平成8)年 ・「ふれあい福祉センター」開設（6月）（旧高岡市） 

・市民の生活実態及び意識に関する調査の実施（11月）（旧高岡市） 

1997(平成9)年 ・女性プラン情報誌「ありーて」創刊（3月）（旧高岡市） 

・生涯学習センター（仮称）整備基本計画策定（4月）（旧高岡市） 

1998(平成10)年 ・女性プラン普及版（改訂版）作成（3月）（旧高岡市） 

・子育て支援センター開設（4月）（旧高岡市） 

1999(平成11)年 ・ヒューマンプラン策定（3月）（福岡町） 

・女性プラン改定ワーキング・グループ設置（8月）（旧高岡市） 

・女性プラン改定のための市民フォーラム開催（10～11月）（旧高岡市） 

2000(平成12)年 ・男女共同参画に関する意識・実態調査の実施 （4月）（旧高岡市） 

2001(平成13)年 ・男女平等推進プラン策定（3月）（旧高岡市） 

・新児童育成計画策定（3月）（旧高岡市） 

2002(平成14)年 ・健康福祉センター開設 (5月)（福岡町） 

2003(平成15)年 ・高岡いきいき健康プラン21策定（3月）（旧高岡市） 

・男女平等推進条例制定（6月）（旧高岡市） 

2004(平成16)年 ・男女平等推進条例施行（1月）（旧高岡市） 

・男女平等問題処理委員会設置（1月）（旧高岡市） 

・男女平等推進センター開設 (指定管理者制度による運営)（4月）（旧高岡市） 

・高岡市民病院に「女性専門外来」設置（5月） 

2005(平成17)年 ・男女平等・共同参画に関する意識・実態調査の実施（3月）（旧高岡市） 

・次世代育成支援行動計画（旧高岡市）、職員子育て支援プログラム策定（3月） 

（旧高岡市・福岡町） 

・男女平等・共同参画課をウイング・ウイング高岡6Ｆへ設置（男女平等・国際交

流課を改組・移転）（4月）（旧高岡市）  

・男女平等推進センターを市直営管理に見直し（4月）（旧高岡市） 

・ファミリー・サポート・センター開設（7月）（旧高岡市） 

・子育て支援センター開設(7月)（福岡町） 

・新「高岡市」発足（高岡市・福岡町合併）（11月） 

・高岡市男女平等推進条例施行（11月） 

・高岡市男女平等問題処理委員会設置・委員委嘱（11月） 

2006(平成18)年 ・「高岡市男女平等推進市民委員会」「高岡市男女平等推進センター運営協議会」「高

岡市男女平等推進ネットワーク会議」設置（2月） 

・高岡市総合計画市民アンケート調査実施（3月） 

・高岡市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定(3月) 

2007(平成19)年 ・高岡市男女平等推進庁内連絡会議設置（4月） 

・高岡市総合計画作成（9月） 

・高岡市男女平等問題処理委員委嘱期間満了に伴う委嘱（11月） 
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(2) 富山県の動き 

年 月 主 な 動 き 等 

1992(平成4)年 ・新とやま女性プラン策定 （3月） 

1996(平成8)年 ・富山県女性財団設立 (11月) 

1997(平成9)年 ・とやま男女共同参画プラン策定 （4月） 

・富山県女性総合センター「サンフォルテ」開設 （4月） 

2001(平成13)年 ・富山県男女共同参画推進条例制定 （4月） 

・富山県男女共同参画計画策定 （11月） 

2002(平成14)年 ・男女共同参画チーフ・オフィサー、設置開始（4月） 

・男女間における暴力に関する調査の実施（10月） 

2003(平成15)年 ・男女共同参画推進認証事業所、登録開始（4月） 

2004(平成16)年 ・男女共同参画社会に関する意識調査の実施（12月） 

2006(平成18)年 ・未来とやま子育てプラン（次世代育成支援富山県行動計画）策定(2月) 

・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画策定（3月） 

2007(平成19)年 ・富山県民男女共同参画計画(第2次)策定(2月) 

 

 

 

(3) 国の動き 

年 月 主 な 動 き 等 

1993(平成5)年 ・労働省「事業所内託児施設助成金」制度創設  

・中学校の「家庭科」男女共修 （4月） 

・「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」（パートタイム労働法）施行

(12月) 

1994(平成6)年 ・高等学校の「家庭科」男女共修 （4月） 

・労働省「仕事と育児両立支援特別援助事業」創設   

・総理府に「男女共同参画室」「男女共同参画審議会」設置（6月）､及び「男女共

同参画推進本部」設置 （7月） 

・「今後の子育て支援のための施策の基本的方向について」（エンゼルプラン）、「当

面の緊急保育対策等を推進するための基本的考え方」（緊急保育対策等5ヵ年事

業）を策定 （12月） 

・「新・高齢者保健福祉推進十ヵ年戦略」（新ゴールドプラン）策定 （12月） 

1995(平成7)年 ・「雇用保険法」改正法施行（育児休業給付を創設）（4月） 

・「ＩＬＯ第156号条約」（家族的責任を有する男女労働者の機会均等及び平等待

遇に関する条約）批准 （６月） 

・「育児休業等に関する法律」改正法施行（法律の題名の変更、介護休業を盛りこ

む等）（10月） 

1996(平成8)年 ・男女共同参画審議会「男女共同参画ビジョン～21世紀の新たな価値の創造～」

答申 （8月） 

・「優生保護法」改正法施行（題名を「母体保護法」とし、母性の生命健康の保護

を目的とした規定に限定）（9月） 

・「男女共同参画プラン～男女共同参画社会の形成の促進に関する2000（平成12）

年度までの国内行動計画～」策定 （12月） 
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1997(平成9)年 ・「男女共同参画審議会設置法」施行 （4月） 

・「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（育

児・介護休業法）」改正法（育児や家族介護を行う男女労働者について、深夜業

の制限の権利を創設）（4月） 

・「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（男女雇

用機会均等法）」改正法（募集・採用、配置・昇進についての女性差別の禁止、

職場におけるセクシュアル・ハラスメントの防止 等）（6月） 

・「労働基準法」改正法公布（女性労働者に対する時間外・休日労働、深夜業の規

制の解消等）（6月） 

・労働省設置法改正・施行（「都道府県女性少年室」に名称変更）（10月） 

・人口問題審議会「少子化に関する基本的考え方について－人口減少社会、未来

への責任と選択」報告 （10月） 

・経済企画庁「平成9年度国民生活白書（働く女性・新しい社会システムを求め

て）」公表 (11月) 

・「介護保険法」公布 （12月） 

1998(平成10)年 ・「男女雇用機会均等法」改正法施行（母性保護に関する規定）（4月） 

・「児童福祉法」改正法施行（保育所入所の仕組みが、措置から保護者の選択へ）

（4月） 

・「児童福祉法施行令」改正・施行（保母を「保育士」として男女共通の名称に）

（4月） 

・「児童福祉施設最低基準の一部を改正する省令」公布・施行（乳児の保育士の配

置基準を６対１から３対１に改善）（4月） 

・厚生省「平成10年版厚生白書（少子社会を考える－子供を産み育てることに『夢』

を持てる社会を）」公表 （6月） 

・「文部省組織令の一部を改正する政令」施行（文部省生涯学習局婦人教育課を「男

女共同参画学習課」に発展的改組）（7月） 

・男女共同参画審議会「男女共同参画社会基本法－男女共同参画社会を形成する

ための基礎的条件づくり－」答申 （11月） 

・「特定非営利活動促進法」（ＮＰＯ法）施行 （12月） 

・「少子化への対応を考える有識者会議」提言（「夢ある家庭づくりや子育てがで

きる社会を導くために（提言）」）（12月） 

1999(平成11)年 ・「男女雇用機会均等法」「労働基準法」「育児・介護休業法」改正法施行（4月）

・｢児童買春・児童ポルノ処罰法｣施行 （11月） 

・男女共同参画審議会「女性に対する暴力のない社会を目指して」答申（5月） 

・「男女共同参画社会基本法」施行 （6月） 

・「食料・農業・農村基本法」施行（女性の参画の促進を規定）（7月） 

・「少子化対策推進基本方針」（少子化対策推進関係閣議会議）(12月) 

・「重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画について」（新エンゼルプラ

ン）策定 （12月） 

・「今後５ヵ年間の高齢者保健福祉施策の方向（ゴールドプラン21）」策定(12月)
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2000(平成12)年 ・介護保険制度スタート（4月） 

・男女共同参画審議会「女性に対する暴力に関する基本的施策について」答申 

（7月） 

・男女共同参画審議会「男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本的な

方向について」答申（9月） 

・｢児童虐待防止法｣、「ストーカー規制法」施行（11月） 

・「男女共同参画基本計画」策定  （12月） 

2001(平成13)年 ・省庁再編により内閣府に男女共同参画局設置 （1月） 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律(ＤＶ防止法)」施行 

(10月) 

2003(平成15)年 ・「健康増進法」施行(5月) 

・｢女性のチャレンジ支援策｣男女共同参画推進本部決定(6月) 

・「次世代育成支援対策推進法」・｢少子化社会対策基本法｣施行(7月) 

2004(平成16)年 ・｢女性国家公務員の採用・登用の拡大等｣男女共同参画推進本部決定(4月) 

・｢児童虐待防止法｣改正法施行 （児童虐待の定義の見直し、通告義務の拡大等）

（10月） 

・「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（高年齢者雇用安定法）」改正法施行

（募集及び採用について上限年齢設定の理由の提示、シルバー人材センターが

行う一般労働者派遣事業の特例等）（12月） 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ防止法）」改正

法施行(退去命令の期間を２ヶ月間に拡大、元配偶者も保護命令の適用対象、接

近禁止命令の対象に子どもを含める等)（12月） 

2005(平成17)年 ・「育児・介護休業法」改正法施行（育児休業期間を子が１歳６ヶ月に達するまで

延長、介護休業の取得回数制限の緩和、子の看護休暇を１年に5日まで創設等）

（4月） 

・「児童福祉法」改正法施行 （児童相談に応じることを市町村の業務として法律

上明確化）（4月） 

・「男女共同参画基本計画（第2次）」策定（重点分野12項目、重点事項10項目）

（12月） 

2006(平成18)年 ・「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（高年齢者雇用安定法）」改正法施行

（65歳までの定年の引上げ、継続雇用制度の導入等）（4月） 

・「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」施行（4月）

・「教育基本法」改正法制定（普遍的な理念は大切にしながら、道徳心、自律心、

公共の精神など、教育の理念などについて規定）（12月） 

2007(平成19)年 ・「男女雇用機会均等法」改正法施行（男女双方に対する差別的取扱いの禁止、妊

娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等）（4月） 

・｢憲法改正の手続きを定める国民投票法｣成立（5月） 

・｢児童虐待防止法｣改正法制定 （児童相談所が強制的な立ち入り調査を行う権限

の付与等）（6月）(平成20年4月施行) 

・「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パートタイム労働法）」改正

法施行（一定の労働条件について明示が義務化、パート労働者の待遇を差別的

に取り扱うことが禁止等）（6月）(平成20年4月施行) 
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(4) 世界の動き 

年 月 主 な 動 き 等 

1993(平成5)年 ・国連世界人権会議「ウィーン宣言及び行動計画」採択 （6月） 

・国連「女性に対する暴力撤廃宣言」採択 (12月) 

1994(平成6)年 ・ＩＬＯ総会「ＩＬＯ第１７５号条約」（パートタイム労働に関する）を採択 

（6月） 

・「開発と女性」に関するアジア・太平洋大臣会議（「ジャカルタ宣言及び行動計

画」採択）（6月） 

・国連「世界人口・開発会議」（カイロ）開催（リプロダクティブ・ヘルス／ライ

ツ、性と生殖に関する健康・権利が取り上げられる）（9月） 

1995(平成7)年 ・社会開発サミット（コペンハーゲン）開催（貧困の女性化が取り上げられる） 

（3月） 

・第４回世界女性会議（北京）開催（「北京宣言及び行動網領」採択）（9月） 

2000(平成12)年 ・ＩＬＯ母性保護条約の改定案採択 （6月） 

・「国連特別総会女性2000年会議」（ニューヨーク）開催 （6月） 

・国連ミレニアム開発目標宣言 （9月） 

2003(平成15)年 ・第29回国連女子差別撤廃委員会 （7月） 

2005(平成17)年 ・国連「北京＋10」世界閣僚級会合（第 49 回国連婦人の地位委員会）(ニューヨ

ーク)（2月） 

2006(平成18)年 ・東アジア男女共同参画担当大臣会合(東京)(6月) 
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■ 日本国憲法（抄） 
昭和22年 5月3日  施行 

 
日本国民は、正当に選挙された国会におけ

る代表者を通じて行動し、われらとわれらの
子孫のために、諸国民との協和による成果と、
わが国全土にわたつて自由のもたらす恵沢
を確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨
禍が起ることのないやうにすることを決意
し、ここに主権が国民に存することを宣言し、
この憲法を確定する。そもそも国政は、国民
の厳粛な信託によるものであつて、その権威
は国民に由来し、その権力は国民の代表者が
これを行使し、その福利は国民がこれを享受
する。これは人類普遍の原理であり、この憲
法は、かかる原理に基くものである。われら
は、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅
を排除する。 

日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相
互の関係を支配する崇高な理想を深く自覚
するのであつて、平和を愛する諸国民の公正
と信義に信頼して、われらの安全と生存を保
持しようと決意した。われらは、平和を維持
し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠
に除去しようと努めてゐる国際社会におい
て、名誉ある地位を占めたいと思ふ。われら
は、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏か
ら免かれ、平和のうちに生存する権利を有す
ることを確認する。 

われらは、いづれの国家も、自国のことの
みに専念して他国を無視してはならないの
であつて、政治道徳の法則は、普遍的なもの
であり、この法則に従ふことは、自国の主権
を維持し、他国と対等関係に立たうとする各
国の責務であると信ずる。 

日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあ
げてこの崇高な理想と目的を達成すること
を誓ふ。 

 
第三章 国民の権利及び義務 

 
第 10 条 日本国民たる要件は、法律でこれ

を定める。  
第 11 条  国民は、すべての基本的人権の享

有を妨げられない。この憲法が国民に保障
する基本的人権は、侵すことのできない永
久の権利として、現在及び将来の国民に与
へられる。  

第 12条  この憲法が国民に保障する自由及
び権利は、国民の不断の努力によつて、こ
れを保持しなければならない。又、国民は、
これを濫用してはならないのであつて、常
に公共の福祉のためにこれを利用する責
任を負ふ。  

第 13 条  すべて国民は、個人として尊重さ
れる。生命、自由及び幸福追求に対する国
民の権利については、公共の福祉に反しな
い限り、立法その他の国政の上で、最大の
尊重を必要とする。  

第 14 条  すべて国民は、法の下に平等であ
つて、人種、信条、性別、社会的身分又は
門地により、政治的、経済的又は社会的関
係において、差別されない。  

２ 華族その他の貴族の制度は、これを認め
ない。  

３ 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いか
なる特権も伴はない。栄典の授与は、現に
これを有し、又は将来これを受ける者の一
代に限り、その効力を有する。  

第 15 条  公務員を選定し、及びこれを罷免
することは、国民固有の権利である。  

２ すべて公務員は、全体の奉仕者であつて、
一部の奉仕者ではない。  

３ 公務員の選挙については、成年者による
普通選挙を保障する。  

４ すべて選挙における投票の秘密は、これ
を侵してはならない。選挙人は、その選択
に関し公的にも私的にも責任を問はれな
い。  

第 16 条 何人も、損害の救済、公務員の罷
免、法律、命令又は規則の制定、廃止又は
改正その他の事項に関し、平穏に請願する
権利を有し、何人も、かかる請願をしたた
めにいかなる差別待遇も受けない。  

第 17条 何人も、公務員の不法行為により、
損害を受けたときは、法律の定めるところ
により、国又は公共団体に、その賠償を求
めることができる。  

第 18 条 何人も、いかなる奴隷的拘束も受け
ない。又、犯罪に因る処罰の場合を除いて
は、その意に反する苦役に服させられない。  

第 19 条 思想及び良心の自由は、これを侵
してはならない。  

第 20 条 信教の自由は、何人に対してもこ
れを保障する。いかなる宗教団体も、国か
ら特権を受け、又は政治上の権力を行使し
てはならない。  

２ 何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は
行事に参加することを強制されない。  

３ 国及びその機関は、宗教教育その他いか
なる宗教的活動もしてはならない。  

第 21 条 集会、結社及び言論、出版その他
一切の表現の自由は、これを保障する。  

２ 検閲は、これをしてはならない。通信の
秘密は、これを侵してはならない。  

第 22 条 何人も、公共の福祉に反しない限
り、居住、移転及び職業選択の自由を有す
る。  

２ 何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱
する自由を侵されない。  

第 23 条  学問の自由は、これを保障する。  
第 24 条 婚姻は、両性の合意のみに基いて

成立し、夫婦が同等の権利を有することを
基本として、相互の協力により、維持され
なければならない。  

２ 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選
定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその
他の事項に関しては、法律は、個人の尊厳
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と両性の本質的平等に立脚して、制定され
なければならない。  

第 25 条 すべて国民は、健康で文化的な最
低限度の生活を営む権利を有する。  

２ 国は、すべての生活部面について、社会
福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増
進に努めなければならない。  

第 26 条 すべて国民は、法律の定めるとこ
ろにより、その能力に応じて、ひとしく教
育を受ける権利を有する。  

２ すべて国民は、法律の定めるところによ
り、その保護する子女に普通教育を受けさ
せる義務を負ふ。義務教育は、これを無償
とする。  

第 27条 すべて国民は、勤労の権利を有し、
義務を負ふ。  

２ 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件
に関する基準は、法律でこれを定める。  

３ 児童は、これを酷使してはならない。  
第 28 条 勤労者の団結する権利及び団体交

渉その他の団体行動をする権利は、これを
保障する。  

第 29 条 財産権は、これを侵してはならな
い。  

２ 財産権の内容は、公共の福祉に適合する
やうに、法律でこれを定める。  

３ 私有財産は、正当な補償の下に、これを
公共のために用ひることができる。  

第 30 条 国民は、法律の定めるところによ
り、納税の義務を負ふ。  

第 31 条 何人も、法律の定める手続によら
なければ、その生命若しくは自由を奪はれ、
又はその他の刑罰を科せられない。  

第 32 条 何人も、裁判所において裁判を受
ける権利を奪はれない。  

第 33 条 何人も、現行犯として逮捕される
場合を除いては、権限を有する司法官憲が
発し、且つ理由となつてゐる犯罪を明示す
る令状によらなければ、逮捕されない。  

第 34 条 何人も、理由を直ちに告げられ、
且つ、直ちに弁護人に依頼する権利を与へ
られなければ、抑留又は拘禁されない。又、
何人も、正当な理由がなければ、拘禁され
ず、要求があれば、その理由は、直ちに本
人及びその弁護人の出席する公開の法廷
で示されなければならない。  

第 35 条 何人も、その住居、書類及び所持
品について、侵入、捜索及び押収を受ける
ことのない権利は、第三十三条の場合を除
いては、正当な理由に基いて発せられ、且
つ捜索する場所及び押収する物を明示す
る令状がなければ、侵されない。  

２ 捜索又は押収は、権限を有する司法官憲
が発する各別の令状により、これを行ふ。  

第 36 条 公務員による拷問及び残虐な刑罰
は、絶対にこれを禁ずる。  

第 37 条 すべて刑事事件においては、被告
人は、公平な裁判所の迅速な公開裁判を受
ける権利を有する。  

２ 刑事被告人は、すべての証人に対して審
問する機会を充分に与へられ、又、公費で
自己のために強制的手続により証人を求
める権利を有する。  

３ 刑事被告人は、いかなる場合にも、資格
を有する弁護人を依頼することができる。
被告人が自らこれを依頼することができ
ないときは、国でこれを附する。  

第 38 条 何人も、自己に不利益な供述を強
要されない。  

２ 強制、拷問若しくは脅迫による自白又は
不当に長く抑留若しくは拘禁された後の
自白は、これを証拠とすることができない。  

３ 何人も、自己に不利益な唯一の証拠が本
人の自白である場合には、有罪とされ、又
は刑罰を科せられない。  

第 39 条 何人も、実行の時に適法であつた
行為又は既に無罪とされた行為について
は、刑事上の責任を問はれない。又、同一
の犯罪について、重ねて刑事上の責任を問
はれない。  
 

第十章 最高法規 
 

第 97条 この憲法が日本国民に保障する基本
的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の
努力の成果であつて、これらの権利は、過
去幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の国民
に対し、侵すことのできない永久の権利と
して信託されたものである。  

第 98条 この憲法は、国の最高法規であつて、
その条規に反する法律、命令、詔勅及び国
務に関するその他の行為の全部又は一部は、
その効力を有しない。  

２ 日本国が締結した条約及び確立された
国際法規は、これを誠実に遵守することを
必要とする。  

第 99 条 天皇又は摂政及び国務大臣、国会
議員、裁判官その他の公務員は、この憲法
を尊重し擁護する義務を負ふ。  
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■ 女子差別撤廃条約 

（女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約） 

1979 (昭和54）年12月18日 採択 

1981 (昭和56）年 9月  3日 発効 

1985 (昭和60）年 6月 25日 批准 

 

 この条約の締約国は、 

 国際連合憲章が基本的人権、人間の尊厳及び価値

並びに男女の権利の平等に関する信念を改めて確

認していることに留意し、世界人権宣言が、差別は

容認することができないものであるとの原則を確

認していること、並びにすべての人間は生まれなが

らにして自由であり、かつ、尊厳及び権利について

平等であること並びにすべての人は性による差別

その他のいかなる差別もなしに同宣言に掲げるす

べての権利及び自由を享有することができること

を宣明していることに留意し、 

 人権に関する国際規約の締約国がすべての経済

的、社会的、文化的、市民的及び政治的権利の享有

について男女に平等の権利を確保する義務を負っ

ていることに留意し、国際連合及び専門機関の主催

の下に各国が締結した男女の権利の平等を促進す

るための国際条約を考慮し、 

 更に、国際連合及び専門機関が採択した男女の権

利の平等を促進するための決議、宣言及び勧告に留

意し、 

 しかしながら、これらの種々の文書にもかかわら

ず女子に対する差別が依然として広範に存在して

いることを憂慮し、 

 女子に対する差別は、権利の平等の原則及び人間

の尊厳の尊重の原則に反するものであり、女子が男

子と平等の条件で自国の政治的、社会的、経済的及

び文化的活動に参加する上で障害となるものであ

り、社会及び家族の繁栄の増進を阻害するものであ

り、また、女子の潜在能力を自国及び人類に役立て

るために完全に開発することを一層困難にするも

のであることを想起し、 

 窮乏の状況においては、女子が食糧、健康、教育、

雇用のための訓練及び機会並びに他の必要とする

ものを享受する機会が最も少ないことを憂慮し、 

 衡平及び正義に基づく新たな国際経済秩序の確

立が男女の平等の促進に大きく貢献することを確

信し、 

 アパルトヘイト、あらゆる形態の人種主義、人種

差別、植民地主義、新植民地主義、侵略、外国によ

る占領及び支配並びに内政干渉の根絶が男女の権

利の完全な享有に不可欠であることを強調し、 

 国際の平和及び安全を強化し、国際緊張を緩和し、

すべての国（社会体制及び経済体制のいかんを問わ

ない。）の間で相互に協力し、全面的かつ完全な軍

備縮小を達成し、特に厳重かつ効果的な国際管理の

下での核軍備の縮小を達成し、諸国間の関係におけ

る正義、平等及び互恵の原則を確認し、外国の支配

の下、植民地支配の下又は外国の占領の下にある人

民の自決の権利及び人民の独立の権利を実現し並

びに国の主権及び領土保全を尊重することが、社会

の進歩及び発展を促進し、ひいては、男女の完全な

平等の達成に貢献することを確認し、 

 国の完全な発展、世界の福祉及び理想とする平和

は、あらゆる分野において女子が男子と平等の条件

で最大限に参加することを必要としていることを

確信し、 

 家族の福祉及び社会の発展に対する従来完全に

は認められていなかった女子の大きな貢献、母性の

社会的重要性並びに家庭及び子の養育における両

親の役割に留意し、また、出産における女子の役割

が差別の根拠となるべきではなく、子の養育には男

女及び社会全体が共に責任を負うことが必要であ

ることを認識し、 

 社会及び家庭における男子の伝統的役割を女子

の役割とともに変更することが男女の完全な平等

の達成に必要であることを認識し、 

 女子に対する差別の撤廃に関する宣言に掲げら

れている諸原則を実施すること及びこのために女

子に対するあらゆる形態の差別を撤廃するための

必要な措置をとることを決意して、 

 次のとおり協定した。  

 

第1部 

 

第1条  

この条約の適用上、「女子に対する差別」とは、

性に基づく区別、排除又は制限であつて、政治的、

経済的、社会的、文化的、市民的その他のいかな

る分野においても、女子（婚姻をしているかいな

いかを問わない。）が男女の平等を基礎として人

権及び基本的自由を認識し、享有し又は行使する

ことを害し又は無効にする効果又は目的を有す

るものをいう。  

第2条  

締約国は、女子に対するあらゆる形態の差別を

非難し、女子に対する差別を撤廃する政策をすべ

ての適当な手段により、かつ、遅滞なく追求する

ことに合意し、及びこのため次のことを約束する。 

（a） 男女の平等の原則が自国の憲法その他の適

当な法令に組み入れられていない場合にはこ

れを定め、かつ、男女の平等の原則の実際的



 77

な実現を法律その他の適当な手段により確保

すること。 

（b） 女子に対するすべての差別を禁止する適当

な立法その他の措置（適当な場合には制裁を

含む。）をとること。 

（c） 女子の権利の法的な保護を男子との平等を

基礎として確立し、かつ、権限のある自国の

裁判所その他の公の機関を通じて差別となる

いかなる行為からも女子を効果的に保護する

ことを確保すること。 

（d） 女子に対する差別となるいかなる行為又は

慣行も差し控え、かつ、公の当局及び機関が

この義務に従って行動することを確保するこ

と。 

（e） 個人、団体又は企業による女子に対する差

別を撤廃するためのすべての適当な措置をと

ること。 

（f） 女子に対する差別となる既存の法律、規則、

慣習及び慣行を修正し又は廃止するためのす

べての適当な措置（立法を含む。）をとること。 

（g） 女子に対する差別となる自国のすべての刑

罰規定を廃止すること。 

第3条  

締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、社会的、

経済的及び文化的分野において、女子に対して男子

との平等を基礎として人権及び基本的自由を行使し

及び享有することを保障することを目的として、女

子の完全な能力開発及び向上を確保するためのすべ

ての適当な措置（立法を含む。）をとる。  

第4条 

1 締約国が男女の事実上の平等を促進することを目

的とする暫定的な特別措置をとることは、この条約

に定義する差別と解してはならない。ただし、その

結果としていかなる意味においても不平等な又は別

個の基準を維持し続けることとなってはならず、こ

れらの措置は、機会及び待遇の平等の目的が達成さ

れた時に廃止されなければならない。  

2 締約国が母性を保護することを目的とする特別措

置（この条約に規定する措置を含む。）をとること

は、差別と解してはならない。 

第5条 締約国は、次の目的のためのすべての適当な

措置をとる。 

（a） 両性いずれかの劣等性若しくは優越性の観念

又は男女の定型化された役割に基づく偏見及

び慣習その他あらゆる慣行の撤廃を実現する

ため、男女の社会的及び文化的な行動様式を修

正すること。 

（b） 家庭についての教育に、社会的機能としての

母性についての適正な理解並びに子の養育及

び教育における男女の共同責任についての認

識を含めることを確保すること。あらゆる場合

において、子の利益は最初に考慮するものとす

る。 

第6条  

締約国は、あらゆる形態の女子の売買及び女子の

売春からの搾取を禁止するためのすべての適当な

措置（立法を含む。）をとる。  

 

第2部 

 

第7条  

締約国は、自国の政治的及び公的活動における女

子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な

措置をとるものとし、特に、女子に対して男子と平

等の条件で次の権利を確保する。 

(a） あらゆる選挙及び国民投票において投票   

する権利並びにすべての公選による機関に選挙

される資格を有する権利 

（b） 政府の政策の策定及び実施に参加する権利並

びに政府のすべての段階において公職に就き及

びすべての公務を遂行する権利 

（c） 自国の公的又は政治的活動に関係のある非政

府機関及び非政府団体に参加する権利  

第8条  

締約国は、国際的に自国政府を代表し及び国際機

関の活動に参加する機会を、女子に対して男子と平

等の条件でかついかなる差別もなく確保するための

すべての適当な措置をとる。  

第9条 

1 締約国は、国籍の取得、変更及び保持に関し、   

女子に対して男子と平等の権利を与える。締約国は、

特に、外国人との婚姻又は婚姻中の夫の国籍の変更

が、自動的に妻の国籍を変更し、妻を無国籍にし又

は夫の国籍を妻に強制することとならないことを確

保する。 

2 締約国は、子の国籍に関し、女子に対して男子と平

等の権利を与える。  

 

第3部 

 

第10条  

締約国は、教育の分野において、女子に対して男

子と平等の権利を確保することを目的として、特に、

男女の平等を基礎として次のことを確保すること

を目的として、女子に対する差別を撤廃するための

すべての適当な措置をとる。 

（a） 農村及び都市のあらゆる種類の教育施設にお

ける職業指導、修学の機会及び資格証書の取得
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のための同一の条件。このような平等は、就学

前教育、普通教育、技術教育、専門教育及び高

等技術教育並びにあらゆる種類の職業訓練にお

いて確保されなければならない。 

（b） 同一の教育課程、同一の試験、同一の水準の

資格を有する教育職員並びに同一の質の学校施

設及び設備を享受する機会 

（c） すべての段階及びあらゆる形態の教育におけ

る男女の役割についての定型化された概念の撤

廃を、この目的の達成を助長する男女共学その

他の種類の教育を奨励することにより、また、

特に、教材用図書及び指導計画を改訂すること

並びに指導方法を調整することにより行うこと。 

（d） 奨学金その他の修学援助を享受する同一の機

会 

（e） 継続教育計画（成人向けの及び実用的な識字

計画を含む。）特に、男女間に存在する教育上の

格差をできる限り早期に減少させることを目的

とした継続教育計画を利用する同一の機会 

（f） 女子の中途退学率を減少させること及び早期

に退学した女子のための計画を策定すること。 

（g） スポーツ及び体育に積極的に参加する同一の

機会 

（h） 家族の健康及び福祉の確保に役立つ特定の教

育的情報（家族計画に関する情報及び助言を含

む。）を享受する機会  

第11条 

1 締約国は、男女の平等を基礎として同一の権利、特

に次の権利を確保することを目的として、雇用の分

野における女子に対する差別を撤廃するためのす

べての適当な措置をとる。 

（a） すべての人間の奪い得ない権利としての労働

の権利 

（b） 同一の雇用機会（雇用に関する同一の選考基

準の適用を含む。）についての権利 

（c） 職業を自由に選択する権利、昇進、雇用の保

障並びに労働に係るすべての給付及び条件につ

いての権利並びに職業訓練及び再訓練（見習、

上級職業訓練及び継続的訓練を含む。）を受ける

権利 

（d） 同一価値の労働についての同一報酬（手当を

含む。）及び同一待遇についての権利並びに労働

の質の評価に関する取扱いの平等についての権

利 

（e） 社会保障（特に、退職、失業、傷病、障害、

老齢その他の労働不能の場合における社会保

障）についての権利及び有給休暇についての権

利 

（f） 作業条件に係る健康の保護及び安全（生殖機

能の保護を含む。）についての権利  

2 締約国は、婚姻又は母性を理由とする女子に対する

差別を防止し、かつ、女子に対して実効的な労働の

権利を確保するため、次のことを目的とする適当な

措置をとる。 

（a） 妊娠又は母性休暇を理由とする解雇及び婚姻

をしているかいないかに基づく差別的解雇を

制裁を課して禁止すること。 

（b） 給料又はこれに準ずる社会的給付を伴い、か

つ、従前の雇用関係、先任及び社会保障上の利

益の喪失を伴わない母性休暇を導入すること。 

（c） 親が家庭責任と職業上の責務及び社会的活動

への参加とを両立させることを可能とするた

めに必要な補助的な社会的サービスの提供を、

特に保育施設網の設置及び充実を促進するこ

とにより奨励すること。 

（d） 妊娠中の女子に有害であることが証明されて

いる種類の作業においては、当該女子に対して

特別の保護を与えること。  

3 この条に規定する事項に関する保護法令は、科学上

及び技術上の知識に基づき定期的に検討するもの

とし、必要に応じて、修正し、廃止し、又はその適

用を拡大する。 

第12条 

1 締約国は、男女の平等を基礎として保健サービス

（家族計画に関連するものを含む。）を享受する機

会を確保することを目的として、保健の分野におけ

る女子に対する差別を撤廃するためのすべての適

当な措置をとる。  

2 1の規定にかかわらず、締約国は、女子に対し、妊

娠、分べん及び産後の期間中の適当なサービス（必

要な場合には無料にする。）並びに妊娠及び授乳の期

間中の適当な栄養を確保する。  

第13条 

 締約国は、男女の平等を基礎として同一の権利、

特に次の権利を確保することを目的として、他の経

済的及び社会的活動の分野における女子に対する

差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとる。 

（a） 家族給付についての権利 

（b） 銀行貸付け、抵当その他の形態の金融上   

の信用についての権利 

（c） レクリエーション、スポーツ及びあらゆ る

側面における文化的活動に参加する権利 

 

第14条 

1 締約国は、農村の女子が直面する特別の問題及び家

族の経済的生存のために果たしている重要な役割

（貨幣化されていない経済の部門における労働を含

む。）を考慮に入れるものとし、農村の女子に対する
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この条約の適用を確保するためのすべての適当な措

置をとる。  

2 締約国は、男女の平等を基礎として農村の女子が農

村の開発に参加すること及びその開発から生ずる利

益を受けることを確保することを目的として、農村

の女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当

な措置をとるものとし、特に、これらの女子に対し

て次の権利を確保する。 

（a） すべての段階における開発計画の作成          

及び実施に参加する権利 

（b） 適当な保健サービス（家族計画に関する情

報、カウンセリング及びサービスを含む。）を

享受する権利 

（c） 社会保障制度から直接に利益を享受する権

利 

（d） 技術的な能力を高めるために、あらゆる種

類（正規であるかないかを問わない。）の訓練

及び教育（実用的な識字に関するものを含む。）

並びに、特に、すべての地域サービス及び普及

サービスからの利益を享受する権利 

（e） 経済分野における平等な機会を雇用又は自

営を通じて得るために、自助的集団及び協同組

合を組織する権利 

（f） あらゆる地域活動に参加する権利 

（g） 農業信用及び貸付け、流通機構並びに適当

な技術を利用する権利並びに土地及び農地の

改革並びに入植計画において平等な待遇を享

受する権利 

（h） 適当な生活条件（特に、住居、衛生、電力

及び水の供給、運輸並びに通信に関する条件）

を享受する権利  

 

第4部 

 

第15条 

1 締約国は、女子に対し、法律の前の男子との  平

等を認める。  

2 締約国は、女子に対し、民事に関して男子と同一の

法的能力を与えるものとし、また、この能力を行使

する同一の機会を与える。特に、締約国は、契約を

締結し及び財産を管理することにつき女子に対し

て男子と平等の権利を与えるものとし、裁判所にお

ける手続のすべての段階において女子を男子と平

等に取り扱う。  

3 締約国は、女子の法的能力を制限するような法的効

果を有するすべての契約及び他のすべての私的文

書（種類のいかんを問わない。）を無効とすること

に同意する。  

4 締約国は、個人の移動並びに居所及び住所の選択の

自由に関する法律において男女に同一の権利を与

える。  

第16条 

1 締約国は、婚姻及び家族関係に係るすべての事項に

ついて女子に対する差別を撤廃するためのすべて

の適当な措置をとるものとし、特に、男女の平等を

基礎として次のことを確保する 

（a） 婚姻をする同一の権利 

（b） 自由に配偶者を選択し及び自由かつ完全な合

意のみにより婚姻をする同一の権利 

（c） 婚姻中及び婚姻の解消の際の同一の権利及び

責任 

（d） 子に関する事項についての親（婚姻をしてい

るかいないかを問わない。）としての同一の権

利及び責任。あらゆる場合において、子の利益

は至上である。 

（e） 子の数及び出産の間隔を自由にかつ責任をも

って決定する同一の権利並びにこれらの権利

の行使を可能にする情報、教育及び手段を享受

する同一の権利 

（f） 子の後見及び養子縁組又は国内法令にこれら

に類する制度が存在する場合にはその制度に

係る同一の権利及び責任。あらゆる場合におい

て、子の利益は至上である。 

（g） 夫及び妻の同一の個人的権利（姓及び職業を

選択する権利を含む。） 

（h） 無償であるか有償であるかを問わず、財産を

所有し、取得し、運用し、管理し、利用し及び

処分することに関する配偶者双方の同一の権

利  

2 児童の婚約及び婚姻は、法的効果を有しないものと

し、また、婚姻最低年齢を定め及び公の登録所への

婚姻の登録を義務付けるためのすべての必要な措

置（立法を含む。）がとられなければならない。  

 

第5部 

 

第17条 

1 この条約の実施に関する進捗状況を検討するため

に、女子に対する差別の撤廃に関する委員会（以下

「委員会」という。）を設置する。委員会は、この

条約の効力発生の時は18人の、35番目の締約国に

よる批准又は加入の後は23人の徳望が高く、かつ、

この条約が対象とする分野において十分な能力を

有する専門家で構成する。委員は、締約国の国民の

中から締約国により選出するものとし、個人の資格

で職務を遂行する。その選出に当たっては、委員の

配分が地理的に衡平に行われること並びに異なる

文明形態及び主要な法体系が代表されることを考
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慮に入れる。  

2 委員会の委員は、締約国により指名された者の名簿

の中から秘密投票により選出される。各締約国は、

自国民の中から1人を指名することができる。  

3 委員会の委員の最初の選挙は、この条約の効力発生

の日の後6箇月を経過した時に行う。国際連合事務

総長は、委員会の委員の選挙の日の遅くとも3箇月

前までに、締約国に対し、自国が指名する者の氏名

を2箇月以内に提出するよう書簡で要請する。同事

務総長は、指名された者のアルファベット順による

名簿（これらの者を指名した締約国名を表示した名

簿とする。）を作成し、締約国に送付する。  

4 委員会の委員の選挙は、国際連合事務総長により国

際連合本部に招集される締約国の会合において行

う。この会合は、締約国の3分の2をもって定足数

とする。この会合においては、出席し、かつ投票す

る締約国の代表によって投じられた票の最多数で、

かつ、過半数の票を得た指名された者をもって委員

会に選出された委員とする。  

5 委員会の委員は、4年の任期で選出される。ただし、

最初の選挙において選出された委員のうち9人の委

員の任期は、2年で終了するものとし、これらの9

人の委員は、最初の選挙の後直ちに、委員会の委員

長によりくじ引で選ばれる。  

6 委員会の5人の追加的な委員の選挙は、35番目の

批准又は加入の後、2から4までの規定に従って行

う。この時に選出された追加的な委員のうち2人の

委員の任期は、2年で終了するものとし、これらの

2人の委員は、委員会の委員長によりくじ引で選ば

れる。 

7 締約国は、自国の専門家が委員会の委員としての職

務を遂行することができなくなった場合には、その

空席を補充するため、委員会の承認を条件として自

国民の中から他の専門家を任命する。 

8 委員会の委員は、国際連合総会が委員会の任務の重

要性を考慮して決定する条件に従い、同総会の承認

を得て、国際連合の財源から報酬を受ける。  

9 国際連合事務総長は、委員会がこの条約に定める任

務を効果的に遂行するために必要な職員及び便益

を提供する。 

第18条 

1 締約国は、次の場合に、この条約の実施のためにと

った立法上、司法上、行政上その他の措置及びこれ

らの措置によりもたらされた進歩に関する報告を、

委員会による検討のため、国際連合事務総長に提出

することを約束する。 

（a） 当該締約国についてこの条約が効力を生ずる

時から1年以内 

（b） その後は少なくとも4年ごと、更には委員会

が要請するとき。 

2 報告には、この条約に基づく義務の履行の程度に影

響を及ぼす要因及び障害を記載することができる。 

第19条 

1 委員会は、手続規則を採択する。 

2 委員会は、役員を2年の任期で選出する。 

第20条 

1 委員会は、第18条の規定により提出される報告を

検討するために原則として毎年２週間を超えない

期間会合する。 

2 委員会の会合は、原則として、国際連合本部又は委

員会が決定する他の適当な場所において開催する。 

第21条 

1 委員会は、その活動につき経済社会理事会を通じて

毎年国際連合総会に報告するものとし、また、締約

国から得た報告及び情報の検討に基づく提案及び

一般的な性格を有する勧告を行うことができる。こ

れらの提案及び一般的な性格を有する勧告は、締約

国から意見がある場合にはその意見とともに、委員

会の報告に記載する。  

2 国際連合事務総長は、委員会の報告を、情報用とし

て、婦人の地位委員会に送付する。 

第22条 

 専門機関は、その任務の範囲内にある事項に関す

るこの条約の規定の実施についての検討に際し、代

表を出す権利を有する。委員会は、専門機関に対し、

その任務の範囲内にある事項に関するこの条約の

実施について報告を提出するよう要請することが

できる。 

 

第6部 

 

第23条 

 この条約のいかなる規定も、次のものに含まれる

規定であって男女の平等の達成に一層貢献するもの

に影響を及ぼすものではない。 

（a） 締約国の法令 

（b） 締約国について効力を有する他の国際条   

約又は国際協定  

第24条 

 締約国は、自国においてこの条約の認める権利の

完全な実現を達成するためのすべての必要な措置

をとることを約束する。  

 

第25条 

1 この条約は、すべての国による署名のために開放し

ておく。  

2 国際連合事務総長は、この条約の寄託者として指定

される。  
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3 この条約は、批准されなければならない。批准書は、

国際連合事務総長に寄託する。  

4 この条約は、すべての国による加入のために開放し

ておく。加入は、加入書を国際連合事務総長に寄託

することによって行う。  

 

第26条 

1 いずれの締約国も、国際連合事務総長にあてた書面

による通告により、いつでもこの条約の改正を要請

することができる。  

2 国際連合総会は、1の要請に関してとるべき措置が

あるときは、その措置を決定する。  

第27条 

1 この条約は、20番目の批准書又は加入書が国際連

合事務総長に寄託された日の後30日目の日に効力

を生ずる。  

2 この条約は、20番目の批准書又は加入書が寄託さ

れた後に批准し又は加入する国については、その批

准書又は加入書が寄託された日の後30日目の日に

効力を生ずる。  

第28条 

1 国際連合事務総長は、批准又は加入の際に行われた

留保の書面を受領し、かつ、すべての国に送付する。  

2 この条約の趣旨及び目的と両立しない留保は、認め

られない。  

3 留保は、国際連合事務総長にあてた通告によりいつ

でも撤回することができるものとし、同事務総長は、

その撤回をすべての国に通報する。このようにして

通報された通告は、受領された日に効力を生ずる。  

第29条 

1 この条約の解釈又は適用に関する締約国間の紛争

で交渉によって解決されないものは、いずれかの紛

争当事国の要請により、仲裁に付される。仲裁の要

請の日から6箇月以内に仲裁の組織について紛争当

事国が合意に達しない場合には、いずれの紛争当事

国も、国際司法裁判所規程に従って国際司法裁判所

に紛争を付託することができる。  

2 各締約国は、この条約の署名若しくは批准又はこの

条約への加入の際に、1の規定に拘束されない旨を

宣言することができる。他の締約国は、そのような

留保を付した締約国との関係において1の規定に拘

束されない。  

3 2の規定に基づいて留保を付した締約国は、国際連

合事務総長にあてた通告により、いつでもその留保

を撤回することができる。  

第30条 

  この条約は、アラビア語、中国語、英語、フラン

ス語、ロシア語及びスペイン語をひとしく正文とし、

国際連合事務総長に寄託する。 

 

以上の証拠として、下名は、正当に委任を受けて

この条約に署名した。 
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■ 男女共同参画社会基本法 

平成11年6月23日  施行 
 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊
重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実
現に向けた様々な取組が、国際社会における
取組とも連動しつつ、着実に進められてきた
が、なお一層の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の
成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変
化に対応していく上で、男女が、互いにその
人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別に
かかわりなく、その個性と能力を十分に発揮
することができる男女共同参画社会の実現
は、緊要な課題となっている。このような状
況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を 21
世紀の我が国社会を決定する最重要課題と
位置付け、社会のあらゆる分野において、男
女共同参画社会の形成の促進に関する施策
の推進を図っていくことが重要である。ここ
に、男女共同参画社会の形成についての基本
理念を明らかにしてその方向を示し、将来に
向かって国、地方公共団体及び国民の男女共
同参画社会の形成に関する取組を総合的か
つ計画的に推進するため、この法律を制定す
る。 

第１章 総則 
(目的) 

第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、
かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊
かで活力ある社会を実現することの緊要
性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に
関し、基本理念を定め、並びに国、地方公
共団体及び国民の責務を明らかにすると
ともに、男女共同参画社会の形成の促進に
関する施策の基本となる事項を定めるこ
とにより、男女共同参画社会の形成を総合
的かつ計画的に推進することを目的とす
る。 
(定義) 

第２条 この法律において、次の各号に掲げ
る用語の意義は、当該各号に定めるところ
による。 
一 男女共同参画社会の形成 男女が、社

会の対等な構成員として、自らの意思に
よって社会のあらゆる分野における活動
に参画する機会が確保され、もって男女
が均等に政治的、経済的、社会的及び文
化的利益を享受することができ、かつ、
共に責任を担うべき社会を形成すること
をいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会
に係る男女間の格差を改善するため必要
な範囲内において、男女のいずれか一方
に対し、当該機会を積極的に提供するこ
とをいう。 

(男女の人権の尊重) 
第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の

個人としての尊厳が重んぜられること、男

女が性別による差別的取扱いを受けない
こと、男女が個人として能力を発揮する機
会が確保されることその他の男女の人権
が尊重されることを旨として、行われなけ
ればならない。 
(社会における制度又は慣行についての配

慮) 
第４条 男女共同参画社会の形成に当たっ

ては、社会における制度又は慣行が、性別
による固定的な役割分担等を反映して、男
女の社会における活動の選択に対して中
立でない影響を及ぼすことにより、男女共
同参画社会の形成を阻害する要因となる
おそれがあることにかんがみ、社会におけ
る制度又は慣行が男女の社会における活
動の選択に対して及ぼす影響をできる限
り中立なものとするように配慮されなけ
ればならない。 
(政策等の立案及び決定への共同参画) 

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、
社会の対等な構成員として、国若しくは地
方公共団体における政策又は民間の団体
における方針の立案及び決定に共同して
参画する機会が確保されることを旨とし
て、行われなければならない。 
(家庭生活における活動と他の活動の両

立) 
第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を

構成する男女が、相互の協力と社会の支援
の下に、子の養育、家族の介護その他の家
庭生活における活動について家族の一員
としての役割を円滑に果たし、かつ、当該
活動以外の活動を行うことができるよう
にすることを旨として、行われなければな
らない。 
(国際的協調) 

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が
国際社会における取組と密接な関係を有
していることにかんがみ、男女共同参画社
会の形成は、国際的協調の下に行われなけ
ればならない。 
(国の責務) 

第８条 国は、第 3 条から前条までに定める
男女共同参画社会の形成についての基本
理念(以下「基本理念」という。)にのっと
り、男女共同参画社会の形成の促進に関す
る施策(積極的改善措置を含む。以下同
じ。)を総合的に策定し、及び実施する責
務を有する。 
(地方公共団体の責務) 

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっと
り、男女共同参画社会の形成の促進に関し、
国の施策に準じた施策及びその他のその
地方公共団体の区域の特性に応じた施策
を策定し、及び実施する責務を有する。 
(国民の責務) 

第 10 条 国民は、職域、学校、地域、家庭
その他の社会のあらゆる分野において、基
本理念にのっとり、男女共同参画社会の形
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成に寄与するように努めなければならな
い。 
(法制上の措置等) 

第 11 条 政府は、男女共同参画社会の形成
の促進に関する施策を実施するため必要
な法制上又は財政上の措置その他の措置
を講じなければならない。 
(年次報告等) 

第 12 条 政府は、毎年、国会に、男女共同
参画社会の形成の状況及び政府が講じた
男女共同参画社会の形成の促進に関する
施策についての報告を提出しなければな
らない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共
同参画社会の形成の状況を考慮して講じ
ようとする男女共同参画社会の形成の促
進に関する施策を明らかにした文書を作
成し、これを国会に提出しなければならな
い。 

 
第２章 男女共同参画社会の形成の促進に 

関する基本的施策 
 

(男女共同参画基本計画) 
第 13 条 政府は、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の総合的かつ計画的
な推進を図るため、男女共同参画社会の形
成の促進に関する基本的な計画(以下「男
女共同参画基本計画」という。)を定めな
ければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事
項について定めるものとする。 
一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策の大
綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参
画社会の形成の促進に関する施策を総合
的かつ計画的に推進するために必要な事
項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意
見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を
作成し、閣議の決定を求めなければならな
い。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議
の決定があったときは、遅滞なく、男女共
同参画基本計画を公表しなければならな
い。 

５ 前 2 項の規定は、男女共同参画基本計画
の変更について準用する。 
 (都道府県男女共同参画計画等) 

第 14 条 都道府県は、男女共同参画基本計
画を勘案して、当該都道府県の区域におけ
る男女共同参画社会の形成の促進に関す
る施策についての基本的な計画(以下「都
道府県男女共同参画計画」という。)を定
めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げ
る事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長
期的に講ずべき男女共同参画社会の形
成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の
区域における男女共同参画社会の形成
の促進に関する施策を総合的かつ計画
的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都
道府県男女共同参画計画を勘案して、当該
市町村の区域における男女共同参画社会
の形成の促進に関する施策についての基
本的な計画(以下「市町村男女共同参画計
画」という。)を定めるように努めなけれ
ばならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共
同参画計画又は市町村男女共同参画計画
を定め、又は変更したときは、遅滞なく、
これを公表しなければならない。 
(施策の策定等に当たっての配慮) 

第 15 条 国及び地方公共団体は、男女共同
参画社会の形成に影響を及ぼすと認めら
れる施策を策定し、及び実施するに当たっ
ては、男女共同参画社会の形成に配慮しな
ければならない。 
(国民の理解を深めるための措置) 

第 16 条 国及び地方公共団体は、広報活動
等を通じて、基本理念に関する国民の理解
を深めるよう適切な措置を講じなければ
ならない。 
(苦情の処埋等) 

第 17 条 国は、政府が実施する男女共同参
画社会の形成の促進に関する施策又は男
女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと
認められる施策についての苦情の処理の
ために必要な措置及び性別による差別的
取扱いその他の男女共同参画社会の形成
を阻害する要因によって人権が侵害され
た場合における被害者の救済を図るため
に必要な措置を講じなければならない。 
(調査研究) 

第 18 条 国は、社会における制度又は慣行
が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響
に関する調査研究その他の男女共同参画
社会の形成の促進に関する施策の策定に
必要な調査研究を推進するように努める
ものとする。 
(国際的協調のための措置) 

第 19 条 国は、男女共同参画社会の形成を
国際的協調の下に促進するため、外国政府
又は国際機関との情報の交換その他男女
共同参画社会の形成に関する国際的な相
互協力の円滑な推進を図るために必要な
措置を講ずるように努めるものとする。 
(地方公共団体及び民間の団体に対する支

援) 
第 20 条 国は、地方公共団体が実施する男

女共同参画社会の形成の促進に関する施
策及び民間の団体が男女共同参画社会の
形成の促進に関して行う活動を支援する
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ため、情報の提供その他の必要な措置を講
ずるように努めるものとする。 

 
第３章 男女共同参画会議 

 
(設置) 

第 21 条 内閣府に、男女共同参画会議(以下
「会議」という。)を置く。 
(所掌事務) 

第 22 条 会議は、次に掲げる事務をつかさ
どる。 
一 男女共同参画基本計画に関し、第 13

条第 3 項に規定する事項を処理すること。 
二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大

臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共
同参画社会の形成の促進に関する基本的
な方針、基本的な政策及び重要事項を調
査審議すること。 

三 前 2 号に規定する事項に関し、調査審
議し、必要があると認めるときは、内閣
総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を
述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形
成の促進に関する施策の実施状況を監視
し、及び政府の施策が男女共同参画社会
の形成に及ぼす影響を調査し、必要があ
ると認めるときは、内閣総理大臣及び関
係各大臣に対し、意見を述べること。 

(組織) 
第 23 条 会議は、議長及び議員 24 人以内を

もって組織する。 
(議長) 

第 24 条 議長は、内閣官房長官をもって充
てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 
(議員) 

第 25 条 議員は、次に掲げる者をもって充
てる。 
一 内閣官房長官以外の国務大臣のうち

から、内閣総理大臣が指定する者 
二 男女共同参画社会の形成に関し優れ

た識見を有する者のうちから、内閣総理
大臣が任命する者 

２ 前項第 2 号の議員の数は、同項に規定す
る議員の総数の 10 分の 5 未満であっては
ならない。 

３ 第 1 項第 2 号の議員のうち、男女のいず
れか一方の議員の数は、同号に規定する議
員の総数の 10 分の 4 未満であってはなら
ない。 

４ 第 1 項第 2 号の議員は、非常勤とする。 
(議員の任期) 

第 26条 前条第 1項第 2号の議員の任期は、
2 年とする。ただし、補欠の議員の任期は、
前任者の残任期間とする。 

２ 前条第 1 項第 2 号の議員は、再任される
ことができる。 
(資料提出の要求等) 

第 27 条 会議は、その所掌事務を遂行する
ために必要があると認めるときは、関係行

政機関の長に対し、監視又は調査に必要な
資料その他の資料の提出、意見の開陳、説
明その他必要な協力を求めることができ
る。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために
特に必要があると認めるときは、前項に規
定する者以外の者に対しても、必要な協力
を依頼することができる。 
(政令への委任) 

第 28 条 この章に定めるもののほか、会議
の組織及び議員その他の職員その他会議
に関し必要な事項は、政令で定める。 

 
 
 
 
 
附則（平成11年6月23日法律第78号）抄 
 

(施行期日) 
第１条 この法律は、公布の日から施行する。 

(男女共同参画審議会設置法の廃止) 
第２条 男女共同参画審議会設置法(平成 9

年法律第 7 号)は、廃止する。 
(経過措置) 

第３条 前条の規定による廃止前の男女共
同参画審議会設置法(以下「旧審議会設置
法」という。)第 1 条の規定により置かれ
た男女共同参画審議会は、第 21 条第 1 項
の規定により置かれた審議会となり、同一
性をもって存続するものとする。 

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置
法第 4 条第 1 項の規定により任命された男
女共同参画審議会の委員である者は、この
法律の施行の日に、第 23 条第 1 項の規定
により、審議会の委員として任命されたも
のとみなす。この場合において、その任命
されたものとみなされる者の任期は、同条
第 2 項の規定にかかわらず、同日における
旧審議会設置法第 4 条第 2 項の規定により
任命された男女共同参画審議会の委員と
しての任期の残任期間と同一の期間とす
る。 

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置
法第 5 条第 1 項の規定により定められた男
女共同参画審議会の会長である者又は同
条第 3 項の規定により指名された委員であ
る者は、それぞれ、この法律の施行の日に、
第 24 条第 1 項の規定により審議会の会長
として定められ、又は同条第 3 項の規定に
より審議会の会長の職務を代理する委員
として指名されたものとみなす。 
（総理府設置法の一部改正） 

第４条 総理府設置法（昭和 24 年法律第 127
号）の一部を次のように改正する。 
第 4 条第 4 号の次に次の一号を加える。 
四の二男女共同参画社会基本法（平成 11

年法律第 78 号）第 13 条第 3 項の規定に基
づき、同条第 1 項に規定する男女共同参画
基本計画の案を作成すること。 
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■ 国の男女共同参画基本計画[第2次] の概要 
          内閣府男女共同参画局資料 

 
第１部 基本的考え方 

計画の対象期間 
・施策の基本的方向…平成32 年（西暦2020 年）まで
を見通した長期的な施策の方向性 

・具体的施策…平成22 年（西暦2010 年）度末までに
実施する具体的施策 
 

男女共同参画基本計画（第２次）の重点事項 
① 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 
・2020 年までに、指導的地位に女性が占める割合が

少なくとも30 ％になるよう期待し、各分野の取組
を推進。 

② 女性のチャレンジ支援 
・一旦家庭に入った女性の再チャレンジ（再就職、
起業等）支援策を充実。 

③ 男女雇用機会均等の推進 
④ 仕事と家庭・地域生活の両立支援と働き方の見直
し 
・男性も含めた働き方の見直しを大幅かつ具体的に
推進。 

⑤ 新たな取組を必要とする分野における男女共同
参画の推進 
・（1）科学技術、（2）防災（災害復興を含む）、
（3）地域おこし・まちづくり・観光、（4）環境 

⑥ 男女の性差に応じた的確な医療の推進 
⑦ 男性にとっての男女共同参画社会の意義等を重
視した広報・啓発 

⑧ 男女平等を推進する教育・学習の充実 
⑨ 女性に対するあらゆる暴力の根絶 
・ 被害者の保護や支援等の施策の推進。 
・ 女性に対する暴力の予防のための対策の推進。 

⑩ あらゆる分野において男女共同参画の視点に立
って関連施策を立案・実施。 

 
第２部 施策の基本的方向と具体的施策 

 
１ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 
（１）国の政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 
（２）地方公共団体等における取組の支援、協力要請 
（３）企業、教育・研究機関、その他各種機関・団体

等の取組の支援 
（４）調査の実施及び情報・資料の収集、提供 
２ 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見

直し、意識の改革 
（１）男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の

見直し 
（２）国民的広がりを持った広報・啓発活動の展開 
（３）法律・制度の理解促進及び相談の充実 
（４）男女共同参画にかかわる調査研究、情報の収集・

整備・提供 
３ 雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇

の確保 
（１）雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の

確保対策の推進 
（２）母性健康管理対策の推進 
（３）女性の能力発揮促進のための援助 
（４）多様な就業ニーズを踏まえた雇用環境の整備 

（5）起業支援等雇用以外の就業環境の整備 
４ 活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画

の確立 
（１）あらゆる場における意識と行動の変革 
（２）政策・方針決定過程への女性の参画拡大 
（３）女性の経済的地位の向上と就業条件・環境 
（４）女性が住みやすく活動しやすい環境づくり 
（５）高齢者が安心して活動し、暮らせる条件の整備 
５ 男女の職業生活と家庭・地域生活の両立の支援 
（１）仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し 
（２）多様なライフスタイルに対応した子育て支援策

の充実 
（３）家庭生活、地域社会への男女の共同参画の促進 
６ 高齢者等が安心して暮らせる条件の整備 
（１）高齢者の社会参画に対する支援 
（２）高齢者が安心して暮らせる介護体制の構築 
（３）高齢期の所得保障 
（４）障害者の自立した生活の支援 
（５）高齢者及び障害者の自立を容易にする社会基盤

の整備 
７ 女性に対するあらゆる暴力の根絶 
（１）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づ

くり 
（２）配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等

の推進 
（３）性犯罪への対策の推進 
（４）売買春への対策の推進 
（５）人身取引への対策の推進 
（６）セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進 
（７）ストーカー行為等への対策の推進 
８ 生涯を通じた女性の健康支援 
（１）生涯を通じた女性の健康の保持増進 
（２）妊娠・出産等に関する健康支援 
（３）健康をおびやかす問題についての対策の推進 
９ メディアにおける男女共同参画の推進 
（１）女性の人権を尊重した表現の推進のためのメデ

ィアの取組の支援等 
（２）国の行政機関の作成する広報・出版物等におけ

る性差別につながらない表現の促進 
１０ 男女共同参画を推進し多様な選択を可能にす

る教育・学習の充実 
（１）男女平等を推進する教育・学習 
（２）多様な選択を可能にする教育・学習機会の充実 
１１ 地球社会の「平等・開発・平和」への貢献 
（１）国際規範・基準の国内への取り入れ・浸透 
（２）地球社会の「平等・開発・平和」への貢献 
１２ 新たな取組を必要とする分野における男女共

同参画の推進 
（１）科学技術 
（２）防災（災害復興を含む） 
（３）地域おこし、まちづくり、観光 
（４）環境 

第３部 計画の推進 
 

１ 国内本部機構の組織・機能等の拡充強化 
（１）男女共同参画会議の機能発揮 
（２）総合的な推進体制の整備・強化等 
２ 国の地方公共団体、ＮＰＯ、ＮＧＯに対する支援、

国民の理解を深めるための取組の強化 
３ 女性のチャレンジ支援 
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■ 高岡市男女平等推進条例 

平成 17 年 11 月 1 日 施行  
 

我が国では、日本国憲法において個人の尊
重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実
現に向けて「女子に対するあらゆる形態の差
別の撤廃に関する条約」を軸とした国際的な
取組みとも連動しながら、男女共同参画社会
基本法の制定等、法制度の整備を中心に様々
な取組みが進められてきた。 

高岡市においても、市民の積極的な活動と
働きかけのもとに、高岡市女性プラン、高岡
市男女平等推進プランの策定等様々な施策
に取り組み、制度や体制づくりに成果をみて
きている。 

しかしながら、社会の現状をみると「男は
仕事、女は家庭」といった固定的な性別役割
分担意識やこれを反映した社会制度や慣行
は今なお残り、政策・方針決定過程への参画
の男女格差、職場での登用や賃金等の男女格
差、配偶者からの暴力の存在など真の男女平
等の達成には未だに多くの課題が残されて
いる。 

また、今後一層進む少子高齢化等社会経済
情勢の変化に対応して、高岡市が将来にわた
り豊かで活力あるまちであるためには、この
ような課題の解消に努め、男女が性別にかか
わりなく、一人ひとりが持つ個性と能力を十
分発揮し、自らの意思によってあらゆる分野
に参画し、喜びも責任も分かち合う男女平等
と男女共同参画の実現を図ることが重要か
つ急務となっている。 

これらを踏まえ、市、市民、事業者等が一
体となって日本国憲法に保障されている男
女平等の社会の形成に向けての取組を総合
的、計画的に推進するため、この条例を制定
する。 

 
第 1 章 総則 

 
(目的) 

第 1 条 この条例は、日本国憲法に保障され
ている男女平等と男女共同参画(以下「男
女平等・共同参画」という。)の推進につ
いて、基本理念を定め、市、市民及び事業
者等の責務を明らかにするとともに、施策
の基本的な事項を定め、男女平等・共同参
画の推進に関する施策を総合的かつ計画
的に実施し、もって男女平等社会を形成す
ることを目的とする。 
(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げ
る用語の意義は、当該各号に定めるところ
による。 
(1) 男女平等社会 男女共同参画社会基

本法(平成 11 年法律第 78 号)に掲げる
「男女共同参画」を通して実現する、
男女が性別に起因する政治的、経済的、
社会的、心理的その他あらゆる形態の

差別を受けない社会をいう。 
(2) 積極的格差改善措置 社会のあらゆ

る分野における活動に参画する機会
に係る男女間の格差を改善するため、
必要な範囲内において、男女のいずれ
か一方に対し、参画機会を積極的に提
供することをいう。 

(3) 事業者等 市内に事務所若しくは事
業所を有する法人、個人及びその他民
間団体をいう。 

(4) 配偶者等からの暴力 夫婦間、恋愛関
係にある男女間その他親密な関係にあ
る男女間並びに過去にそのような関係
にあった男女間に起こる身体的及び心
理的暴力をいう。 

(5) セクシュアル・ハラスメント 他の者
に対し、その意に反する性的な言動に
より、相手方の対応によって不利益を
与える行為又は相手方の生活環境を害
する行為をいう。 

(6) 市民 市内に住所を有する者、市内の
事務所若しくは事業所に勤務する者又
は市内の学校に通学する者をいう。 

(基本理念) 
第 3 条 男女平等・共同参画の推進は、次の

基本理念に基づいて行われなければなら
ない。 
(1) 男女の個人としての尊厳が重んぜら

れること、男女が直接的であるか間接
的であるかを問わず性別による差別的
取扱いを受けないこと、男女が個人と
しての能力を発揮する機会が確保され
ることその他の男女の人権が尊重され
ること。 

(2) 社会における制度又は慣行等が、固定
的な性別役割分担意識を反映して、男
女の社会における活動が制限されるこ
とのないよう見直し、家庭、職場、学
校、地域その他の社会のあらゆる場に
おいて、自らの意志と責任において多
様な活動が選択できるよう配慮されな
ければならないこと。 

(3) 男女が社会の対等な構成員として、市
及び事業者等における政策又は方針の
立案及び決定に平等に参画する機会が
確保されるよう努めなければならない
こと。 

(4) 男女が固定的な性別役割分担意識に
とらわれず、家庭生活においては家族
の一員としての役割を果たし、かつ、
職場や地域等のあらゆる分野における
活動に平等に参画し、両立できること。 

(5) 女性の生涯にわたる健康を権利とし
て保障する考え方を尊重し、男女が生
涯を通じて身体的、精神的及び社会的
に良好な状態であるよう図られること。 

(6) 男女平等・共同参画の推進が国際社会
における取組と密接な関係を有してい
ること及び高岡市の地域特性にかんが
み、地域の在住外国人と相互に理解と
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交流を深めつつ、その推進は国際的協
調の下に行われること。 

(市の責務) 
第 4 条 市は、男女平等社会の形成の促進を

市の主要な政策と位置付け、前条に規定す
る基本理念(以下「基本理念」という。)に
のっとり、男女平等・共同参画の推進に関
する施策(積極的格差改善措置を含む。以
下同じ。)を総合的に策定し、及び実施す
る責務を有する。 

2 市は、学校教育、生涯教育等あらゆる分
野の教育の場において、男女平等・共同参
画の視点に立った教育を行うよう努める
とともに、市民及び事業者等が取り組む男
女平等・共同参画に関する学習及び活動を
支援するための適切な措置を講ずるもの
とする。 

3 市は、国及び他の地方公共団体と連携を
図り、市民及び事業者等との積極的な協働
のもとに、男女平等社会の形成に努めるも
のとする。 
(市民の責務) 

第 5条 市民は、基本理念にのっとり、家庭、
職場、学校、地域その他の社会のあらゆる
分野において男女平等・共同参画の推進に
努めるものとする。 

2 市民は、固定的な性別役割分担意識にと
らわれることなく個性を尊重し、多様な生
き方を認め合う男女平等社会への理解を
深めるとともに、子供達を育む家庭及び地
域における教育の重要性にかんがみ、男女
平等・共同参画の視点に立った教育の役割
を担うよう努めるものとする。 

3 市民は、市の政策形成への参画及び市が
実施する男女平等・共同参画を推進する施
策に協力するよう努めるものとする。 
(事業者等の責務) 

第 6 条 事業者等は、その事業活動を行うに
当たっては、基本理念にのっとり、男女平
等・共同参画の推進に努めるものとする。 

2 事業者等は、市の政策形成への参画及び
市が実施する男女平等・共同参画を推進す
る施策に協力するよう努めるものとする。 
(性別による権利侵害の禁止等) 

第 7 条 何人も、次に掲げる男女の人権を損
なう行為を行ってはならない。 
(1) 家庭、職場、学校、地域その他社会の

あらゆる場における性別を理由とし
た差別的取扱い 

(2) 家庭、職場、学校、地域その他社会の
あらゆる場におけるセクシュアル・ハ
ラスメント 

(3) 配偶者等からの暴力をはじめとする
男女平等を阻害する暴力的行為 

2 市は、前項の行為により被害を受けた市
民の相談に対応するものとし、その対応に
ついては、相談窓口を設置するとともに、
関係機関及び団体と連携し必要な支援等
に努めるものとする。 

 

第 2 章 基本的施策 
 

(行動計画の策定) 
第 8 条 市長は、男女平等社会の形成の促進

に関する施策の総合的かつ計画的な推進
を図るため行動計画を策定する。 

2 行動計画は、次に掲げる事項について定
めるものとする。 
(1) 総合的かつ長期的に講ずべき男女平

等・共同参画の推進に関する施策の大
綱 

(2) 男女平等・共同参画の推進に関する施
策を総合的かつ計画的に推進するため
に必要な事項 

3 市長は、行動計画を策定するに当たって
は、あらかじめ市民及び事業者等の意見を
反映することができるよう適切な措置を
講ずるとともに、高岡市男女平等推進市民
委員会に諮問するものとする。 

4 市長は、行動計画を策定したときは、こ
れを公表するものとする。 

5 前 2 項の規定は、行動計画の変更につい
て準用する。 
(積極的格差改善措置) 

第 9 条 市は、市の機構のあらゆる分野にお
ける活動において、男女平等・共同参画を
阻害する要因の解消を図り、男女の平等な
参画の機会の確保に努めるものとする。 

2 市長は、市の審議会、委員会等の附属機
関その他これに準ずるものの構成員を委
嘱し、若しくは任命するとき又は市の執行
機関の委員を選任するときは、前条に定め
る行動計画に数値目標を掲げ、できる限り
男女の均衡を図るよう努めるものとする。 
(推進体制の整備) 

第 10 条 市は、関係部局相互の連携及び調
整により、男女平等・共同参画の推進に関
する施策の総合的かつ効果的な実施を図
るため、全庁的な推進体制を整備するもの
とする。 

2 市は、男女平等社会の形成の促進を図る
ため、市、市民及び事業者等が互いに協働
し、男女平等・共同参画の推進に関する諸
施策及び諸事業を全市的に推進する体制
を整備するものとする。 
(拠点施設の設置) 

第 11 条 市は、男女平等・共同参画を推進
する市民の活動の拠点であるとともに、男
女平等・共同参画の推進に関する施策を総
合的に進める拠点となる施設を設置する。 
(広報活動) 

第 12 条 市は、男女平等社会の形成につい
て市民及び事業者等の理解を深めるため、
積極的に広報活動を行うとともに、情報の
発信に当たっては、性別に基づく固定観念
にとらわれないよう表現に配慮するもの
とする。 
(市民及び事業者等に対する支援) 

第 13 条 市は、市民及び事業者等が行う男
女平等・共同参画の推進に関する活動に対
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して、情報の提供その他の必要な支援を行
うものとする。 
(調査研究) 

第 14 条 市は、男女平等・共同参画の推進
に関する施策を策定し、及び施策を効果的
に推進していくため、必要な調査研究を行
い、その成果を発表するものとする。 
(雇用の分野における男女平等・共同参画

の推進) 
第 15 条 市は、事業者等に対し、雇用の分

野において男女平等・共同参画が推進され
るよう、情報の提供その他の必要な支援を
行うよう努めるものとする。 

2 市は、事業者等の男女平等・共同参画の
推進に関する積極的な取組の奨励に努め
るものとする。 

3 市は、男女平等・共同参画の推進に必要
があると認めるときは、事業者等に対し、
職場における男女平等・共同参画の状況に
ついて報告を求めることができる。 

4 市は、前項の報告により把握した男女平
等・共同参画の状況を取りまとめ発表する
ことができる。 
(国際的理解と交流を深める措置) 

第 16 条 市は、男女平等・共同参画の推進
に関する国際的活動への理解を深め、協力
するとともに、市内に在住する外国人と市
民の相互の理解と交流を深める施策の推
進を図るものとする。 
(年次報告) 

第 17 条 市は、毎年、男女平等・共同参画
の推進状況及び施策の実施状況等につい
て報告書を作成し、発表するものとする。 
(財政上の措置等) 

第 18 条 市は、男女平等・共同参画の推進
に関する施策を実施するため、必要な財政
上の措置その他の措置を講ずるものとす
る。 

 
第 3 章 苦情の処理 

 
(高岡市男女平等問題処理委員会) 

第 19 条 市長は、市民及び事業者等からの
次条に規定する申出を適切かつ迅速に処
理するため、高岡市男女平等問題処理委員
会(以下「処理委員会」という。)を置く。 

2 処理委員会の委員の定数は、3 人以内とし、
男女平等・共同参画の推進に関し優れた識
見を有する者のうちから、市長が委嘱する。 

3 委員の任期は、2 年とし、再任を妨げない。
ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任
期間とする。 

4 委員は、職務上知り得た秘密を漏らして
はならない。その職を退いた後も、同様と
する。 
(苦情等の申出) 

第 20 条 市民及び事業者等は、次に掲げる
場合には、処理委員会に苦情等を申し出る
ことができる。 
(1) 市が実施する男女平等・共同参画の推

進に関する施策又はその推進に影響を
及ぼすと認められる施策についての苦
情がある場合 

(2) 性別による差別的取扱いその他の男
女平等を阻害する要因により人権侵害
の問題が生じた場合 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のい
ずれかに該当するものについては、処理委
員会にその旨を申し出ることができない。 
(1) 判決、裁決等により確定した事案 
(2) 裁判所において係争中又は行政庁に

おいて不服申立て審理中の事案 
(3) 地方公共団体の議会に対する請願又

は陳情の事案 
(4) 処理委員会が行った処理に関する事

案 
(5) 人権侵害に関する申出について、人権

侵害のあった日から 1 年を経過してい
る事案。ただし、正当な理由があると
処理委員会が認めるときは、この限り
でない。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、調査する
ことが適当でないと処理委員会が認め
る事案 

(調査、処理及び報告) 
第 21 条 処理委員会は、前条第 1 項の規定

による申出があった場合は、次に掲げる事
務を行う。 
(1) 前条第 1項第 1号の場合 必要に応じ

て、市の施策を行う機関に対し、説明
を求め、その保有する関係書類その他
の記録を閲覧し、又はその写しの提出
を求めるとともに、必要があると認め
るときは、当該機関に対して意見の表
明又は是正措置の勧告を行うこと。 

(2) 前条第 1 項第 2 号の場合 必要に応
じて、関係者に対し、その協力を得た
上で資料の提出及び説明を求めると
ともに、必要があると認めるときは、
当該関係者に助言又は是正の要望を
行うこと。 

2 前項第 1 号の意見の表明又は是正措置の
勧告を受けた機関は、当該意見の表明又は
是正措置の勧告に適切かつ迅速に対応す
るとともに、その状況を速やかに処理委員
会に報告するものとする。 

3 処理委員会は、第 1 項第 2 号の助言又は
是正の要望を行った関係者に対し、当該助
言又は是正の要望への対応の状況につい
て報告を求めることができる。 

4 処理委員会は、第 1 項に規定する事務の
処理の状況並びに第 2項及び前項の規定に
より、報告を受けた対応の状況について、
苦情等の申出を行った者に通知するとと
もに、必要に応じて関係する市の機関その
他の機関に通知するものとする。 
(委任) 

第 22 条 この章に定めるもののほか、苦情
の処理に関し必要な事項は、規則で定める。 
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第 4 章 高岡市男女平等推進市民委員会 
 

(設置) 
第 23 条 男女平等社会の形成の促進に関し、

次条に掲げる重要事項を審議するため、高
岡市男女平等推進市民委員会(以下「市民
委員会」という。)を置く。 
(市民委員会の任務) 

第 24 条 市民委員会は、市長の諮問に応じ、
次に掲げる事項について調査及び審議を
行う。 
(1) 男女平等・共同参画の推進に関する事

項 
(2) 男女平等・共同参画に関する諸施策の

推進状況等に関する事項その他男女平
等・共同参画の推進に必要と認められ
る事項 

2 市民委員会は、前項各号に規定する事項
に関し、意見を述べることができる。 
(組織等) 

第 25 条 市民委員会は、20 人以内の委員で
組織する。 

2 委員は、市内の各界各層の団体から推薦
された者、公募に応じた者及び有識者のう
ちから市長が委嘱する。 

3 委員の任期は、2 年とする。ただし、委員
に欠員が生じた場合における補欠委員の
任期は、前任者の残任期間とする。 

4 市民委員会に会長及び副会長を置き、会
長は委員の互選によるものとし、副会長は
会長の指名によるものとする。 

5 会長は、市民委員会を代表し、その事務
を統括する。 

6 会長は、必要があると認めるときは会議
に関係者の出席を求め、その意見又は説明
を聴くことができる。 
(専門部会) 

第 26 条 市民委員会に、必要な事項を専門
的に調査し、及び検討するため、専門部会
を置くことができる。 

2 専門部会は、専門委員若干人で組織する。 
3 専門委員は、市民委員会の委員及び男女

平等・共同参画の推進に関し識見を有する
者のうちから市長が委嘱する。 
(運営事項の委任) 

第 27 条 この章に定めるもののほか、委員
会の運営に関し必要な事項は、市長が別に
定める。 

 
第 5 章 雑則 

(委任) 
第 28 条 この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。 
 
 
 
 
 
 
 

附 則 
 

(施行期日) 
1 この条例は、平成 17 年 11 月 1 日から施

行する。 
(経過措置) 

2 この条例の施行の日の前日までに、合併
前の高岡市男女平等推進条例(平成 15 年高
岡市条例第 18 号)の規定によりなされた手
続その他の行為は、この条例の相当規定に
よりなされた手続その他の行為とみなす。 
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■ 高岡市男女平等推進市民委員会委員名簿  

          （五十音順、敬称略） 
 氏 名 団体名・所属名 起草委員 ○ 

会長 大石  昂 富山大学生涯学習教育研究センター長・教授  

副会長 辻 やす子 地域女性ネット高岡会長 ○（委員長） 

穴田 甚朗 高岡市農業協同組合代表理事組合長  

尾崎  寛 公募委員  

彼谷  環 富山国際大学専任講師 ○ 

川田 正信 高岡市連合自治会理事  

小間 茂雄 高岡商工会議所総務財政常任委員会副委員長 ○ 

西海 俊和 連合富山高岡地域協議会副議長  

谷口 貴都 高岡法科大学教授 ○（副委員長）

道具 志朗 公募委員  

日和 祐樹 

(藤澤 輝雄～H19.7） 
高岡市社会福祉協議会副会長  

日尾 幸子 

(鎌谷 克彦 ～H19.5） 
高岡人権擁護委員協議会高岡地区委員会会長  

久湊 洋子 高岡女性の会連絡会委員  

開  章夫 

(川橋 剛之 ～H19.7） 
高岡青年会議所副理事長  

増岡 一郎 福岡町商工会副会長  

向 富士子 富山県男女共同参画推進員高岡連絡会会長  

村上委千子 公募委員  

梁瀬 温子 キラッと福岡ネット会長 ○ 

山下 清子 公募委員 ○ 

委員 

吉村 紘子 高岡市社会教育委員 ○ 

計 20 名（起草委員会７名） 

※１ 平成 19 年 12 月 26 日答申時現在   ※２（ ）内は、前任者と任期 
※３ 起草委員は基本計画素案作成のため市民委員から会長が指名 
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■ 高岡市男女平等推進庁内連絡会議設置要綱 

  

（設置） 

第１条 市における男女平等社会の形成に向けた施策

の総合的かつ効果的な推進を図るため、高岡市男女

平等推進庁内連絡会議（以下「連絡会議」という。）

を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 連絡会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

 (１) 高岡市男女平等推進プランに掲げる施策の総

合的な推進に関すること。 

 (２) 高岡市男女平等推進プランに掲げる施策の連

絡調整に関すること。 

 (３) 前２号に掲げるもののほか、男女平等・共同

参画について必要と認められる事項に関するこ

と。 

（組織） 

第３条 連絡会議は、委員長、副委員長及び委員をも

って組織する。 

２ 委員長は、市長とする。 

３ 副委員長は、副市長とする。 

４ 委員は、別表第１に掲げる者とする。 

５ 委員長は、会務を総理する。 

６ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があ

るときはその職務を代理する。 

（会議） 

第４条 連絡会議は、委員長が招集する。 

（幹事会） 

第５条 連絡会議に、別表第２に掲げる者をもって構

成する幹事会を置く。 

２ 幹事会は、連絡会議の実施すべき事項について検

討を行うほか、委員長の指示する事項を処理する。 

３ 幹事会は、経営企画部長が招集し、その運営に当

たるものとする。 

（主任会議） 

第６条 連絡会議に主任会議を置く。 

２ 主任は、幹事が指名する施策担当者とする。 

３ 主任会議は、幹事会の指示に基づき、必要な事項

について調査・研究（ワーキング等）する。 

（庶務） 

第７条 連絡会議の庶務は、経営企画部男女平等・共

同参画課において処理する。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、

別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成19年4月1日から施行する。 

 
 
 
 
 
別表第１（第３条関係） 

教育長 水道事業管理者 経営企画部長  

総務部長 産業振興部長 生活環境部長 

福祉保健部長 建設部長 都市整備部長 

福岡総合行政センター所長 市民病院事務局長

会計管理者 消防長 農業委員会事務局長 

議会事務局長 

 
 
 
 
 
別表第２（第５条関係） 

 

都市経営課長 広報統計課長  

男女平等・共同参画課長 総務課長 人事課長 

工業振興課長 商業観光課長 農業水産課長 

地域安全課長 市民協働課長 環境サービス課長

社会福祉課長 児童育成課長 高齢介護課長 

保険年金課長  健康増進課長 道路建設課長 

都市計画課長 地域振興課長 

市民病院事務局総務課長 会計課長 

消防本部総務課長 水道局総務課長 

教育委員会総務課長 学校教育課長 生涯学習課長

体育保健課長 少年育成センター所長 

農業委員会事務局次長 議会事務局議事調査課長 
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■ 高岡市男女平等推進プラン策定の経過 

 

年月日 内       容 

平成 18 年 

 

2 月 28 日 

 

 

5 月 9 日 

5 月 10 日 

 

 

8 月 28 日 

 

9 月 25 日 

 

11 月 16 日 

 

11 月 24 日 

～27 日 

 

12 月 1 日 

 

 

12 月 4 日 

 

 

 

平成 19 年 

 

1 月 15 日 

 

 

1 月 30 日・ 

2 月 13 日 

 

3 月 9 日 

 

 

3 月 22 日 

 

 

4 月 9 日 

 

 

5 月 7 日 

～18 日 

 

 

 

男女平等推進市民委員会（第 1 回） 

 [･委員委嘱、会長・副会長の選任、新たな男女平等推進プラン策定諮問] 

 

男女平等推進庁内連絡会議（第 1 回） 

男女平等推進庁内連絡会議幹事会及び主任会議（第 1 回） 

 [･策定体制､スケジュールについて] 

 

男女平等推進市民委員会（第 2 回）[･策定の考え方、体制等について] 

  

市議会総務文教常任委員会（報告）[･策定体制､スケジュールについて] 

 

男女平等推進市民委員会（第 3 回）[･基本理念・体系について] 

 

市議会各会派説明[･基本理念・体系について] 

 

 

男女平等推進庁内連絡会議（第 2 回） 

[･体系骨子報告､事業計画等の照会] 

 

男女平等推進庁内連絡会議幹事会（第 2 回） 

[･体系骨子報告､事業計画､数値目標の検討依頼] 

 

 

 

 

男女平等推進庁内連絡会議主任会議（第 2 回） 

[･事業計画､数値目標の照会] 

 

市民団体から市長に対し、プランに対する要望書提出（3 団体） 

[･市関係各課に回覧及び男女平等推進市民委員会へ送付] 

 

男女平等推進市民委員会 起草委員会（第 1 回） 

[･基本計画素案及び市民団体要望の検討について] 

 

男女平等推進市民委員会 起草委員会（第 2 回） 

[･基本計画素案の検討について] 

 

男女平等推進市民委員会 起草委員会（第 3 回） 

[･基本計画素案の取りまとめについて] 

 

市各課へ基本計画素案の照会 

 

 



 93

 

 

 

 

年月日 内       容 

 

8 月 1 日 

 

 

8 月 6 日 

 

 

9 月 3 日 

～30 日 

 

9 月 19 日 

～10 月 12 日 

 

11 月 6 日 

 

 

11 月 8 日 

～9 日 

 

11 月 12 日 

 

 

11 月 15 日 

～30 日 

 

11 月 15 日 

 

12 月 26 日 

 

 

 

男女平等推進市民委員会（第 4 回） 

[･基本計画中間取りまとめについて] 

 

市議会各会派説明 

[･基本計画中間とりまとめについて] 

 

基本計画中間取りまとめの市民意見募集（本庁・伏木・戸出・中田支所・福

岡総合行政センター・男女平等推進センター､市ホームページで実施） 

 

各課へ事業計画素案の照会 

 

 

男女平等推進庁内連絡会議（第 3 回） 

[･事業計画（案）について] 

 

市議会各会派説明[･事業計画（案）について] 

 

 

男女平等推進市民委員、男女平等推進庁内連絡会議幹事へ資料配布 

[･基本計画（案）及び事業計画（案）について] 

 

事業計画(案)の市民意見募集（本庁・伏木・戸出・中田支所・福岡総合行政

センター・男女平等推進センター､市ホームページ） 

 

基本計画（案）の市民意見の市関係各課該当分を参考送付 

 

男女平等推進市民委員会（第 5 回） 

[･基本計画・事業計画（案）の全体取りまとめ、市長へ答申] 
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■ 市民の相談・情報窓口等 

 

内  容 機関・施設名 相談日時 電話番号 

男女平等・共同参画
全般や男女平等問
題処理委員会に関
する相談 

高岡市男女平等・共同参画課 
 
高岡市男女平等推進センター 

月～金 8:30～17:30 
 

月～日 9:00～22:00 

0766-20-1812
 

0766-20-1810

高岡市男女平等推進センター 
(相談室) 

 
月～土 9:30～16:30 
 
木曜 14:00～20:00 
 

0766-20-1811

高岡市児童育成課 
（女性相談員による相談） 

月～金 
8:30～17:30 

0766-20-1381

 
富山県女性相談センター 
 
配偶者暴力相談支援センター 
 

月～金 
8:30～17:15 

076-421-6252

生き方・悩みごと・ 
ＤＶ等についての
相談 

富山県民共生センター 
（サンフォルテ相談室） 

火～土 
9:00～16:00 

076-432-6611

高岡市市民協働課 
月～金 

8:30～17:30 
0766-20-1327

人権や暮らしの中
の諸問題等相談 富山地方法務局高岡支局 

（人権相談） 
（女性の人権ホットライン） 

月～金 
8:30～17:15 

 
076-441-0866
076-441-0658

犯罪等の被害女性
のための相談 

高岡警察署 
 
富山県警本部（女性被害 110 番）

月～金 
8:30～17:15 

0766-23-0110
 

0120-72-8730

富山労働局雇用均等室 
月～金 

8:30～17:15 
076-432-2740職場におけるセク

シュアル・ハラスメ
ントや育児休業、介
護休業等の労働相
談 富山県労働雇用課 

月～金 
8:30～17:00 

076-444-9000

高齢者福祉・介護保
険・高齢者の虐待等
に関する相談 

高岡市高齢介護課 
(市内の地域包括支援センター）

月～金 
8:30～17:30 

0766-20-1165

こころの電話相談 富山県心の健康センター 
月～金 

9:30～12:00 
13:00～16:00 

076-428-0606

女性の心と体の悩
み相談 

月・木 
9:00～17:00 

0766-26-8415

エイズ、感染症 
の相談 

富山県高岡厚生センター 

月～金 
9:00～17:00 

0766-26-8414
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内  容 機関・施設名 相談日時 電話番号 

健康全般に関する
相談 

高岡市健康増進課 
月～金 

8:30～17:30 
0766-20-1345

子育て支援・児童育
成・ひとり親家庭等
の相談 

高岡市児童育成課 
月～金 

8:30～17:30 
0766-20-1329

児童福祉全般・児童
虐待・子育てテレフ
ォン等相談 

高岡児童相談所 
月～金 

8:30～17:00 
0766-21-2124

思春期の相談 
（思春期テレフォ
ン） 

富山県高岡厚生センター 
月～金 

9:00～17:00 
0766-26-8866

青少年の悩みや生
活上の諸問題等の
相談 

高岡市少年育成センター 

月～金 

8:30～17:30 

日 

10:00～17:00 

 

0766-20-1653

在住外国人のため
の生活相談 

高岡市国際交流協会 
月～土 

10:00～19:00 
0766-27-1856

※上記相談機関・施設には、年末年始・祝日、定休日等の休みがある場合があります。詳し

い相談日時等については、各機関・施設にお問い合わせください。 

 




